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巻瀬言

エ ネルギー戦略 の視 点

小 平 信 因(雛 鞘 ギー庁長官疹1 窟 奄'蘇
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言 うまで もな く,エ ネル ギーは,国 の最 も重 要 な基礎 的 イ ンフラの ひ とつで あ

る。産業 の発展 も国民生 活の向上 も,エ ネルギーの 円滑 な供給 が あって初 め て可

能 となる。 エ ネル ギーの確保 は,明 治維新以 降の経 済発展 の過程,第2次 大戦 で

の敗 戦か らの復 興一 経 済成 長 を 目指 す上で,常 に大 きな課題 であ り,政 府 が重点

をおい て取 り組み,民 間 にお いて様 々 な努力が行 わ れて きた。経済成長 が実現 し

た後,エ ネルギ ーが 国 にとっての基礎 的 イ ンフラで ある ことが国民 の間で改 めて

強 く認識 されたの は,第 一次石油危機 の時 であ った。官民挙 げて の取 り組み に よ

り,省 エ ネルギ ー,石 油代 替エ ネルギ ーの導 入の促 進,供 給 源の多様化 が急速 に

進展 し,エ ネルギ ーの需給構 造 の改善 が進 んだ。 これは世界 におい て も同様 で あ

り,そ の結 果,石 油 を始 め とす るエ ネル ギーの需給 は,1980年 代半 ばか ら大幅 に

緩和 し,価 格 も低位 安定の状況 となった。
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こうした状況の中で,エ ネルギーに対 する関心 は,経 済i生(価 格)に 移 り,基 礎 彰

的 イ ンフラで ある との意識 は低下 し,「 普通の商 品」 に過 ぎない との見方 まで生 ま

れる ことになった。先進 国におい てはエネルギー分野での規制緩和が進み,エ ネル

ギー価格 は下落 した。基礎 的イ ンフラである以上,可 能であれ ば 「低廉 安定供給」

が最 も望 ましい と考 えられ るのはある意味では当然で あ り,第 一次石油危機以前 の

エ ネルギー政策 の目標 は,ま さし く 「低廉安定供給」 とされていた。石油危機 後 は

これが 「安定供給」 とな り,そ して80年 代 の終わ りか らは,安 定供給が確保 されて

い る下で 「低廉i供給(経 済効率の重視)」 に重点が移 るとい う変遷 を経 て きた。

近年,世 界 のエ ネルギ ー情勢 は大 きく変わ りつつある。米国が経 済成長 を続 けエ

ネルギー需要が伸 び続 ける一方で,急 速 に経済成長 している中国のエ ネルギー需要

は劇的 に増加 している・ 中国当局 は・2020年 のGDP(国 内継 産)Cま2000年 の4倍/s

になるが・省 エ ネルギーの強化 によ りエネルギ濡 要の伸 びは2倍 にとどめる との 彰
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方針 を示 してい る。 しか し,こ れ まで の各国の例 をみて も,経 済の発展過程 では,

エ ネルギー需 要は,経 済成長 を上 回 る伸 び を示す のが普通 であ り,こ うした方針

の実現 は相 当困難 と思 われ る。 また,イ ン ドも中国を追 って急速 な成長 を遂 げて

お り,中 国 と同 じく2020年 のGDPは2000年 の2倍 以上 になる と予想 されてい る。

中国 もイ ン ドも国内のエ ネルギーの賦存 が不足 しているため,海 外で の資源 の確

保 に躍起 となってお り,ま さに 「資源争奪競争」 とも言 える時代 に入 りつつあ る。

こ うした需要の伸 びに供給 が対応 していけるのか。特 に石油 に関 して は,「 オイル

ピー ク」説 の当否 は別 として,IEA(国 際 エネルギー機関)の 分析 によって も

遅 くとも21世 紀 の半 ば まで には世界 の石油生産 は ピー クを迎 える ことになる との

結果 とな ってい る。一部 では天然 ガス につ いて も石油 よ りは タイ ミングは相当後

にな る ものの生産 の ピー クを迎 える との懸念 が示 されてい る。少 な くと も石油 ・

天然 ガスの世界の長期 的需給 は,現 在の ような状 況 を前提 とす れば,相 当 に厳 し

くな ってい くと見 るべ きであ ろう。更 に,地 球環境 問題,温 暖化へ の対 応が先進

国 ・発展 途上国が協力 して持続 的 に取 り組 んでいか なけれ ばな らない一段 と大 き

な課題 となってお り,エ ネルギー問題 を規定す る重要 な要因 となってい る。

日本 は,早 ければ今年 が人 口の ピーク とな り,今 後急速 に少子 高齢化 が進 んで

い く。経済 も一段 と成熟化 し,中 国やイ ン ドが見通 し通 りの経済成長 を続 ければ,

世界経 済の中での相対 的地位 は低 下 してい くことになる。 これは,エ ネルギ ー分

野 で も同様 であ る。成熟化 す る経済 の中で活力 を維持 し快適 な国民生 活 を実現 し

てい くため に,基 礎 的 イ ンフラで あるエ ネルギー について,5年,10年 で な く,

40年,50年 の視点 に立 った,ま た,エ ネルギーの安全保 障 と地球 環境 問題へ の対

応 に軸足 をお いた確 固たる対応 が必要で ある。その際の基本 は,激 動 が予想 され

る国際エ ネルギ ー情勢 か らの影 響 を最大 限緩和 で きる需給構造 を構 築 してい くこ

とで あろ う。 出発点 は,「 常 に世界 の最 先端 をい く」エ ネル ギー高効率社 会の達

成 とその世界へ の普及 であ り,そ れが,エ ネルギーの安全保 障 と地球 環境 問題へ

対応 を同時 に可能 とする道であ る。供給面 で は,安 全 の確保 と地域 を始め とす る

国民 の理解 を前提 と した核 燃料 サ イクル を含 む原 子力発電 の推進,再 生可能エ ネ

ルギーの拡大等で ある。需給 両面 にわた り,経 済性 の向上 も含 めた技術 の果 たす

役割へ の期待 は ます ます大 き くなる。
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[概要]

公開シンポジウム

「日本 のエネル ギーに未来 はあるか」

一 有限 の地球 に生 きる一
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2004年11月1日,日 本学術 会議 講堂 にて標 記 シ ンポ ジウムが実施 され た。当 日は

雨の 中で はあ ったが,出 席者 は約300名 を超 え満席 となる盛況 であった。

開会 挨拶 で,岸 輝雄 日本学術 会議副 会長 は,学 術会 議 におけ る基本 的役割 を紹介

される と ともに時 のテーマ(例,「 環境」,「人口」,「南 北格差」,「安全 ・安心」 を含

め た 「サ ステナ ビ リテ ィー」)に も積極 的 に取 り組 む姿勢 を示 され,そ の意味 か ら も

本 シンポジウムへの期待が大 きい こ とを強調 された。

続 い て,冒 頭 の 目次 に紹 介 の方 々に よる5つ の講演,お よび 「総括 とア ピール」

が なされ た。(詳 細 は本ペ ージに続 いて紹介)

最後 に,三 井恒 夫 日本工 学 ア カデ ミー副会長 が,日 本 のエ ネルギ ー問題 は今 や世

界のエ ネル ギー問題 であ る とい う認識 の も と,長 期 的視 点が重 要で ある こ とを強調

され閉会挨拶 とされ た。

主催 日本学術会議第5部 資源 開発工学研究連絡委員会

エ ネルギー ・資源工学研究連絡委 員会

地球 ・資源 システム工学専 門委員 会

㈹ 日本工学 アカデ ミー エ ネルギー基本戦略部会

環境 フ オーラム

働 エ ネルギ ー総合工学研究所

後援 内閣府,外 務省,資 源エ ネルギー庁,国 土交通省,環 境省,

経済 同友会,日 本経済団体連合 会,新 世紀文 明国会議員懇談 会

開会挨拶の岸輝雄日本学術会議副会長

麟難轍
閉会挨拶 の三井恒夫 日本工 学アカデ ミー副会長
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[基調講演]

安 く豊 か な 石 油 時 代 が 終 わ る*

一"石 油 ピー ク"の 意味 す る ところ一

石 井 吉 徳 齪麗 欝 蘇 篠 磁 虐代表)

は じめに

私 は 「安 く豊かな石油時代が終 わる」 と,最

近の3年 ほ ど繰 り返 し社会 に訴 えています。最

近,石 油が1バ ー レル50ド ル,あ るいは60ド ル

になるか も知れ ない と言 われてい ますが,私 は

この高値が一過i生とは思 ってい ません。それは

産油国の政治的 な思惑で起 こった1970年 代 の石

油 シ ョックとは,構 造 的に違 うか らです。最近

の石油価格 の高騰 は,や が て来 る石油減耗 の予

兆か も知 れないのです。石油生産の ピー ク,つ

ま り 「石油 ピーク」後,ゆ っ くりと世界の生産

量が減退す る可能性 があるのです。

私 は大学卒業後,帝 国石油 に入 り石油公 団の

前 身などで石油探査の仕事に16年 間従事 しま し

た。 アジアでは,日 本が国家 としてイン ドネシ

アで最初 に石油 の探鉱す る時には,現 地状況 の

調査,地 図探 しな どにジャカル タ,メ ダンな ど

に行 きま した。その頃,日 本 で も新潟,秋 田に

は石油掘 削 の櫓 が立 ってい ま した。八橋 油 田

(秋田県)で は,試 油 で石油 が勢い よ く自噴す

る様子 を目の当た りにしたこともあ ります。

油 田 とは,地 下 の背斜構 造 の油層 内 に,天

然 ガス,石 油,水 が 軽 い順 に集 ま り濃 縮 され

てい る もの なのです 。 この油層 の上 には不透

性 の地層(キ ャ ップ ロ ック)が あ って,は じ

めて何千 万年 もの問石油 がた まる こ とが で き

ます。 この"濃 縮"の 過程 が油 田形成 の非常

〔略歴〕

1955年 東京大学理学部物 理学科(地 球物理 学)卒 業。

1978年 東京 大学工学 部資源 開発工学科 教授,1996年 環

境庁 国立 環境研 究所 所長,1988年 日本学術 会議 会員,

日本 リモ ー トセ ンシング学会会長 などを歴任。

現 在,富 山国際大 学教授,東 京大 学名誉 教授,日 本

工学 ア カデ ミー会員,地 球子 ど もクラブ会長 な どを務

めて いる。

専 門分野 は,地 球 環境学,資 源 ・エ ネルギ ー論,リ

モー トセ ンシング,物 理探査学。

に重 要 なポ イ ン トです。 ここで油 層 に井戸 を

掘 り圧 力が解 放 され る と,猛 烈 な勢 いで石 油

が 自噴 します。 この 自噴 こそが油 田の活 力,

特徴 なのです。 これがエ ネルギ ー資源 の 「質」

なの です。 これが大 きなポ イ ン トで す。 よ く

「石油 は後40年 ある」 と言 われ ますが,そ れ は

あ くまで も量 だ けの話 であ って,質 を考 え る

とまった く違 って くるのです。

これは 「熱力学の第二法則」 のエ ン トロピー

則 で考 える と分 かって きます。 「熱力学 の第一

法則」 とはエ ネルギーの 「量が保存 される」 と

言っています。 これに対 して,「 第二法則」 は,

「質は劣化する」 と言 っているのです。

「地球 は有限」が原点

持続可能でない大量生産,大 量消費,大 量廃棄社会

最 初 の 図1はLimitedOurEarth(我 ・々 の 地 球

*本 稿 は、昨年11月1日 の 日本学術会議 第5部/㈹ 日本工学 アカデ ミーエ ネルギー基本戦略部 会他/㈱ エ ネルギー総合工学

研究所 共催 の公 開シ ンポジウム 「日本 のエネルギーに未 来はあるか一 有限の地球 に生 きる一」 におけ る講演 を本誌掲載用

にテープ起 こ しした ものです。
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図1LimitedOurEarth

は有限 であ る)で す 。私が1984年 に描 きま し

た。 その頃 の世界 人口 は44億 人で したが,今

は20億 人増 え64億 人です 。増 え続 ける人 口が

大 量 の資 源 エ ネルギー を使 い,大 量 に物 を作

って消 費 し最 後 に捨 て る。人 間は膨大 な廃棄

物 を大気 に,水 に,陸 上 に捨 てて い ます。大

気 に捨 て るのが地球 温 暖化 の原 因 と言 わ れ る

二酸 化炭 素(CO2)で,陸 上 には色 々 な固形

ごみ,水 に も色 々な もの を捨 てて い ます 。で

すか ら,人 口,資 源エ ネル ギー,環 境 問題 は

同時 に取 り組 むべ き問題 なのです。

図2は,今 やっ と レバ ノ ンに残 って いる樹

齢数 千年 の レバ ノ ン杉 です 。国連教 育科 学文

化機 関(ユ ネス コ)の 世界 自然遺 産 に指 定 さ

れ ま した。か って は ここに諺 蒼 たる レバ ノ ン

簿
'藁

.'劉

嚢融
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'
・
.・ べ'

一 ・、 圏'
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、,単 」
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.』で.

画 マ}酔

・㌔
、

∵:冒

二、＼

杉 の森 があ ったの ですが使 い果 た し,今 は こ

の程 度 の森 とは言 え ない ような林 が2,3カ

所残 る程度 にな ってい ます。

既 に人類 は,地 球上 の森 を半分使 い ました。

森 は地 上 にあ るので,少 な くな った ことが 目

で分か ります 。 しか し,地 下 にあ る石 油 は見

え ないため に,減 って も見 えませ ん。既 に2

兆バ ー レル と言 われ る石油 の半分 を人類 が使

った ことに気 が付 かす,「石油 は まだ まだあ る,

科学技術 が進 歩す れ ば まだ見 つか る」 と考 え

ます。

図3は,日 本 の最 西端 にある対 島の井 口浜

に漂着 したゴ ミです。韓国か らが殆 どですが,

中 国,若 干 日本 の もの も混 ざって い ます。 こ

れ はほ とん ど知 られ てい ませ ん。木材 な どの

産業廃棄物 も含めた,様 々 な大量の ゴ ミです。

循環型社会構築にはエネルギーが必要

資 源エ ネル ギー を大量 に使 って物 を大量 生

産 し,大 量 消費 を し,大 量投 棄す るの で環境

問題 とな るわ けです 。 そ こで 「循環 型 社 会」

を と,リ サ イ クルが大 きな運動 に なってい ま

す 。 しか し,循 環 には必ず エ ネルギ ーが 要 り

ます。生 み出 され る廃棄物,ゴ ミは常 に拡散,

劣化 の一途 を辿 るか らです。 これ を元 に戻 し,

循 環 させ るため には,エ ネル ギー を投 入 しな

ければな らないのです 。

「大丈夫,自 然 も循環 している,そ れ に見習

う」 という話 もあ りますが,こ れは間違 ってい

図2僅 かに残 った レバ ノン杉 の森(1996年)図3対 馬 に漂着 したアジアのゴ ミ(1998年)
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これが世 間 の大 方 の理解 ですが,本 当 にそ う

なので しょうか。

資源 は採れば必ず減 ってい くものです。人間

は質 の良い ものか ら採 りますか ら,資 源 は量が

減 る とともに,質 も悪 くな ります。 ようや く日

本 のマ スメデ ィア も,こ の ことに気づ き始め た

ようで,朝 日新聞が私 の 「石油 ピー ク」 の話 を

取 り上 げま した。図4が その記事です。

しか し,今 も公 式 には表1の ようになってい

ます。可採 年数,い わゆ る寿命 も石油が40.6年

などとな りますが,こ れは確認可採埋蔵量 を年

間生産量 で割 っただけの,量 の話です。質が ま

った く入ってい ない,と い うこ とにご注 意 くだ

ます。自然生態系 の循環 システムは,太 陽エ ネ

ルギーで運転 されているこ とを考 えていないの

です。大気 中のCO2を 植物 が光合成 で固定 し,

それ を動物 な どが食料 とします。有機物 は順次

利 用 され,最 後 にCO2に な って大気 に戻 るので

す。 このシステムには,膨 大 な太陽エネルギー

が使 われているのです。循環 にはエ ネルギーが

必要なのです。

採れば必ず減 るエネルギー資源

石油 は 「何 とか な る,ま だ まだあ る」 と,

公 的 には国 際機 関 も政 府 も述べ る よ うです 。
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「石油 ピーク」 を紹介 した朝 日新 聞の コラム(2004年10月9日 夕刊)図4

世界の資源量表1

石 油 天然ガス 石 炭 ウ ラ ン

確認可採埋蔵量 1兆48◎ 億 バ レ ル ユ56兆m3 執845億 トン 393万 ト ン

地
域
別
賦存

状
況

北 米

中南米(注3)

欧 州

旧ソ連

中 東

アフ リカ

アジア
・大洋州

a6%

1α6%

1β%

7.5%

65.4%

74%

a7%

4.4%

47%

3.8%

35.4%

36.0%

7.6%

8.1%

26.1%

23%

13.2%

229%

α2%

ε6%

29.7%

179%

α5%

35%

3α6%

0.0%

178%

238%

年生産量
270億 バ レル

(739百 万BD) a5兆m3 4&3億 トン 3.7万 トン

可採年数 4α6年 60.7年 204年
61.ユ年

(注1)

(洩1>ウ ランは 雪・一分な在庫があることから年生産撒は年驚要黛 く6.2万トン)を 下礁る。
このためウランの可採年数は確認可探埋蔵滋 を隼需要澱で除した億。

(油2)ウ ランは2◎elgeの数値。それ以外は2(X)2無の数値。

(油3)2◎02年 版より中南米にメキシコを含めることとしたため、それ以薄との始較の際
は漉意を要する。

(灘所 二総合エ ネルギー統計(平 成14年 度版),経 済覆業省資源 エ ネルギ ー庁)
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さい。多 くの方 は,「 石油 が40年 後 にな くなる

のであれば,40年 後 に考えればいい」 と思 って

いるようです。そ して 「40年前 も専 門家 は40年

後 に石油が な くなる と言 ったが,大 丈夫だ った。

だか ら,『 石油 ピー ク』 の話 もあ るが,ま た大

丈夫」 と言 うのが 「石油 ピー ク」 に対 す る日本

人の一般的 な反応 です。

「石油 ピーク」

欧米で深まる理解

か つ て の 「ロ ー マ ク ラ ブ 」*の よ う な 集 ま り

が,今 ヨ ー ロ ッ パ に で き て い ま す 。ASPO

(TheAssociationfortheStudyofPeakOil)で す 。

最 近 は 天 然 ガ ス も あ や し く な っ て き た た め,

``Th
eAssociationfortheStudyofPeakOiland

Gas"と し ま し た 。 石 油 地 質 学 者C.J.キ ャ ン ベ

ル な ど が 中 心 と な っ た ヨ ー ロ ッ パ の14力 国 の

専 門 家 グ ル ー プ で,拠 点 は ス ウ ェ ー デ ン の ウ

(10億 バ レル)

30

25

石20

油

生15

産

量
10

5

プサ ラ大学 にあ ります。3年 前 か ら年 に1回,

ワークシ ョップの ような会合 を開いてい ます。

このASPOに は単 に石油 関係者 だけで な く,原

子 力,銀 行,EU議 会の メ ンバー な ど,幅 広 い

人達 が参加 します。

図5は キ ャンベ ルが1998年 に発表 した,世

界 の石 油生産 量 のカ ーブです 。石油 の生産 量

は2004年 に ピー クを迎 える となってい ますが,

ピー クは滑 らかです か ら2004年 とい う数字 に

それ ほ ど大 きな意味 はあ りませ ん。私 も含 め

て専 門家 は,2010年 まで には ピークが来 る と

思 ってい ます。

カーブの下 の面積 は埋蔵 量(約2兆 バ ー レ

ル)で す 。基本 的 に質の いい もの,使 いや す

い もの,儲 か る ものか ら生 産 し,い ず れ需 要

に生 産が 間 に合 わ な くな り,生 産 量が減 退 し

始 め る とい う ことです 。40年 後 に急 に な くな

る,と い うこ とではあ りませ ん。

これ は一一種 の予 測理 論 ですが,過 去 の石油

生産 量 の経 過 と総可採 埋蔵量 に関す る,膨 大

な デ ー タ に基 づ い て い ます 。 この カ ー ブ を

「ババ ー ト ・カー ブ」 と言 い,ピ ー クを 「ババ

0

1930194019501960197019801990200020102020203020402050

年

(出 所=C.J.Campbell1998)

図5世 界 の 石 油 生 産 量 過 去 と 未 来,ハ バ ー ト ピ ー ク
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*環 境,人 口問題 な ど,地 球 的規模 の課題 で想 定 される人類の危機 を回避する ことを探 る ことを目的 に,世 界の科学者,経

済学者 などが集 ま り,1968年 に活動 を開始 した民 間組織 。1972年 に発 表 した 『成長の限界 』は,経 済開発 中心だ った当時

の社会 に警鐘 を鳴 らし,地 球環境 問題へ の取組 みの原 点 と言 われる。(編 集部作 成)
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一 ト ・ピーク」
,あ るいは 「石油 ピーク」 と呼

ぶの です。1956年,シ ェル石油 の研究 所 の地

球物理学 者 キ ング ・ババ ー トが 「アメ リカ48

州で,石 油が1970年 頃に ピー クを迎 え る」 と

主張 したの です。 当然,大 反対 をされた よう

で す が,彼 の予 測 が 当 た りま した。 で す が

1970年 の ピー ク時 に,そ れが ピー クだ と気 づ

きませ んで した。 当 た り前 です。 その時 が ア

メ リカ48州 は,最 大 の生産量 を誇 って いる わ

けですか ら。

M.シ モ ン ズ の 「TooLate論 」

去 年 のパ リでの会合 にはキ ャ ンベル氏 に呼

ばれて,私 も出席 しま したが,東 洋人 は私1

人で した。

ア メ リカか らは,ブ ッシュ大統領 のエ ネ ル

ギー顧 問,M.シ モ ンズ氏 が話 しま した。彼 は

ハ ーバ ー ド大学経 営大 学 院 を出 てテ キサ ス州

ヒュー ス トンでエ ネルギ ー投 資銀行 を経 営 し

てお り,世 界 中の石油 の状 況が よ く分 か って

いるよ うです。

彼 は,「 ブ ッシュ大統領 は 「石 油 ピー ク』 を

理解 してい る」 と言 ってい ます 。 また,「 自分

が 間違 っていればいい と思 うが」 と前置 きしな

が ら,「2000年 に石油 ピー クが来た」 とも言 っ

てい ます。「ところが,ア メ リカも含め一般 の

人 たちは,な か なかそれを理解 しようとしない。

(1◎億 バー レル>

60

50

40
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20

壌o

O

l930

それで も楽観論者 と悲観論者が議論 を始 めたの

はいい ことだ。悲観論者 で も楽観的過 ぎる。そ

して遅過 ぎる(toolate)」 とも言 うのです。 と

い うのは,現 代社会のエネルギ ー ・インフラは

簡単 には変 われないか らです。例 えば,高 い石

油時代 の後 に,石 炭や原子力 の時代が直ちに来

るわけではない。今の石油社会 を,急 に別のエ

ネルギ ー社 会 に変 える こ とはで きないか らで

す。石炭か ら石油 に変わ るのに,何 十年 もかか

りま した。 この時 は,石 炭 よりも便利 な石油へ

の移行だ ったので自然 に変わったのですが,今

度 は不便 なもの に移行す るわけです か ら,そ う

簡単で はあ りませ ん。ですか ら何十年 もかか る,

待 てない とい うわけです。

1970年 にアメ リカの石油生産が ピークを迎え

ていたの に,そ れに気づかなかったこ とについ

て,シ モ ンズは,バ ック ミラーの写真で 「通 り

過 ぎない とバ ックミラーに映 らない。 ある程度

年 数がた ってか ら初 めて分か る」 と述べ ます。

しか し,気 づ くのが遅過 ぎ,間 に合 わないとい

うのが彼の心 配,「TooLate論 」 です。

石油の発見 と生産の歴史

世界 の石油発 見 の ピー クは,な らす と1964

年 頃 とな る よ う です 。 図6で 示 す よ う に,

1984年 頃 に年 間生産量 と年 間発 見量 が 同程 度

で した。今 は発見 が どん どん減 り,逆 に生 産

195◎1970199920壌 ◎2◎302◎50

〈繊 漸;A$欝ONewsieiterN◎.48・December20◎4を 碁 に作…成 〉

図6拡 大 す る 石 油 発 見 量 と 生 産 量 の ギ ャ ッ プ
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量が伸 びてい ます。

1945年 か ら60年 頃 まで は,年 間350億 バー レ

ル程発 見 され てい ました。1970年 代 は年 間230

億 バ ー レル にな り,1990年 代 に は年 間60億 バ

ー レル ぐらい に減 りま した
。

で は,ど の ぐらい石油 を使 って いるか です

が,1999年 頃は250億 バー レル も使 ってい ます。

発 見 は生産量 の4分 の1程 度 です。現 在 は も

っ と増 えて,300億 バ ー レルにな ってい ます。

人類 は,過 去 の貯 金 を食 い潰 して繁栄 してい

る のです 。300億 バ ー レル と言 えば,一 頃 は

「第二の 中東」 と呼 ばれた カス ピ海周辺 の発 見

量(約300億 バ ー レル)を,1年 で使 って しま

うほ ど莫 大 なの です。 この浪 費が継続 で きる

はずがあ りませ ん。

強まらざるを得 ない中東依存

中東 という地域の特殊性

最後 の頼 りが中東 です。図7は,シ カゴ大学

の ダンカ ン教授 が世界全体 について描 いた石油

生産量 のカーブですが,彼 は 「2006年に ピーク

とな り,い ずれOPECに 頼 らざるを得 な くなる」

と言 ってい ます。

中東 とい う地域 を知 るために,地 球の歴 史 を

振 り返 ってみ ます。 図8に 示す ように,2億

2500万 年前,地 球 は 「パ ンゲア」 と言 う1つ の

超大陸 にまとまってい ま した。 それか ら,大 陸

が少 しずつ分 かれて きました。現在の中東 に当

たる地域 には,内 海のテチス海がで き,赤 道直

下 に停滞 しま した。

恐 竜 が い た ジ ュ ラ紀(1億3300万 ～1億

8600万 年前)に は,大 量 の植物 生産量 が あ り

ま した。 そ の 頃 の 地 球 は 温 暖 で,大 気 中 の

CO2濃 度 は今 の10倍 だった こ とが分 か って い

ます。気 温 は10度 ぐらい高 か ったの です。 そ

して生産 された膨大 な有機 物が,内 海 で ある

テチス海 に沈殿 し,陸 か らも有機 物が 流れ て

きた わけです 。内海 であ った テチス海 は撹拝

されず,酸 欠状 態が続 き堆積 した有機物 が石

油 に変 わったのです。

この ように地球 の歴史上,中 東 は特殊 な場所

です。ですか ら,現 在の中東以外 に,中 東 と同

じ場所 は地球上 に もうあ りませ ん。石油 は探せ

ば,ま だ まだ見つかる というのは幻想 です。

図9は 中東 の石油 ・天然ガス生産が集 中する

「エネルギー三角地帯」 です。面積 は中東 のた

った7%に 過 ぎませ ん。サ ウジアラ ビア,世 界

最 大の ガ ワール油 田は1948年 に発見 され ま し

た。第2位 のブルガ ン油 田は1938年,イ ラクの

キルクーク油田は1927年 にそれぞれ発見 され ま
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図8大 陸の変遷 パンゲアから現在まで

450マ イル

(出 所:Simmons&CompanyInternational,2003を 基 に作 成)

図9中 東 の 「エ ネ ル ギ ー 三 角 地 帯 」
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した。 ガワールは,今 は年 をと り自噴す る力が

衰 え,水 を圧入 してい ます。 この狭い三角形に

世界が依存 しているのですか ら,こ れか ら大変

なことになるはずです。

衰 えたガ ワール油田

ガ ワール油 田 も含 め て,公 式 に はサ ウジ政

府 は 「石油 は まだまだある」 と言 って い ます 。

しか し,そ う とは限 らない よ うです。 世界最

大 の ガワール油 田 は,長 さ約240Km,最 大 幅

約40Kmも あ ります。 生 産 量 は450万 バ ー レ

ル/日 で す。 日本 の輸 入 量 が約500万 バ ー レ

ル/日 ですか ら,日 本 全部 の分 をこ こで生産

してい る こ とに な ります。 また,こ れはサ ウ

ジの石油 生産量 の60%に 当た ります。2番 目

の ブルガ ン油 田の生産量 は100万 バ ー レル/日

ぐらいで すか ら,ガ ワール油 田がい か に巨大

か が分か ります 。で すか ら,ガ ワー ル油 田が

こけれ ばサ ウジが こけ,世 界が こけ ます。

"Gh
awarisdying"(ガ ワールは死 につ つあ

季報エ ネルギー総合工学
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図10ガ ワ ー ル 油 田 に お け る 石 油 生 産

る)と い う言葉 が あ ります 。60歳 の ガ ワール

油 田では,毎 日700万 バ ー レル(約100万 トン)

の海水 がペル シャ湾 のある東側 か ら圧入 され,

自噴圧力が維持 されています。

図10は 油層 の構 造 図 です 。黒丸 が生 産 井,

水圧入井 は白丸 で示 されてい ます 。

オイルサン ドは中東原油の代替にならない

エ ネルギー資源では 「質」が大切ですが ,こ

れ は出力エ ネルギ ー と入力 エ ネルギ ーの比率

(EnergyProfitRatio:EPR)な どで表 され ます 。

若い油 田のEPRは,例 えば50と かの値です。今,

アメリカでは3ぐ らい とも言 われ てい ます。 こ

れが1.0に なった ら,も う意味があ りませ ん。

「石油 が な くな った ら,オ イルサ ン ドが あ

る」 とい う話 をす る人が い ますが,こ れ には

か な り誤解 が あ ります 。図11は,カ ナ ダ ・ア

ルバ ー タ州北部 の アサバ ス カ ・オ イルサ ン ド

の露 天掘 り現場 の人工 衛星 映像 です。 ここで

は約50万 バ ー レル/日 の重質油 を生 産 してい

ます 。実 際 に採 算 が とれ てい るわ けです が,

EPRは1.5く らいです 。通常 の油 田 と違い,自

噴 しないので,鉱 山の よ うに砂 を採 掘,処 理

しますか ら大量のエ ネルギー と水 を使 い ます。

この映像 に見 る よ うに,排 水 は湖 の ように

大 きな池 に貯 め られ てい ます 。環境 破壊 はか

な りな もの です。1.5と い うEPRに は,環 境 修

復 は入 ってい ない で しょうか ら,実 際 のEPR

は もっ と小 さい はずです。「オイルサ ン ドな ど,

重質油が まだ まだあ る,大 丈夫」 とい う話 は,

ほ とん ど間違い なの です。重 質油 の量 その も

の は中東原油 と匹敵す る とい うの ですが,そ

れ を取 り出すエ ネル ギー は膨 大で,し か も重

質油であ り環境負 荷 も大変です。

饗
郵 ・∵ 鰍 曳一豪・

の ぬ ゆ

ノ ヱや ゐ に リ ヒ

議璃 騒 も ノ譲 細ボ

(出所:資 源

図11
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図12世 界の一次エネルギー生産量の実績 と予測

「食の問題」に直結する 「石油問題」

エネル ギー問題の深刻 さ

温暖化対策 と同 じ真剣な取組みが必要

図12は,世 界 の一次 エ ネル ギー累計生 産量

です 。地球 温暖化 問題 につ いて 「気 候変動 に

関す る政府 間パ ネル」(IPCC)は,何 ら温 暖

化 対策 を講 じないケ ース(BAU:BusinessAs

Usual)で は一番 上の線,省 エ ネル ギーに努 め

て一番下 になる と してい ます。 いず れ にせ よ,

今 後は温 暖化 が深刻 になる とい うことです。

ところが,「 石油 ピーク」の考 え方 に立つ と,

エ ネル ギーの累積生 産量 はIPCC予 測の最低 線

す ら下 回 って しまい ます 。石油 が い くらで も

あ る,と 思 って温 暖化対 策 を考 えるの と,「 石

油 ピー ク」 を理解 して対 策 を考 えるの とでは,

その論理 に雲 泥 の差 が ある はず です 。だ か ら

と言 って,地 球温 暖化対 策 を しな くて良 い と

い うの で はあ りませ ん。 温暖化対 策 に,今 ま

で以上本気 で取 組 む必 要 があ る,浪 費 型の現

代 社会 を本気 で変 え る必 要が ある,と い うの

です 。 しか も,こ の 「石油 ピー ク」の影響 は,

ここ10～20年 の話 なのです。

石油 問題 は,徹 底 的 に食 の問題,農 業 の問

題 で もあ ります。石 油 で作 る窒 素肥料,殺 虫

剤,除 草剤 な ど,大 量 の合成化 学物 質で近代

農業が成 り立 ってい るか らです 。 そ して,大

型 の農業機械 な ども石油 で動 きます。 「石油=

農業」 なのです。

旧 ソ連 か らの石油援 助 が途絶 えた北 朝鮮 が

今飢 えてい るの は,天 候不順 な どに よる もの

では な く,現 代 の工 業化農 業 の弱 さが石油切

れで露呈 した典 型例 なの です。 ところが,同

じ状況 に置 かれ た キ ューバ は 自然 に戻 っ た,

有機 農法 に戻 ったのです 。 キューバ の人 は飢

えなかった,大 きな違 いです 。

さい ごに

人類の工業化社会,現 代文明の繁栄はインパルス

図13は ダンカ ンが描 いた,数 千年 の超 長期

でみ た人類 の過去,未 来 です。縦軸 はエ ネル

ギ ー消 費 です。1人 当 りエ ネル ギー使 用 量が

ピー ク時の37%の ポ イ ン トは1930年 と2025年

一12一
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(出所:RichardC.Duncan,2000)

図13人 類の過去 と未来
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図14「 心の豊 か さ」 へ と変 わる国民意識

で,そ の間 を 「工 業化社会」 と言 って います。

ところが,今 の ままで は,紀 元3000年 には人

類 は また裸 に戻 って しまい ます。 左 右の顔 も

比較 して くだ さい。

これか らは 「何 とか なる」 ではな く,ど うす

れば持続可能か本気で考 え,で きるこ とか ら始

めなければな らないのです。75%が 山岳地帯 の

日本列島では,欧 米 の大陸型社会 を まねるので

な く,最 大限 に自然 と共 に生 きる知恵 を働かせ

る必要がある と思 います。

幸 い,国 民 の意識 が変 わ って きま した。内

閣府が平 成11年 に行 った世論 調査 では,図14

に示 す よ うに,「 心 の豊 か さを優先 す る」 が

57%,「 物 の豊 か さが優先 す る」が29.3%と な

って い ます 。両者 が入 れ替 わった のは今 か ら

20年 前 で した。 国民 の意 識 は20年 前 か ら変 わ

ってい るのです。

優 れ た 「集 中 エ ネ ル ギ ーで あ る石 油 」 が

「都市 へ の人 と物 の集 中」 を可 能 に しま した。

この石油が 本 当に騎 り始め,も う危 ないので

す。 これ か らの21世 紀 は,20世 紀 とは まった

く違 う発想 をす る必 要が あ ります 。 それが で

きなか った ら,人 類 は3000年 頃 には,こ の 図

の ように,ま た裸 に なって しまい ます 。 日本

人が その最初の手本 になる ことの ない ように,

と願 ってい る次 第 です。 ご静聴 あ りが と うご

ざい ました。(拍 手)
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エネルギー政策 をめ ぐる諸問題*

秋 元 勇 巳(讐 罪 守;鑛漏 爵ルギー基本轍 部会長)
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は じめに

10月26日,日 本の 「原子力の 日」 に,た また

まOECDの 国 際エ ネルギ ー一'tue関(IEA)か ら

『ワール ド ・エ ネルギ ー ・アウ トル ック2004』

が出 ました。2030年 までの世界のエネルギーシ

ステムのあ り方 を予測 しています。 これが世界

でのエネルギーに関す る大方 の見方 を代 表する

シ ンク タンクの最新 デー タだ と思い ます ので,

まず,こ れをご紹介 します。次 に,日 本 の現状

と戦略 についてお話 し,主 要 国の例 をご紹介 し

なが ら日本 としてエ ネルギー戦略策定 について

私見 を述べ させて頂 きたい と思 います。

〔略歴〕

1951年 東 京 文理 大 学(現 筑 波大 学)化 学 科卒 業 。

1954年 三菱金 属鉱業(現 三菱マ テ リアル)入 社 。鉱山

で鉛製錬 法の 開発 を手が ける。1957年 理学博士。1958

年 か らカリフ ォルニ ア大 学 ロー レンス ・バ ーク レー放

射線研 究所 に留 学,シ ーボー グ博士 に師事。 アメ リカ

留学 を含 む20余 年 の研 究者 生活では原子力畑 を中心 に,

シ リコン,電 子材料 等の研究 開発 に携 わる。1994年 社

長,2000年 会長,2004年 か ら名誉顧 問。

日本 原子力文化 振興財 団理事長。 日本経済 団体連合

会資源 ・エ ネルギー対策委員会委員長 。

ワ ー ル ド ・エ ネ ル ギ ・一一一 ・ア ウ トル ッ ク2004

概要

『エ ネ ル ギ ー ・ア ウ トル ッ ク2004』 の キ ー

ワ ー ド は 「危 機 に 満 ち た 世 界 に お け る エ ネ ル

ギ ー セ キ ュ リ テ ィ 」(EnergySecurityina

DangerousWorld)で す 。 エ ネ ル ギ ー 資 源 が あ

る か と い う こ と よ り も,供 給 が き ち ん と確 保

で き る か の 方 が 問 題 だ と言 う 意 味 で,短 期 的

図1ワ ー ル ド ・エ ネ ル ギ ー ・ア ウ トル ッ ク2004

にはエ ネルギ ーセキ ュ リテ ィの リス クが増 大

す ると警告 してい ます。

また,「2030年 まで一応エ ネルギーは量的 に

は もつ だろ う。 ただ,そ れ を地上 に引 っ張 り

出 して くる には巨大 な投 資が必 要 だ ろ う」 と

い う言 い方 で,今 まで のや り方で簡 単 にエ ネ

ル ギーが手 に入 る時代 で はな くなっ て きた こ

*本 稿 は、昨年ll月!日 の 日本学術会議第5部/㈹ 日本工学 アカデ ミーエネルギー基本戦略部会他/働 エネルギー総 合工 学

研 究所共催の公開 シンポ ジウム 「日本のエ ネルギ ーに未来 はあるか一有 限の地球 に生 きる一」 における講演 を本誌掲載 用

にテ ープ起 こ ししたものです。

一14一
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表1世 界 の一次 エネル ギー需要

(石油換 算百万 トン)

19712002201020202030 2002-2030

石炭 1,4072,3892,7633,1933,601 1.5%

石油 2,4133,6764,3085,0745,766 1.6%

天然 ガス 8922,1902,7033,4514,130 2.3%

原子力 29692778776764 0.4%

水力 104224276321365 1.8%

バイオマス,廃 棄物 6871,1191,2641,4281,605 1.3%

その他再生可能 455101162256 5.7%

合計 553610345121941440416487 1.7%

(出 所:WorldEnergyOutlook2004,IEA)

(石油換算百万 トン)

70◎ ○

60◎ ◎

5◎O◎

40◎0

30◎ ◎

石油

天然ガス

石炭

2◎ ◎0そ の他

10◎ ○ 原子 力

水力◎

197◎198◎ 葦99◎20()◎2◎102◎2◎2Q3◎

喘 所:WorldEnergyOutlook2004,IEA)

図2世 界 の一次エネル ギー需要(エ ネル ギー源別)

とを,指 摘 してい ます。

その他,世 界 には欧米 や 日本 の ようにエ ネ

ルギ ーに恵 まれ てい る社 会 と恵 まれてい ない

社 会が あ るわけです が,そ の不公 平 さは2030

年 になって もあ ま り変 わ らないだ ろ うと,少

し悲観 的な見方 を してい ます。

最後 に,世 界のエネルギーシステムの持続可

能性 を高 めてい くため に,エ ネルギーの生産及

び消費形態 を根本的 に変えて しまうような,技

術上の大躍進が必要 となる,と いう考 えを示 し

てい ます。

分析結果と予測

表1,図2は 世界 の一 次エ ネル ギー消費 に

関するIEAの 予測 です 。エネルギー全体 の量が

2030年 まで に60%増 え,増 分 の3分 の2は 途

上 国か ら出 て くる。 しか も,増 分 の85%が す

べ て化石 エネルギーだ とい うことです。

一方
,電 力需 要 は,電 化 が進 んで,2030年

まで に倍増 します。 その ほ とん どが途 上国 か

らの ものだ とい うことです。

エ ネルギ ー源 別 では,石 油 生産 は2030年 ま

で ピー クを打 た ない と予想 してい ます。

天然 ガスは倍増 して,石 炭 の シェア を超 え

ます 。 ラテ ンアメ リカや アジアの途 上 国,ア

フリカで増 えて きます 。増加分 はほ とん どが

発 電用 にな る と見 られてい ます。天 然 ガスが

増 えて くる と,域 外 か ら輸送 され る量 も増 え,

今 までの30%か ら50%に な ります。 その半分

が 液化天然 ガス(LNG)で 賄 われ る とい うこ

とです。
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石炭 の消 費量 は これか らかな り増 え ますが,

シェ アは若 干低下 してい きます。増分 の68%

が 中国 とイン ドです。

原子 力発 電所 の建設 ス ピー ドは若 干速 ま り

ます が,シ ェアは低下 してい きます 。増 えて

い くの はア ジアです。 ヨーロ ッパ で は今 の ド

イツの政策 などが そ の まま実行 され る と,原

子炉 が減 ってい くこ とになるわ けですが,こ

の あた りは政権が 変 われば どうなるか まだわ

か らない とい う感 じです。

う中で,石 油危 機 を迎 えたわ けです。1973年

の第一次 石油危 機,1979年 の第二次 石油危機i

の時期 に,日 本 で は原子 力の シ ェアがか な り

増 えま した。 それ か ら産 業界 では,石 油 を石

炭 に換 えて い くとい う動 きが,95年 ぐらい ま

で続 きま した。近年 は,天 然 ガス に置 き換 わ

ってい く傾 向が見 られる ようです。

危険海域 を通過する日本向け中東原油

日本 のエネル ギー事情

高まる輸入依存度

日本 の一次 エ ネルギー需 要の変 遷 を示 しま

す。 図3に 示す ように,1955年 頃 には80%が

国産 エ ネルギ ーで した。産 業の急 進 とと もに

石油 を どん どん使 い 出 しま したが,そ のほ ぼ

全量 を海外 か らの輸入 で賄 った ため に,自 給

率 は80%か ら急 降下 しま した。逆 に,全 体 の

エ ネルギ ー消費量 は増 え て きま した。 そ うい

日本 は,一 次 エ ネルギ ー に占め る石油 の シ

ェアが非常 に高 い上 に,そ の原油 の 中東 依存

度が高 い とい う二重 の脆弱性 を抱 えてい ます 。

日本 の 中東 依存 度 は,図4に 見 る よ うに,第

一次 石油危 機
,第 二次 石油危 機 の時 の依 存度

77%を は るか に超 えて,今 では85%に な って

い ます。 さらに,図5に 示す よ うに,そ の原

油が ホル ムズ海 峡,マ ラ ッカ海峡 とい った非

常 に リス クの高 い海峡 を越 えてやって来 ます。

IEA予 測 に よる と,こ の交通量 が2030年 には倍

になる こ とか ら,エ ネルギ ーセキ ュ リテ ィ上

の問題 となってい ます。今で もある海難事 故 ,

海 賊 の危 険が さ らに深刻化 す る とい うわ けで

す 。 しか も,倍 増す るかな りの部分 が 中国向

供

△
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図3日 本 の 一 次 エ ネ ル ギ ー 需 要 の 変 遷
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図5世 界 の 石 油 の 流 れ

けです 。 中国の原 油輸入 は,今 後10年 間 に10

倍 に なる とい うこ とです。 中国 の石油輸 入が

急増 して い るため に,既 に タンカーが足 りな

くな って きて い ます 。 日本 が石油 を買 お う と

思 って もタンカーが高 い,高 い だけ な らまだ

しも物 理 的 に手 配で きない とい う状 況 が出始

めてい ます。 です か ら,石 油 の輸 送 とい う点

だけで も,日 本 は非 常 に脆 弱 な状 況 にあ る と

い うこ とが言 える と思 い ます。

主要産油国で高まる枯渇率

図6は,主 要産 油 国 の油 田の 枯渇 率 です 。

イ ン ドネシア,カ タール,ベ ネズ エ ラあた り

の油 田は既 に生産 ピーク を超 え,減 少す る状

況 にな ってい ます 。 イ ランか らサ ウ ジア ラビ

ア は ピー クに入 ろ うと して い ますが,こ の数

字 はか な り怪 しい もの です。特 に,石 油輸 出

国機i構i(OPEC)の 場合,輸 出割 当てが埋 蔵量

に比例 す る こ とに なってい るので,各 国 と も

埋蔵量 を水増 しす る傾 向が あ ります 。サ ウジ

の枯 渇率 が既 に50%ぐ らい まで上 が ってい た

として も,驚 くにはあた りませ ん。サ ウ ジに

は世界 最大 の ガ ワール油 田が あ ります か ら,

こ う した現実が 世界 の石油 生産が ピー クを迎

えつつ あるこ との根拠 になるわけです。

まだ ピー ク に達 して いない 国の 中に イラク

や リビアが あ ります 。 これで,ア メ リカが2
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図6主 要産油国の枯渇率

つの 国の 自由化 に と りわけ熱心 な理 由が よ く

分 か るわけ です。各 国 は,産 油 国の枯 渇率 な

どを見 なが ら,国 際 戦略 を練 ってい るの では

ないで しょうか。

主要国との比較における日本の特徴

図7は 主 要国のエ ネルギー輸 入依存度です。

イタリア より日本の方が ましと言われてい ます

が,そ れは原子 力の分 だけ差があるか らです。

日本 と非 常 に似 て い るの が フ ラ ンスで す。

ただ,フ ラ ンス の場 合,発 電 の80%を 原子 力

で賄 う とい う施策 を とって い ます ので,原 子

力 を国産エ ネル ギー と考 えた場 合,エ ネルギ

壌◎謙)
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一60i

一輸 入依存 度が半 分 に下が ります 。 フ ラ ンス

が燃料 サ イ クル に非常 に熱心 な訳 がお分 か り

い ただ ける と思 い ます 。 イギ リス はまだ余裕

が あ るよ うです が,北 海油 田が怪 しくな って

きて,近 い うち にエ ネルギ ー輸入 国 にな って

い くと考 えられ ます。

図8は,日 米 欧 におけ るエ ネルギー の最終

消費 の伸 び を比較 した もの です。 日本 の産業

部 門のエ ネルギ ー消費伸 び率 がマ イナ ス にな

っ てい ます 。 これは 日本 の産業 部 門がエ ネル

ギ ーを節 約 しなが ら生産性 を上 げる こ とに成

功 してい る ことを意味 します 。省エ ネ テ クノ

ロジーで 日本 は世界有 数 と言 えると思い ます。

もう1つ,日 本 の場合,民 生部門でのエ ネル
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図8日 米 欧 に お け る エ ネ ル ギ ー 最 終 消 費 の 伸 び 率

ギ ー消費 の伸 びが非常 に大 きい。 これ は 日本

の生 活パ ター ンが,旧 来 型 か ら西 欧型 に変 わ

る途上 にあ るか ら,と 言 える と思い ます。

日本 のエネルギー戦 略

3Eを 見直 した 「エネル ギー政策基本法」

90年 代,市 場 の 自由化 の波 が 日本 のエ ネル

ギー界 にまで及 んで来た時,「 なんで も自由化

す れ ば安 くなる んだ とい う,ハ ンバ ー ガーで

も買 う ような論 理 を,エ ネ ルギー に適用 す る

のは 間違 いで は ないか」 とい う意見が 出 て き

ま した 。 そ れ を受 けて,2002年,超 党派 で

「エ ネルギー政 策基本 法」 が制定 され ま した。

同法 は,従 来 同 じ程 度 に重 要 として きた3つ

のE(Economy,Environment,EnergySecurity)

の位 置づ け を変 えま した。 環境面 で受容 可能

なエ ネル ギ ーセ キ ュ リテ ィが あ って初 めて,

エ コノ ミーが成 り立 つ。エ ネル ギー セキ ュ リ

テ ィと環境 とい う条件 を無視 した安 易 な 自由

化 は戒 めるべ きだ とい うこ とが 同法 の精 神 に

なっ てい ます。 同法 に基 づ い て2003年10月,

「エ ネルギー基本計画」が 出て きま した。 これ

は 「基 本 戦略 」 と言 え る もの です 。例 え ば,

「原子力」 を引 き続 き基幹 エネルギー として推

進 してい くのか,「 新 エ ネルギー」 は どうなの

か,色 々な ことについて述べ てい ます。

この 「エ ネル ギー基 本計 画 」 に基 づ い て,

「2030年 のエ ネルギー需給 展望」が経済 産業 省

「総合 資源エ ネルギー調査 会需給部会」 で策定

されま した。 これは 「需給計画」 と呼 んで も良

い ものです。 これ と並行 して,経 済産業省 「産

業構造 審議 会地球環境小委員会」 では,二 酸化

炭素(CO2)排 出削減 を約束 した 「京都議定書」

との整合性 をどう図 ってい くか とい う立場 で,

検討が なされてい ます。経済の立場,CO2排 出

削減の立場 か ら,2010年,2030年 の状況が明 ら

か になって きた とい うわけです。

2030年 のエネルギー需給展望

[予測の前提]

需給 部会 で は,ま ず,人 口 をベ ース にエ ネ

ル ギー需給 を予測 して い ます。 図9が2030年

までのエ ネル ギー需給予 測 を計算 す る際 に使

った人 口の推 移で す。2006年 に1億2800万 人

で ピーク とな り,そ の後 は下が ってい きます。

そ の中で高齢 者 の比率が 高 ま り,2030年 頃 に

は30%に な ります。 人 口が 減 ります と,所 帯

数,電 車 の旅 客数,全 体 の床 面積 な どが 減 っ

て きます。 そ うす る とエ ネルギ ー需 要 も減 る

とい う話 になるわけです。

また,需 給 部会 は,2010年 までの経済 成長

第28巻 第1号(2005) 一19一
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図10最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費(省 エ ネ 進 展 ケ ー ス)
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(年度〉

率 は約2%,2020年 まで は1.7%,2030年 まで

は1.2%を 確保 す る とい うこ とを前 提 にエ ネル

ギー需給予測 を行 ってい ます。

[エ ネル ギー消費量予測]

図10は,エ ネルギー消費量の予測です。普通

に省エ ネ努力 を続 けていった場合(レ ファレン

スケース)が 一番上の線 です。2021年 に ピーク

を打 ち ます。今回の需給計画の特徴 は,省 エ ネ

ルギーにハ イライ トをあてたことである と言 え

ます。 もし,計 画 どお り省エ ネルギーが大 きく

進展す るようなら一番下の線 とな り,京 都議定

書 で約束 したCO2の 排出量削減が達成で きるぐ

らい消費量 が下が ると予測 しているのです。

省 エ ネルギ ーの 中身 は,従 来技術 分 と新技

術分 とに分 かれ ます。従来技術 分 と言 うのは,

既存技 術 の導入 を促進 してい く形 で の省 エ ネ

ル ギーの ことです 。例 えば,熱 効率 の悪 い工

業炉 を効率 の良 い もの に変 えて い くとか,ボ

イラーや給 湯器,家 庭 の照 明 を変 えて い くと

か,自 動車 もハ イブ リッ ドの クリー ン自動 車

に換 えて い くとかの取組 みで す。新技 術分 と

い うのは,例 えば,高 効 率電力 熱併給(コ ー

ジェネ レー シ ョン),燃 料電 池,分 散型 エネル

ギーの導 入 な ど,従 来 なか った取 組 みで省 エ

ネルギーを図ろ うとい うような ことです 。

この 需給予 測 をCO2排 出量 に反 映 させ る と

図11の ようにな ります。人口減少 をバ ックに,

一20一
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図12再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 見 通 し

省 エ ネルギ ー技 術 の伸展 でCO2排 出量 をか な

り減 らせ る とい う結論 です 。確 か に,そ うな

る と大 変 あ りが たい のですが,こ の シナ リオ

で は,人 口の減少 を奇 貨 に,今 はあ ま り努力

しな くて もい い とい うム ー ドが生 まれ は しな

い か少 々気 にな ります 。 また,い つ まで も純

血主義 で は産業 の伸展 は期待 で きない となれ

ば,海 外 か らの流 入 に よる人 口増 をベ ース に

加 えな くてい いのか。 人 口 とGDPの 関係 を き

ちん と検証 す る必 要が あ るので はない か とい

う感 じが します。
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[新エネルギー]

図12は 新 エネル ギー導入 の予 測です 。2030

年 は2010年 の倍増 とい うか な り野心 的 な計 画

なが ら,エ ネル ギー総量(絶 対 値)が 小 さい

ので,新 エ ネルギ ー はCO2削 減 の主力 には な

り得 ない とい う事情 がわか ります。

[電力需要 の今後]

図13は 家庭 用電力 の伸 びです。今 まで色 ・々

な家電 製 品が使 われて きま した。我 々が今使

って い る冷蔵 庫,電 子 レンジな どは一昔前 に

比べエ ネルギー効 率が格段 に高 まってい ます。
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図14電 力需要の実績と見通 し

ところが,そ うい う機器 を買 い求 め る人 が増

え,全 体 として のエ ネルギ ー消 費 は以前 よ り

も増 えて しまい ま した。

図14は 電力 需要 です。エ ネル ギー全体 の需

要は頭打 ちにな るのです が,電 力需 要 は頭打

ち しませ ん。 電化率 は毎年 上が って きてい ま

す 。 これ は 引 き続 き増 加 して,2030年 に は

26.5%に 達する と予想 されてい ます。

ただ,電 力需 要増加のペ ースは落 ちて きて,

特 に2020年 以 降で は所 帯数 と床 面 積 の減少,

さらに省エネ機器の進展などでほ とんど水平

化 してい くという予想です。

[電 力供給の実績 と見通 し]

図15を 見 ます と,石 油危 機時代 の1975年 あ

た りか ら20年 ばか りの 間,原 子力 が非常 な勢

いで シェア を伸 ば して きたこ とが分 か ります。

同時 に,石 炭 も伸 びて きてい る。 その分 が石

油の減少 につ なが ってい るのです。

1997～98年 頃まで は,原 子力 とLNGで 石油 を

一22一
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図15電 源別発電電力量の実績 と見通 し(需 給計画)

表2電 源別発電量の見通 し(2030年 のエネルギー需給展望)

壌990年 度 2◎00年 度 2◎30年 度

レファレンス 省エネ進展 瓢エネ進展

発竃電力量 100% 壌00% 100% 100% 壌0◎%

火力 60.5% 55.5% 51.4鶉 39.壌% 462鶉

石炭 9.7% 18.4% 16.5% 15.◎% 肇5、9%

しNG 22.2% 26.4鶉 30」% 1&2% 25.3%

石油等 2&6% 1α7% 4.9% 6.0腸 5.0%

原子力 273% 34.3% 3&2% 47.4% 40.1%

水力 壌1.9% 9、6篤 92鵯 壌2.0% 9.6%
一 般 1α7% 8β% 82% 1α2鴉 8β%

揚水 t3% 1.3% 1.0% 1、8覧 tO%

地熱 ◎.2% α4% α3% ◎.4% 0.3鶉

新エネルギー等 ◎.0腸 α2% α9% 壌」% 33騰

代 替 してい き,そ の後は石炭が伸びて きてい ま

す。 これか らは,天 然 ガスに大変 な期待 がかか

ってい ます。電力業界が作 っている 「需給計 画」

では,電 源別発電電力量 について2012年 度 の予

測 を してい ます。原子力41%,石 油7%,石 炭

19%,LNG23%,地 熱及び新エ ネルギー1%,

水力9%と なってい ます。 これが 「2030年の

エネルギー需給展望」 では,レ ファレンスケー

スで,原 子力38.2%,石 油4.9%,石 炭16.5%,

LNG30.1%,新 エネルギー1.2%に 変 りま した。

これは,か な り大胆 な予測だ とい う気が します。

LNGが 大幅に増 える反面,石 炭 と石油は減少す

る,原 子力 も若干 シェアを落 とす とい う見通 し

です が,激 烈 な国際資源争奪 レースの中,天 然

ガスがそれだけの役割 を担 えるのか気 になる と

ころです。

複雑な日本の戦略の決 まり方

ところで,こ の 「2030のエ ネルギー需給展望」

で 日本全体 のエネルギー戦略が決 まるのか とい

います と,そ うではあ りません。 日本の戦略の

決 まり方 は非常 に複雑で,環 境省 には 「中央環

境審議会」があ り,そ こで経済産業省 とはまっ
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た く独立 にエネルギー問題,環 境 問題 に関する

検討 を行 っています。 「中央環境審議会産業 総

合企画小委員会」 では,環 境税が議論 の中心課

題 となってい くわけです。 さらに,例 えば,交

通 の問題では国土交通省があ ります し,農 林水

産省 も入 って こなければいけない。省庁 を全部

ま とめ総合戦略 を打 ち出せ る機 関は 日本 にはあ

りません。各国がエ ネルギー戦略 で しの ぎを削

ってい る時に,日 本のエ ネルギー戦略の立て方

がいつ まで も,こ うい う体制 のままでいいのか

とい う疑問が湧いて きます。

日本の課題一地球温暖化防止

CO2排 出削減が対策の中心

大気 中のCO2濃 度 は,図16で 見 る よ うに産

業革命 以 降,着 実 に高 ま り,今 が過去40万 年

で最 高水 準 とな ってい ます。 図17を 見 る と,

日本 の場合,CO2の 排 出削 減が 温暖化 防 止対

策の中心 になることが分か ります。

14㈱

12{}{}

1穣鱒

雛 鰭

総り

ppmC登2

憩{}
、2?72纐

29⑪

碧

韮餐 導 嚢?難 欝1澱 総熱 総§e甕$ヲ §1鱗 欝!92s1鰭 奪 璽り?§zo鱒 ま{}欝2{}鱒z群52箋 ㈹

図16大 気中のCO2濃 度

産業蕉命爆降人為鰍 こ排出された わが国が排出する混窒効果ガスの
温室効累ガスによる塘球温暖化 への直接的寄尊壌 地球濃媛化への蔭接的霧移度

(燦998奪i曉在〉(20◎ ◎葎単葎1斐〉

その他◎.4%フQンt4%
一酸化二窒秦6 ,2%一 酸化二窪素2.e%そ の他t.3%

メタン

紬.$%

フ篇ン

給.s%

二酸化炭素

6◎,1%

慮典1単1戎 薙駕瓶撮幾窃叢

図17温 室効果ガスの地球温暖化への寄与度
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防止策 としてポテンシャルの高い原子力

図18は,co2排 出削 減の有効策 を探 るため,

ライフサ イクルアセス メン ト(LCA)を ベース

に した各電源別のCO2排 出量 を計算 した もので

す。石油,石 炭 とい った化石燃料 を燃やす こと

によるCO2排 出が非常 に多 く,LNGも 相 当CO2

を出 します。それに比べ ると,再 生可能エネル

ギ ーや原子力 は非常 に少 な くてすみます。

風 力,太 陽光 は,稼 動率 も高 くな く,構 造

物 も非常 に大 き くな りますか ら,1kWh当 り

で 見 る と,原 子 力 よ りCO2を 排 出す る計 算 に

な ります。 これ か らCO2排 出 を抑 え てい くた

め には,稼 働 率 とい う面 で も,1つ の発 電 設

備 で出せ るエ ネ ルギー量 と言 う点で も,再 生

可 能エ ネル ギー には限界 があ り,ポ テ ンシ ャ

ルが大 きな原 子力 を抜 きに して は,次 のシナ

リオ を考 え に くいのではないか と思い ます。

今 年 の夏,イ ギ リス の環 境 学 者 ジ ェー ム

ズ ・ラブ ロ ック博士*の 主張 が イギ リス有 数

の新聞 『Independent紙 』の1面 を飾 りま した。

「これだ け地球 の危機 が進 む と,こ れ以上化 石

エ ネル ギ ー にお んぶ す るわ け には いか な い。

今,炭 酸 ガス を出 さない安 全 で強力 な現実 的

手段 は,原 子 力 しか ない。今 まで原子 力 に反

対 して きた環境保護 者 た ち も,冷 静 に考 え直

して,原 子力 をサ ポ ー トすべ きだ」 と言 うの

です 。彼 の呼 びかけ は,ヨ ー ロ ッパ でか な り

の反響 を呼 び,ま もな くル ・モ ン ド紙 を始め

各国 の新 聞で大 き く取 り上 げ られ ま した。最

近で は,オ ー ス トラ リアで もテ レビ中継 があ

ったそ うです。

「2030年 のエ ネルギー需給 展望」 で は,原

子力 設 備容 量 を表3の よう に示 して い ます 。

レファ レンス ケースで は,2030年 まで に約10

基 とい う ことです 。かつ て2010年 まで に20基

とい う案 があ りま したが,そ れ に比べ る まで

もな くかな りのス ロー ダウ ンです。Highケ ー

ス とい え ど も17基,Lowケ ースで8基 とい う

こ とです 。基 数だ けか ら見 る と,既 にか な り

準備 が進 んでい る ところだ け勘定 に入 れ てお

けばい い とい う姿勢 に も映 ります。原子 力 と

*イ ギ リスの化学者。超高感度分析器 を開発 し、環境 に影響 を与 える微量 ガスを世界 に先駆 けて計測 し,フ ロ ン公害問題 の

原点 となった,オ ックス フォー ド大学 グリーンカレ ッジ名誉客員教授。従来,無 機 的な化学変化 によって説 明されて きた

地球の物質環境の発展 を,地 球 という有機生命体 を想定 するこ とに よって説 明 しようとい う 「ガイア仮説」の提 唱に より,

旭硝子財団ブルー プラネッ ト賞 を受賞(平 成9年 度)。
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表3原 子力設備容量 ・設備利用率の見通 し

万瑚/利 用皐㈱ 2◎◎o年度[案綱 2◎lo年度 2◎30年度

Hi凶 ケース

[17基 運闘

4,492 82%
5,◎14

〔一轡 麹
8§%

&79§

{+13基]
9◎%

レファレンスケース

[約1◎基運翻

5,798

[一←約6基]
85%

しOWケ ー一ス

[8基 運 闘

5,597

ξ+4麹

惣 基 爲6万1ζWと して基数換算

(出駈:経 済産業省 「2◎30鐸のエネルギー需給展黛∫(20◎4>)

い う一番パ ワフル な クリー ン電源 をわ きに置

い て,そ れ以外 で何 とか辻褄 を合 わせ よう と

い う姿勢 で は,炭 酸 ガス排 出抑制 は かな り難

しいので はないか とい う感 じが します 。

また,原 子炉 の稼動率では,実 績が82%で 目

標 は,Highケ ースの場合 を除 き85%に 止 まって

います。 ところが,ア メリカは とっ くに90%を

超 えてい ます し,韓 国で もその ぐらいの数字 を

出 してい ます。 日本の原子力界が前向 きになれ

ば,ア メリカ,韓 国 なみ まで稼動率 を安全 に高

めることは難 し くない はずです。 そうなれば少

な くとも原子炉 を2,3基 新規 に建て る分の電

気 は出て くるで しょう。新規建設が困難であっ

た として も,も う少 し原子力 を有効 に働 かせ る

シナリオがあっていい と思い ます。

主要国のエネルギー政策における原子力

図19は フラ ンス とイ タリアのエネルギー輸 入
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図19フ ランスのエネルギー輸入依存度推 移

依存度 の推移です。両 国はか な りの時期 までほ

とん ど国内エ ネルギー資源が ない とい う点 で一

致 していま したので,産 業が興 って くる とエ ネ

ルギ ーの輸 入依存 度が上が って きたわ けです。

ところが,1973年 にフラ ンス は,こ れか らの電

気はすべ て原子力で賄 うとい う国策 を立てま し

た。反対 にイタリアは脱原子力 を国 と して決 め

ま した。その結果,フ ランスの資源輸入依存度

は下が り,イ タリアは上が りっ放 しです。フラ

ンスが ご く最近 少 し依存 度 を上 げてい る理 由

は,「 緑 の党」 が入閣 して,原 子炉 建設 に反対

し,天 然 ガス焚 きの発電所 を入れた影響 による

ものです。

エ ネルギー 自給 政策 を推進 して きた フラ ン

ス は,現 在,図20に 示 す よ うに,強 力 なエ ネ

ル ギー輸 出国 にな ってい ます 。 も し,隣 国 の

ドイ ツが本 当 に原 子炉 を廃棄 す る と,そ の部

分 は フラ ンスか ら輸入 しなけれ ばい けない と

い うこ とになるで しょう。最 近,ベ ルギ ーが

脱原子 力 を議会 で決 め ま したが,か な りの量

の原 子力 エ ネルギ ー をフラ ンス か ら買 って い

るか らで きるこ とです。 イ タリア もそ うです 。

です か ら,ヨ ー ロ ッパ の各 国が原 子力 をや っ

てい るか,や ってい ないか とい うこ と自体 は,

あ ま り意味 が あ りませ ん。全 ヨー ロ ッパが1

つの システムで融通 し合 っているか らです 。

図21を 見 る と,フ ラ ンス の原 子力比 率が非

常 に高 い こ とが 分 か ります が,ア メ リカ もシ

ェア として は小 さ くて も,発 電電 力量 で見 れ

ば,世 界 最大 の原了力 国 であ る こ とに違 い は

あ りませ ん。

この中で一一番問題 なのは中国だ と思 います 。
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図20フ ランスの電力輸出(2000年)
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図21主 要国の電源構成 と原子力が占める割合

既 に中国の電力 消費 は 日本 を抜 い てお り,大

変 な電力 不足 が起 こってい ます。2004年 の夏

には,休 日の シフ トや計画停電 で しのいだ り,

電気 が足 りな くなる と逆 に盗 電が か な りの量

に達 して,エ ネルギーの安定性 が崩 れ ま した。

その ため少 しで も供給 を増 やそ う とい うのが

今 の 中国の姿勢 です 。中国 の発 電量 は2020年

には倍 にな る と言 わ れて い ます。 そ の中 で,

今 は9基 で2.3%に す ぎな い原 子 力 で す が,

2020年 まで には5倍 の19基 を建 て る とい う計

画 を立 て て い る わ けで す 。 中 国が これか ら

「輸入資源 に頼 るエ ネルギー消費大 国」になる。

日本 の隣 にそ うい う国が 出て くる とい うこ と

は重 大 な問題 だ と,認 識 しなけれ ばいけ ない

と思 い ます。東 シナ海の油 田 を巡 る 日中の 問

題 は,単 なる嫌 が らせ で は ない と思 い ます 。

本 当 にあそ こで見つ かれ ば,中 国 は絶対 にそ

の油 田を手放 さないで しょう。 そ うい う状況

の中で,日 本 は本 当 にこの ままでい いのか大

変 な問題 になって くる と思 い ます。
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図22原 油価格の推移

さいごに

原 油価 格 は1バ ー レル50ド ル を超 えて しま

い ま した。図22で 分 か るよ うに,イ ラン ・イ

ラ ク戦争(1980年 ～1988年),湾 岸戦争(1991

年1月 ～2月)の 時期 の値段 をは るか に超 え

て しまったわけです。

「総合 資源 エ ネルギ ー調査 会 需給部 会」 で

も,石 油 はそ うそ う高 くな るこ とはない だろ

うと言 う,わ りと楽観 的 な見方 で進 んでい た

わけ です。 ところが,実 際 はこの予想 を超 え

てい ます 。2000年 ～2030年 の平均 価格 は,よ

くて35ド ル あた りでの高止 ま りになるので は

ないか とい う状況 になってい ます。そ の中で,

世 界 を股 にか け た油 田争奪 戦が予 測 され るわ

けです。

「たかだか20ド ルが50ド ルに なった って金

を出せ ばいい じゃないか」 で済 む状況 は,そ

う長 くは続 きませ ん。い くら金 を積 んで もエ

ネルギ ー資 源が手 に入 らない時代 は 目前 に迫

ってい ます 。 こん な時 に,今 の体制 で 日本 の

エ ネル ギー戦略 はい いのか 。や は り,省 庁 の

枠 を超 えた戦略 の策定推 進が 必要 だ と思 い ま

す し,そ うい う機 構 を支 える シ ンクタ ン ク,

これ は単 にエ ネル ギー 問題 だ けで は な くて,

例 えば,外 交,地 政学 の問題,防 衛 問題,科

学技術,す べ て を含 んだ芯 の通 ったエ ネル ギ

ー政 策 をや ってい ける部署 を作 ってい く必要

が あ るで し ょう。既 にア メ リカや フラ ンス は

体制 を きちんと整 えてい ます。

日本 に とって経 済 と環境 の両立 は これか ら

の最 大の課題 です。京都 議定 書 に どう対 応 し

て い くか も含 め,本 当の意味 で の総 合エ ネル

ギ ー戦略 を,き ち ん と進 めてい く必 要が あ る

と思 ってい ます。

これで講演 を終 わ らせ ていた だ きます 。 ど

う もあ りが とうござい ま した。(拍 手)
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[講演]

新 しい文明への移行
"人 類 と地 球"の 世 紀*

内 田 盛 也(翻言呆総 瀧 縫長

籔 譲 欝 鷺'織 潔:奪鷺 .蕉鷹=購i講1讐1叢 雛 赫購 鷲::斑:1't::簸

は じめに

産業革命以来,「 無限の材料,資 源」 を前提

に経済活動が進められてきていますが,今,ど

うもそれではいけないのではないかという意味

で,文 明的な大転換期,地 球文明そのものの分

岐点が来ていると考えられます。そこで,ま ず,

技術 とエネルギーが文明の形成力だというお話

をして,有 限の地球 と人口増 と化石燃料消費,

さらに地球温暖化 と食糧/石 油 との関連につい

て,最 後に国家戦略の見方についてご紹介 した

いと思います。

〔略歴〕

1953年 東京工 業大学有機 材料化 学(旧 制)卒 業 。同

年帝 人㈱ 入社。同社 中央研 究所 長,生 産技術研究所長,

新事 業推進本 部長,常 務理事 などを歴任。 現在,㈱ モ

リエ イ代表取締役会長。工学博士。

1987年 科 学技術 会議(中 曽根 内 閣)専 門委員 。1988

年 日本 学術会議 会員 第16期 第5部 長。1993年 科学技術

庁参 与。(助日本学術協 力財 団理事。㈹ 化学情 報協会理

事。㈹ 日本工 学 アカ デ ミー 会員。㈹ 日本工 学会顧 問 。

1973年 ～2004年 東京工業大学等6大 学の非常勤講師。

技術 とエネルギー

産業革命までは人力,牛 馬,自 然の力

表1は,私 が中曽根内閣の科学技術会議専

表1人 類 ・技術 とエネルギーの年代

年 代 虫 妻事 項 擬争の年代 技術とエネルギー 磁体 より社会への拡大

acね 白0万年

300万 年 ・

5万 年

2万 年

1.5万 年 ・

1万 年

5予 年

1千 年

盃暦 紀 元0

1

中 生 代 は 虫 鎖
鳥 類 出 現

1〔魏鴉磐 〕
ユ(人 嬢遙化 の時代〕

入体の彫戎

火の使縦

1① 囎 と融 磯 続化

〔軽験の遷続箪 愈〕②磁 変化・・桝 ・臨 力

i鰍 破 用`・よ砿 勲 難 ・・耕 る抵勘

新 生 代 哺 乳 嬢類 入 猿

最新生代 ネアンナルタール人泳 河 期

草地時代

}議縣 ミア
、

(初期農業人}

(分業の発生)
'

一農耕の始まり一

滋具の朔環

A

④遵呉の利用による余剰 食物の発生

⑤ 澱耕に よる余 剰食物の発生および家畜 ・

傑 会形劉 嫌 工初 ギー磯 用

(謝 ⑥分難 よぴ繊 搬 の姓

森林時代

瓢石器時代

管銅時代

幡欝難〕
♂

文宇の弼甥,タ 嗣 伶業

噸鋳 留ギ㎞棚
Q奴 隷エネルギー利灘
脚1嬢 粉撫 イ・アジア〉

鉄器時代

千 年

i遊 牧民族 と定柱
民族 との闘争

2朝 賃留の征1服

3経 済帝留の形成

、

.民族闘争と帝国主

義の峙代

(キ リスト教撃仏教,目 教の誕艦〕

交通発達による技術の後
流

τ ⑦交通 ・言繕 ・文字の発違による国家の続

〔華∵喜〕⑧蕪 霧難
__

18世 紀

19世 紀

20世 紀

1産 業革命

2社 会贈級の形成

3第 三次世界大戦

4第2次 世雰大戦

5幣 北 ・東西閣鯛[

'

〔マ ル ク ス,ケ イ ンズ,

}
社会体制の観

争の時代

ワツ トの蒸 気機 醐(19ア5)

聯 『の発 明(1沼5)

シ ュ ンペ ー ター 〕

石油 ・掬動 屯 ・航 空機 ・
商分 了 ・瞭 子力 ・エ レ
ク トロニ クス ・ラ イ フ
サ イエ ン ス

〔産 業 葦 命〕⑨ 交通 ・通償の発展 と思想の世界的交流と

エ㈱ 齪 的鱒 蘇 塒 の醐

〔謝 禁 姦〕⑭砧 資源によるエネル・一碓 納 蝋

〔野 惣 〕⑪騒 獣 制度は る資本の協 駁 流
↓

〉
闘
3
舘
蔭

　醐
鄭
S
骸
識
魯

伴

〔21世紀)多 極化 産業革新(情 綴箪命)〈 第3の 波)

(出 典)内 田 盛 也:「 工 業 所 有権 に よ る国際 技術 載 略 」(有 斐 閣,昭60)

*本 稿 は、昨年ll月!日 の 日本学術会議第5部/㈹ 日本工学 アカデ ミーエ ネルギー基本戦略部会他/(助 エネルギー総合工学

研 究所共催 の公開 シンポ ジウム 「日本のエ ネルギ ーに未来 はあるか一有限の地球 に生 きる一」 における講演 を本誌掲載用

にテープ起 こし した ものです。
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門委員 だった時 に提起 したグ ローバ ル な問題

の背景 とな った思 想 です。 人類 と地球社 会 の

中でや は りど う生 きるか とい う技術 で は,エ

ネルギ ーが骨幹 なのです。 まず,人 類 は,火

を発 見 しま した。産 業革命 まで は人類 のエ ネ

ルギーは人力,牛 馬,自 然 の力 で した。

コロ ンブスの新大 陸発見(1492年)に 刺激 さ

れて,バ ス コ ・ダ ・ガマが ポル トガルか らアフ

リカの南端,喜 望峰 を回 ってイ ン ドに達 します。

そのバ スコ ・ダ ・ガマに続 いてマゼ ランが世界

を一周 します。 この時代 はあ くまで風力 が移動

の原動力 で した。16世 紀 とい うの はスペイ ンの

時代 で した。17世 紀 になる と,イ ギ リス とオラ

ンダが アジアに出て きて東イ ン ド会社 を作 り貿

易 を行い ます。 その後,環 シナ海貿易で オラン

ダはイギ リス との競争 に勝利 して,日 本 に来て

長崎 に出島がで きたわけです。 この時代 は食糧

とか製品 を全部移動 させ るだけの動力が あ りま

せ んで したか ら,富 だけ を収奪 してい ました。

ヨーロ ッパ は貿易 決済手段 としての金銀銅 を元

手 に交易 を拡大 し,ア ジアか ら香辛料 や染料,

生糸,絹 織物,陶 磁器 な どとい った貴重 な もの

を運 んで行 ったわけです。

そ うい う状 態 の 中で,産 業 革命 が起 こ りま

した。1785年 にジェー ムズ ・ワ ッ トが蒸 気機

関 を発明 します。物 を大量 に運 ぶ輸送手段 は,

図1に あ ります よ うに,海 上で は帆船 か ら蒸

大藪洋横断シリアス号

セン トラル ・パシフィック鉄遭の 第一号熱気機関軍

図1蒸 気船と蒸気機関車

気船 に,陸 上で は蒸気機 関車 に変 わ りま した。

当時大西 洋 を横 断 してい た蒸気船 は何 と2万

2,500ト ンの大 型船 です。動力源 の主流 は石 炭

だ ったため,こ の頃 は大量 の石 炭資源 を活用

したイギ リスの世紀 で した。

石炭から石油へ

1859年,ペ ン シ ル ベ ニ ア ・ロ ッ ク ・オ イ ル

社 の エ ド ウ ィ ン ・ ド レ イ ク が 工 業 的 に 価 値 の

垂20

よ
a欝

谷

糞12§

蓄 、

妻工

、

芝
嘱

0
1850

(%)《1973)石 油 危 織 一

(19η 》世 界 通 貨欄悔・25

失 業 率 、

・20

蓋

∫
"

第2次 大載
・15

第1次 大 戦
お よ び1戴 後 期

言

世
界

./。 響
!〆・10

r7オ ー ド虜動 箪
規 生産1一

覆w糀
流 趣 へ.lv'5

/
エ ネ ル ギー 漣評綱へ〉ノ

消 費 量!・ 〆 …〆
洲 灘 γv)lllll

馳 亘,,」 露8し 馳1
墓 軍

ユgoo 1929韮9391950

1,0◎0

800

婁

60。こ

蚕
窯

4⑥o菰

き

200

世 葬 央 業

く1975)17◎O万 人

く1983)32の0万 人

o
l983

(注)矢 印は,脅 家韻 自動填の普及が急速に始 まった時期
(出典)高 分子局友会f技 術革新 と化学工業」15べ 一 ジ(昭57)

図2ア メ リカのGNP,失 業率 とエネルギー消 費の経 時的変化
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あ る石油鉱脈 を掘 り当て ま した。1870年 には,

ジ ョン ・D・ ロ ック フェ ラーが ス タ ンダー ドIo・

石油 を設立 し,石 油精製 事業 に乗 り出 しま し
工ぴ

た 。 図2に 示 す よ う に,ア メ リ カ の 国 民 総 生K

亡iO`
産(GNP)は そ れ以 降ず っ と伸 びてい ます 。糧

エ ネルギ ー消 費量 とGNPの 動 きはぴ った り一 粕o'

致 し,エ ネルギ ーの投入 でGNPが 伸 びる こ と

を示 して い ます 。そ れ を大 き く支援 したのが

フ ォー ドの 自動車 大量 生 産 と 「馬無 し馬車 」

と言われた 自家用車の普及です。

この時代,石 油 を持 って いたの は アメ リカ

で したか ら,第 二次 世界 大 戦 で ア メ リカは,

連合 国 に石 油 を供 給 しま した。 ドイッは,カ

ス ピ海周辺 の石油 を狙 って進撃 したのですが,

ス ター リングラー ドで敗 れ進 撃 を止め られ て

しまいま した。「無敵の戦車 隊」 を率い ていた

ロ ンメル将 軍が エ ジプ トで敗 れ たの も石 油が

な くなって砂漠 で停 まったた め とい う ぐらい

戦争 は石油頼み で した。

また,ア メリカは巨大油田の発見が相次いだ

中東の石油開発 に力 を注 ぎます。世界最大のガ

ワール油田は1948年,第2位 のブルガン油田は

1936年 に発見 され ま した。そ して,1930年 代半

ばまでに,中 東地域 の石油 を7大 石油 メジャー

(エ クソン,モ ー ビル,シ ェブロ ン(ソ ーカル

とガルフ合併),テ キサ コ,BP(ブ リテ ィ ッシ

ュ ・ペ トロ リアム),ロ イヤル ・ダ ッチ ・シェ

ル)が 支配する体制が築かれたわけです。 ち

ょうどこの頃,カ リフ ォルニア ・ス タンダー ド

石油 とテキサ コが 「カルテクス」 とい う合弁会

社 を作 り,日 本 に石油 を売 り込み に来ていま し

た。終戦直後,ア メリカが 中東原油 と穀物 を 日

本や ヨーロ ッパ に徹 底的 に供給 したわ けです。

それが 日本 とヨーロッパの復興 につ ながったわ

けです。

原油か ら自動車用 ガソリン,石 油化学製品の

ナフサ,航 空機燃料 のケロ シン,家 庭用灯油,

発電 ・船舶用 の重油 な どが石油精製技術 によっ

て作 られてい ます。 だか ら,原 油 の値段が上が

れば,ガ ソリン,灯 油,航 空機燃料 はその まま

上が るわ けです。一方,高 分子科学技術 と工業
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〔出 典 〕WFDuckworしh:"FutureMetalStraヒegゾTheMetatsS◎c,

しQndon1980,156,

図3素 材の世界生産量の推移

の発達 で,合 成繊維,合 成 ゴム,プ ラスチ ック

の巨大産業が創出 され ました。全 世界繊維生産

の52%が 化学繊 維 とな りま した。図3に 見 るよ

うに,1980年 代 にプラスチ ックの世界生産量 は,

容積 ベースの鉄鋼生産量 と並 びま した。 これ ら

の製品 は石油 か ら作 ってい ます。 この他 に も,

石油は,空 中窒素の固定 に よる合成肥料 や農薬

などを通 じて農業 に,ま た製薬業や生活産業全

般 とも深 くかかわるようになってい ます。です

か ら,石 油が な くなった ら,こ れ らの現代文 明

を支えている産業が大 きなダメージを受けて し

まうわけです。

石油生産 と消費

欧州科学者技術者会議が認めた 「石油 ピーク」

2004年6月 にパ リで欧州地 球科学 者技術 者

会 議(EAEG:EuropeanAssorciationof

Earthscientists&Engineers)の 大会が あ りま し

た。参加 した世界 第4位 の石 油 メジ ャーであ

るフ ラ ンスの トター ル社 の社 長,探 査業 界 の

会長等 ・々の4人 が,2004年 世界 のエ ネルギ ー

総 需 要量(石 油 換 算 で 約1億3000万 バ ー レ

ル/日)の 需給 バ ラ ンスが今 後乖 離 して不足

す る 「もうオイル ピー クは来 た」 と認 め たそ

うです。大 きな理 由 と して,予 想外 の石油消
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費急 増,中 で も中国,イ ン ドの経 済成長 によ

る石油需 要 を過小 評価 した こ と。 また,過 去

25年 間,探 査 技 術 の革 新 的進 歩 に も拘 らず,

石油,天 然 ガスの新規 の大 規模 な発 見 は ほ と

ん どない ことを挙 げてい ます。

最新 の油 田探査 技術 であ る3次 元探査 を行

えば,CTス キ ャニ ングの ように地 球全体 の地

下 構造 が ほ とん ど分 か るそ うで す。8本 油 田

を掘 る と7本 は必ず 当 たる。 その技術 で調べ

て,経 済的 に利 用可 能 な鉱 床 の約9割 は判 明

済 み として お り,今 後新規 の大規 模 な発 見 は

期待 で きない ことをは っき りと認 めたのです。

石油 メジ ャー は,所 有確 認埋 蔵量 が生産供

給 して減少す る一方 で,新 規 開発 を して可採

可 能量 を増 や して,所 有確 認埋 蔵量 が減少 し

な い よ うに投 資 を行 って きま した 。 これ を

「代 替率 」 と して明 示 してい ます 。100%の 場

合 は 「増減 な し」 と言 うことです。

2004年,エ ク ソンモ ー ビルの代 替率 は83%

で減少,新 規 開発 の9割 は カタールのガス田。

ロイヤル ダ ッチ シェル は15～16%,ト タール

は18%と 各 社 ともに所有 埋蔵量 を減 ら してい

ます。 そ して,世 界 全体 の既存 油 田 による生

産供給量 は,年 率4～6%減 少 し続 けて行 く

と してい ます。 こ う して,商 業 的 に回収 で き

る確認埋 蔵量 は,確 実 に ピー クに達 した こと

を示す ようにな りま した。

2015年 の世界 エ ネルギ ー需 要 は,石 油換算

で1億6000万 バ ー レル/日 に達 す る と予想 さ

れて い ます が,そ の半分 ぐらいは,既 存油 田

の原油 回収率 を現在 の約30%か ら50%,で き

れ ば70%へ と高 め る技術 開発 と基盤投 資 で対

応 す る と してい ます。 また,海 洋全体 の 石油

埋 蔵量 は世 界の約23%,天 然 ガス埋 蔵量 は約

14%を 占め る と言 われて い ます。水 深200mま

での大 陸棚 に55～70%,そ の先の大 陸斜面 に

約25%で,200海 里 まで に80～95%存 在 してい

ます 。 最近 の 海洋 油 田 開発 は,メ キ シ コ湾,

ブラジ ル沖,西 ア フ リカ沿岸 に見 られ る よう

に,水 深2,000m以 深 の海域 まで拡 大 して きて

い ます。新 しい 国連 海洋 法条約 は,領 海 の基

線 か ら350海 里 まで,ま たは水 深2,500mを 超 え

て100海 里 まで を大 陸棚 と してお り,海 洋開発

可能限界 を囲い込 む もの と見 て よいで し ょう。

海洋油 田 は,現 在30%強,そ れが2020年 に は

40%へ と拡 大,そ れ も深 海が対 象 とな り,高

度 な技 術,災 害 ・環境 汚染 リス ク,巨 額 の投

資 な ど容易 なこ とで は ない のです 。陸上 の可

能地域 は,僻 地 で イ ンフラ整 備が な く,政 情

不安 も加 わ って,石 油 会社 は新 規油 田開発 投

資 に慎 重 です。途 方 もない 開発 リス クの投 資

経済性 か ら,中 東 以外 で は,ガ ス田 開発 を促

進す るか,石 油 に代替 す るエ ネルギー資 源 を

開発 して需要 に対応す るか しかない ようです。

油田開発の有望地域 は政情不安

新 しい油 田 開発 とな る と,石 油輸 出国機構

(OPEC)加 盟 国以外では,カ スピ海周辺だけが

有望 なのです。 しか し,政 情不安の ため に,ま

ともに掘 れない,あ るいはパ イプラインによる

輸送 もで きない状況 にあ ります。図4に 示 しま

したが,黒 海 でタンカー に積 んで地 中海 に運 び

出す3つ のルー トと,ア メ リカ主導で建設が進

めれている 「BTCパ イプライ ン」 とが競合 して

います。 ここでは各国の利 害が交錯 して政治問

題化 してい ます。 また,カ ザ フスタ ンなど産油

国は国営 会社 の開発比率や利益配分の拡大 をは

か り,石 油メジャーなどの開発意欲 を減退 させ

てい ます。

中東 は世界の確 認埋蔵量 の3分 の2を 占め,

その生産 原油 の約60%は ア ジア向 けで,ア メ

リカ12.8%,ヨ ー ロ ッパ は18%と なってい ま

す 。 これが止 まった ら大変 です 。 アメ リカの

海外 輸入 は,中 東 と南 米が ほ ぼ同量。 ヨーロ

ッパ は 旧 ソ連邦 か ら約43%,中 東 か ら32%,

残 りの25%は ア フ リカか らか ら輸 入 してい ま

す 。 とい うこ とは,中 東依 存が 高 いア ジアの

エ ネルギー セキ ュ リテ ィの リス クは欧米 に比

べ て圧倒 的に高 い とい うことです。
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図4カ スピ海周辺の石油パイプライン網

中国,イ ン ドの需要増でエネル ギー争奪戦へ

世界 のエ ネルギ ー需 要増加 分 の3分 の2は

新興 国 ですが,そ の中で経 済成長 が著 しい地

域 と して今注 目 され てい るの は,BRICs(ブ

ラ ジル,ロ シ ア,イ ン ド,中 国)で し ょう。

ブラジルはエ ネルギー も食糧 も自給で きます 。

ロシ アはサ ウジ アラ ビアに次 ぐ産 油大 国。 イ

ン ドは食糧 は 自給 で きます が,石 油が足 りな

いため中東 な どか らどん どん輸 入 してい ます。

中国 のGDPは 世界 の4%で す が,何 と世界

の鉄 鋼 の年 間生 産量 の3割,セ メン トで も3

割 を消費 してい ます 。そ れが経 済成長 に伴 い

もっ と増 えそ うなのです 。石油 需要 は 日本 を

抜 き,世 界 第2位 の石油消 費 国 になってい ま

す 。2004年 の 中国の石油 需要 は,前 年 よ り80

万 バ ー レル/日 増 え,OECD諸 国全 体 の増 加

分70万 バー レル/日 を上 回る勢いです。一方,

中国の石 油生 産 の3分 の1を 支 えていた大慶

油 田は枯 渇 しそ うです。中国石油 の埋蔵量 は,

約180億 バ ー レルで現在 の中国消費 の8年 分 く

らい しか あ りませ ん。 したが って,中 国は国

を挙 げてエ ネル ギー資源確 保へ 遇進 してい る

の です。 石 炭 も膨 大 な量 を消 費 してい ます 。

2003年 の貨 物輸 送量 は20億 トンで したが,そ

の45%に 相 当する9億 トンは石炭 で した。今,

輸 送す る手段 で あ る鉄道 も船 も足 りな い状 態

になっ てい ます 。そ こで,中 国 は,ロ シアに

接 近 して何 とか 石油 を中国 に供 給 させ るエ ネ

ルギー協 定 を結ぶ ことに成功 したよ うです。

イ ン ドと中 国の人 口 を合 わせ ます と23億 人

です 。両方 で世界 人 口の約3分 の!に な りま

す。 ア ジアで は,イ ン ドと中国が 世界 的な石

油 の争奪戦 を行 い,日 本 もそれ に巻 き込 まれ

る とい う ことにな ります。石 油価格 の上 昇 か

ら始 まる争 奪戦 は,歴 史 の教 える ところ によ

れ ば,最 後 は戦争 にな る可能 性 も否 定 で きま

せ ん。そ の辺 りをを よ く見通 して対 応策 を論

議 しなけれ ばい けませ ん。

石油代替エネルギー候補の可能性

地 球外 か ら流 入す るエ ネルギ ーは,太 陽エ

ネルギ ーで,そ れが空 気,水 を動 か し,植 物

を成 長 させ るので,そ れ を用 い る こ とが 一番

良 いの は 自明 の理です 。 しか し,輸 送用 を中

心 に大量 の石油代 替 エ ネルギ ーの確 保 を しな

くてはな りませ ん。

[LNG]

液化天然 ガス(LNG)は,巨 大 な投 資 を し

て ガス を引 っ張 り出 して液 化 し,貯 めて,液

化 船 に乗 せ て運 んで,ま た陸揚 げす る設備 を

作 ってパ イプ ライ ンで輸送 す る形 で使 われ ま
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す。 日本 み たい に小 さな国土 で送 電線 が全 国

に張 り巡 らされ,LNG輸 入実績 を積 み上 げて

きた国 はいい のです が,ア メ リカの ように広

大 な国土 を持つ 国でLNGを 海外 か ら受 け入 れ

るその対応 イ ンフラ整備 は大変 な ようです。

また,膨 大 な投資で生産す るLNGで す か ら,

20年 ぐらい か けて償 却 しない と採 算 が とれ ま

せ ん。 その ため売買 契約 も20年 契約 です。 し

か し,20年 契約 を結 んで も途 中で供給 が止 ま

って は困 ります。例 えば,イ ン ドネ シア と契

約 を結 び供給 量 が 減 っ た場 合 は,カ ター ル,

ブル ネイ,オ マ ー ンな ど他 の 国か ら供 給す る

とい う形 で安 定供給 を約束 す る仕 組 み も工夫

され てい ます。 また,ガ ス 田は石油 よ り生 産

減 衰 が早 く,供 給投 資 へ の リス ク も大 きい。

だか ら,石 油 に替 わるエ ネルギ ー と してLNG

があ る と言 って も話 はそ う単純 で は ない ので

す。現在,原 油 の ように金 さえ出せ ば買 え る

とい う市場 整備 は なされてい ませ ん。

[Biofuel=ア ル コール]

アメ リカは世界人 口の4%,石 油埋蔵量2%,

生産 は8%,そ の石油消 費 は,世 界全 体(約

8,300万 バ ー レル/日)の4分 の1に 相 当す る

2,000万 バ ー レル強/日 です。 したが って,他

の地域 の4倍 の資源減少 をさせてい ます。 その

ため,北 米のエ ネルギー資源の減衰 が激 しく海

外 か らの輸入拡大 となってい ます。その消費の

半分近い900万 バー レル/日 は,ガ ソリン用 に

使 っています。 これはサウジアラビアの1日 の

産出量 と同 じぐらいです。国土が広大 なアメ リ

カでは,自 動車は 日常生活 に欠かせ ない もので,

ガソリン価格 はアメリカ経済 に非常 に大 きな影

響力 を持 ちます。ガ ソリン価格が,2ド ル/ガ

CHe.`

ロンに上が り,ア メリカの家計 にとって増税 と

同 じ効果 を与 え,消 費者 の省エ ネルギー車志 向

とともに,ガ ソ リンに替 わる燃料が模 索 される

ことにな りま した。

ゼ ネラルモー タース(GM)を 始め とす る3

人 自動 車 メー カーは,2005年 度 の仕様 を,穀

物 か ら作 っ たアル コール を,ガ ソリ ンに約4

分 の1混 ぜ た燃料 で も走 る よ うにす るそ うで

す。 これは環境対策 で もあ ります。

ブ ラジルで は,ガ ソリ ンとアル コール の ど

ち らで も選択 して使用 で きるFlexCarが 既 に実

用化 されてい ます。

[GTL]

次 がGTL(GasToLiquid)で す 。天然 ガス

をジ メチルエ ーテ ルや メ タノール な ど液状 に

した もの を使 う とい う方法 です 。 それで あれ

ば,採 算 性 の低 い小 さな油 田か らガス を取 り

出 し,化 学反応 させ て液化 で きる と言 うこ と

で,石 油 メジ ャーがGTL製 造 に急速 に傾斜 し

てい ます 。硫 黄酸化 物,窒 素酸 化物 も発生 し

ない ク リー ンエ ネルギ ーです。 欧州 で は,環

境対 策 も兼 ねて デ ィー ゼル車へ の適用 をはか

る開発 が進 んでい ます。

[合成石油 ・水素]

石炭 な どか ら合成 石油 を生産 す る には,水

素 と炭素 の モル比 を高 める(炭 素比率 を下 げ

る)必 要が あ ります。図5で 見 る と,モ ル比

を右側へ 持 って い く化学 反応 を起 こ さなけれ

ば な りませ ん。 そ れ に は当然,必 要 な炭 素,

水 素元 素 を持 つ物 質 とエ ネルギー を投 入 しな

けれ ばな りませ ん。そ のエ ネルギ ー をで きる

だけ少 な くす る ため に,現 在,色 々 な反応 や

多鰯 算 員嵜油原油

O.5{》 幽6《}。70.80、9LOLユ ま.21.3三.4L5三.δL7L81.§2.O

H/C

(出典)H本 化学会:「 資 源か ら見 た化学 ・牝 学工 業の諸問題 」昭和56牢3月

図5石 炭,石 油成分の水素 と炭素のモル比
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化学触媒 の開発が行 われている ところです。

水 素 は環境 に は一番 良 いの ですが,そ の生

産 コス トは,水 電解 で ガソ リン コス トの12～

13倍,石 炭 か らは5倍,天 然 ガスか らは2～

3倍 と見積 もられてい ます。

地球温暖化問題

気候を左右する塩分濃度の変化

世界中の人たちが異常気象を感 じています。

実は,そ の気候 を左右 しているのは海水の塩分

濃度の変化なのです。現在,北 大西洋北部 と南

極海で深層への海水の沈み込みが起 きていま

す。海水が沈み込むのは塩分濃度が高 まり,そ

れが冷えて比重が高まるか らです。北大西洋北

部と南極海で沈み込んだ深層水は,合 流 してイ

ンド洋,太 平洋へ と流れていきます。

北大西洋の低緯度,中 緯度では,表 層の海

水が熱せ られて蒸発 し塩分濃度が高 くな りま

す。その暖水がメキシコ湾流 に乗って北へ と

流れていきます。北極に近づ くと冷やされて,

海水の塩分濃度が上が り重 くなって沈み込み

ます 。そ れが深層 流 となって回 って来 るので

す。 深層流 は北太 平洋 で流 れ る力 を失 い周 囲

の 海水 とゆ っ く り混 ざ り合 い表 層 に上 昇 し,

表層 流 とな って北太平 洋、 イン ド洋 を回 って

北 大 西 洋 北 部 へ と戻 って行 くの で す。 この

「海 の コンベ アベル ト」が色 々 な地球環境 に影

響 してい る とい うこ とです。

ここで 問題 なの は,グ リー ン ラン ド海の氷

で す。 グ リー ン ラ ン ド海 の氷 山 の下 の方 は,

地 球温 暖化 の影響 で どん どん融 けて い ます。

す る と,塩 分濃 度が低 くな ります か ら沈 み込

む力 が弱 ま ります。 その結 果,暖 か いメ キシ

コ湾 流 を北大西 洋 まで引 っ張 り上 げ る力が無

くな り,「 イギ リス あた りは,緯 度の 同 じシベ

リア並 に寒冷化 す るだ ろ う」 とア メ リカの 国

防総省 は報告 してい ます 。

気候の メカニズムは,大 気,海 洋,陸 面がか

らみ非常 に複雑 ですか ら,そ うなるか どうかは

分 か りませ ん。 しか し,欧 州連合(EU)の 環

境省 は,今 後 数十年 の問にアルプスの氷河が7

割 融 け る,2100年 に世界 の平均 気 温 が1.4～

5.8℃ 上昇 す るの に対 して欧州 は2～6.3℃ 上昇

する と予想 してい ます。 また,中 国の新華社通

信 は,中 国科学院の調査 として,過 去40年 間 に

ヒマラヤ等の氷河 は7%減 少 し,年 間に溶 けた
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図7地 球 の 気 温 上 昇 と 自 然 要 因 に よ る 変 化

水量 は黄 河の水量 に匹敵 す ると報 じています 。

現 に異変 は起 こってい るのです。

京都議定書か ら離脱 したままのアメ リカも地

球温暖化の原因につ いて,ど うも自然現象だけ

でな しに人為的影響 もある と,2004年8月 下旬
　　

に発 表 した報告書 「変化す る我 々の地球』 で

初 めて認め ま した。その報告書 に よる と,図7

の ように地 球の平均気 温は,1890年 か ら0.7℃

くらい上がっているのです。

地球温暖化は,海 上 よ り陸上,高 緯度のほ う

が高 くな ります。それによって,世 界 の食糧生

産適地の変動が起 こります。新 しい農地の開発

には長い年月 と多大 な労力 と巨額 の投資が必要

です。今,人 類は,食 糧危機へ の対応 も迫 られ

ているのです。

飢えた世界 と食糧不安

国連食糧農業機 関(FAO)の 報告書 『世界の

食糧不安情勢2000(Thestateoffoodinsecurityin

theworld2000)』 による と,ア フリカが一番飢

えてい ます。報告書の調査対象 となった途上国,

旧 ソ連邦 など126力 国の うち,飢 餓人 口が当該

国の人 口に占める割合が35%を 超 えていたのは

24力 国あ りました。図8に 示す ように,そ の う

ちアフリカが18力 国を占めてい ます。

世界の穀物生産量 は,2000年 以降収穫 量が消

費量 に満たない年が続 きま した。穀物備蓄量は,

過去30年 間で最低水準 となってい ます。

蝕餓人口の山める割合が
35%を 超嚢る国

鳶

。 ジンバブエ(37)

図8飢 えるアフ リカ

〃

一方
,2003年12月15日 付 けワシン トンポス ト

紙 による と,年 間5億 トンの食糧 を必要 とする

中国で,2003年 の収穫量 が4億5000万 トンとな

り5000万 トン足 りな くな りました。そ こで,中

国 はアメリカ,ブ ラジルか ら大豆 などを2000万

トン輸入 しています。2003年 まで は食糧輸 出国

だった中国ですが,2004年 は食糧輸入国に転 じ

て しまいそ うです。 ワシン トンポス ト紙 による

と,「2,3年 後 には1日 に2～3隻 の輸送船

がパナマ運河 を通 って中国へ行 くだろう」 と予

測 してい ま した。それ はあたか も 「ヘ ソの緒」

の ごと くとい うこ とですか ら,こ れ を切 られ ま

す と中国だけでな く,ア ジア全体が飢えて しま

い ます。 しか し,食 糧 の供給余力 は,世 界 を見

渡す ともう米州圏 しかない ようです。

石 油価格 の高騰 に よって,穀 物 や砂糖 な ど

の農作 物 は アル コー ル原料 と見 な され始 め ま

した 。 エ ク ソ ン モ ー ビ ル 社 の 報 告 書 『A

ReportonEnergyTrends,GreenhouseGas

EmissionsandAlternativeEnergy』(2004年2月)

に よれ ば,仮 に2020年 にア メリカ ガソ リン消

**商 務省
,国 務省,環 境保護庁 な ど関連省庁 で構成 される 「気候変動科学 プログラム」が作成 した報告書。衛星観測の結果,

1981～2001年 に,北 極地方の表面温度が10年 間平均 でO.3℃,北 米高緯度地域 で同1.0℃上昇 したこ とを示す とともに,「1949

年 までの気温上昇は,自 然現象 に由来す るもの と見 られ るが,そ の後,99年 まで の気温 の変化 は,自 然 の変動 に よる ものだ

け とは考 えに くい」 と述べ てい る。 その原 因の1つ と して,温 室効果 ガスを明示 した。
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費 の10%を 小麦 の茎 か ら作 るアル コールで代

替す る とな る と,現 在 の小麦 生産 地の3倍 の

農地 を必要 と し,そ れ は全米土 地面積 のll%

とな ります 。 したが って,こ れ はあ くまで条

件 の整 った地域 での部分 的代 替 としか な り得

ませ ん。 しか し,需 要増 は確 実 に価 格高騰 へ

反映 して い きます 。穀物価 格 上昇 は,貧 困国

をこれ まで以上 に飢餓へ と追 いつ め るこ とに

もな りかね ませ ん。

また,タ イの商務長官 は,石 油価格 の高騰か

ら産油 国に対す るコメ(中 国,イ ン ド,ベ トナ

ム,パ キス タン),天 然 ゴム(マ レー シア,イ

ン ドネシア),砂 糖(ブ ラジル)の 輸 出価 格 を

引 き上 げる協定 を生産国へ働 きかけている よう

です。一種 の物 々交換思想 で,エ ネルギー と農

作物 との価格のバ ランス化 と通商 における通貨

不安へ の兆 しとも見 られ ます。

(出所:日 本工学 アカデ ミー ・環境 フ ォーラム編 「豊 かな

石油時代が終 わる』,丸 善,2004年10月)

図9イ ー ス タ ー 島 の モ ア イ像

さい ごに

イースター島の悲劇

図9は イース ター島のモアイ像です。 イース

ター島は太平洋 ミクロネシアに位置 する面積1

万6,628ヘ クタール,周 囲60kmの 絶海の孤 島で

す。3世 紀頃 にはポ リネ シア人が上 陸 し生活 を

始めた と言 われ ます。1722年,オ ランダ人ヤ コ

ブ ・ロッゲフェンが 「復活祭(イ ース ター)の

日」 に来航 してい ます。その時の人口は6000人

くらいで,い くつかの部族 を形成 し,絵 文字 も

文化 も持 ち,ニ ワ トリ,サ ツマ イモな どを食物

として暮 らしてい ま した。 それが,約50年 後 の

1774年 にキ ャプテ ン ・ク ックが上 陸 した時 は,

モ アイ像 は片 っ端か ら壊 されていて,一 握 りの

人間が惨めな暮 しを していた と言 われ ます。1

万人 を突破 した と想定 される人 口増 に対 する食

糧 の窮乏 と資 源の枯渇が部族 間の対 立 を呼 び,

奪い合い,闘 い となって 自らを滅 ぼ したと推定

されてい ます。

脳 町:NASAホ ー ムペ ージ)

図10宇 宙 か ら見 た 地 球

図10は 宇宙か ら見た地球です。世界人 口が64

億 人か ら2050年90億 人に迫 ってい く中で,「 石

油 ピーク」 は来 る し,石 油や資源の輸送面 での

不安 も出て くる し,世 界的 に見 た食糧の配分 も

偏 ってい ます。有 限の地球の中で,イ ース ター

島のような悲劇 は起 こ した くあ りませ ん。 どう

した らいいので しょうか。

図11は 環境 問題 の全 体構造 です。 これ は同

時 に,産 業力 強化,地 球規 模 での問題 解決へ

向けた フ レームワー クで もあ ります。 日本 は,

食糧 の安 全保 障や資 源 エ ネル ギー の安 全保 障

をグローバ ル な視野 で真剣 に考 えない と,人

類 に貢献 す る どころか,日 本 自身が窮 乏化 し

て半世 紀以前 の生 活 に戻 る とい うこ とにな り

か ね ませ ん。 頼 りにすべ き最 大 の国力 は,日
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〔出典}科 学技術 会議 濁際問題懇談会f21tij紀 に向 けた我 が国 の

科学技術政 策の国際 的展醐 につ いて」(平 戒8隼5薄)に 追撫

図11環 境問題の全体構造

本人そのものと科学技術力です。経済力の維持

と同時に,新 しい地球社会秩序構築 にわが国の

人材,技 術力と資本力を活用する国家戦略の発

揮が必要 とされているのです。

これまで日本には,こ のようなフレームワー

クに叶う政策をまとめて立案,実 施する体制が

ありませんで した。幸いにして2000年 に内閣府

がで き,2004年 初めには 「日本学術会議法」 も

改正されました。総合戦略策定の根幹 となる長

期展望などを勧告,提 言するために,2005年4

月から日本学術会議が内閣府に移管されます。

地球規模の長期的な問題について,外 務省,

文部科学省,国 土交通省,経 済産業省,環 境

省,農 林水産省,資 源エネルギー庁 など,あ

らゆ る役 所 を挙 げて戦略 を考 え る際 には,そ

うい う問題 につ いて考 え るシ ンクタ ンクが必

要 です 。次 の世代,人 類 の ため に,皆 の力 を

結 集 して,そ の よ うなシ ンク タンク機 能 を学

術 会議 と連携 して設 置 し,色 々な見識 が流 れ

る シス テム を構 築 して,国 民,産 ・学 ・官 ・

政 がそ れぞれ の立場 でそ の 「知」 を活用 で き

るようになるこ とを願 っています。

ご静聴あ りが とうござい ま した。(拍 手)
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齢
[講演]

水素エネルギーの展望 と課題*

吉 田 邦 夫 (東京大学名誉教授)

㈱

は じめに

水素は化石燃料と異なる二次エネルギー

水 素 は、石油代 替 エ ネルギ ーの最有力 候補

と考 え られ てい ます 。 しか し,水 素 は2つ の

点 で石油,石 炭 と大 き く異 な る性 質 を有 して

い ます。 第一 に,今 まで全 く使 われ た ことが

ないエ ネル ギ ーで あ る と言 う こ と。 第二 に,

石油 や石炭 の よ うに,そ の まま入 手す る こ と

は不 可能 であ り,石 油 や石炭 を何 らか の形 で

変換 す る ことに よって得 られ るエ ネ ルギー で

あ る と言 うこ と。 つ ま り,石 油や石 炭が 一次

エ ネルギ ーで あるの に対 して水 素 は二次 エ ネ

ル ギーで あ る と言 うこ とです 。 この二次 エ ネ

ルギーで ある とい う性 質が あるため に,「 水素

エ ネルギ ー システム」 をど う作 るか を論 じる

と ともに,水 素 をどの ように入手 す るか も論

〔略歴〕

1961年 東京大 学工学部応用化学科 卒。1966年 同

大 講獅 。1983年 同大 工学部化学工学科教授 。1998

年 同大退官。東京大 学名誉教授。 アジア科学教育

経 済発展機構理 事 として タイ国教育 改革事業 プロ

ジェ ク トに従事。2005年 新潟産業大学学長。

現在,経 済産業省 産業構造審議会 ク リー ンエ ネ

ルギー部会長 、NEDOの 省エ ネルギー技術 審議 会

委員長 。

じなければい けない とい うことにな ります。

現在 のエ ネルギー システム と将来のエネルギ

ー システムを図1に 示 します
。現在 の システム

では,化 石燃料か ら電力 を得て使 うとい う流れ

があ りますが,も う1つ,化 石燃料 か らガソ リ

ン,都 市 ガス等 を得 る という流れ も成 り立 って

い ます。将来,化 石燃料 が な くなって原子 力,

あるいは風力,太 陽等,新 エ ネルギーになった

時,電 力 を得 るとい う流 れは確保 で きます。そ

れに加 えて,ガ ソリンや ガス に相 当す る燃料が

必 要 にな った時 に,水 素 を使 お う とい うのが

「水素エ ネルギーシステム」 の考 え方 です。

轟

ス

ス

製

ガ
ク

譲
宿

　

撚
都

澱

(a>規 窪 の エ ネ ル ギ ー一一Aシス テ ム

際 拳 力

疑工冬捗ギー源

水 素

絵 成嚇麹

偽}将 来紛 ユ ネ梅 ギー ンステ ム

図1エ ネルギー システムの今 と未来

*本 稿 は、昨年ll月 ユ日の 日本学術会議第5部/㈹ 日本工学 アカデ ミーエ ネル ギー基本戦略部会他/(Pt)エネルギー総 合工学

研 究所 共催 の公開 シンポ ジウム 「日本のエ ネルギー に未来 はあ るか一 有限 の地球 に生 きる一」 における講演 を本誌掲載

用 にテープ起 こしした ものです。
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水素製造技術開発の歴史

アンモニア合成用の水素は石炭ガス化で取得

20世 紀初頭 に ドイツの ブリッッ ・ハーバ ー と

カール ・ボ ッシュが空中の窒素 を固定化 するこ

とでア ンモニア合成 に成功 した とい う話 を高等

学校 の化学 の時 間に一度 は聞いたことがある と

思い ます。 そこにいたる まで,チ リ硝 石(主 成

分は硝酸 ナ トリウム)を 得 て種々の火薬が作 ら

れ,ナ イチ ンゲールの活躍で有名な クリミア戦

争(1853～56年)等 で幅広 く利用 され ま した。

同時に,チ リ硝 石が優 れた窒素肥料 である とい

うことが わか って,ヨ ーロ ッパ に大量 に輸 出さ

れる ようにな りました。その結果,膨 大 に堆積

されていた と思 われたチ リ硝 石の枯渇が心配 と

な りま した。窒素肥料が な くなる とい うことは

同時 に,小 麦の生産量が急減 するこ とを意味 し

ます。そ こで,チ リ硝石 に代 わって空 中に豊富

に存在す る窒素 を何 らかの形 で有効利用 して硝

酸,あ るいはア ンモニ ア合成 をす ることが急務

とな り,イ ギ リスの科学会会長か ら緊急 ア ピー

ルが出 される状況 とな りま した。

その ア ピー ル を受 けて,最 初 に作 られた技

術が 「アー ク法」 です 。 これ に必 要 な電 力 を

確 保 す るため に,ナ イヤ ガラ潔布 を利 用 す る

水 力発 電,あ るい はノル ウェーの水 力発 電所

の建設が行われ ま した。

次 が カーバ イ ドを経 て石灰窒 素 を作 る方法

です 。 このため に も電力 が必 要 だ とい うこ と

で,ア メ リカの テ ネシー渓谷 に大 きな発 電所

が作 られ ま した。

しか し,最 終 的 には生 産量 の大 きさや製 造

コス トの安 さで圧倒 的 に有利 な 「ハ ーバ ー ・

ボ ッシュ法」 が世界 を制 覇す る こ とにな りま

す。1907年,ハ ーバ ーが ア ンモ ニア合成 の基

礎 を確 立 します。 それ は次式 の よ うに,窒 素

と水 素 を100～200気 圧,650～670℃ で触媒 を

用 いて反応 させ る とい うもので した。

1/2N2+3/2H2=NH3+11kcal

1913年 にボ ッシュの指導 下 に,BASF社 で 日

産10ト ンの工場 が完成 しま した。1913年 とい

う年 が非常 に重 要です 。1914年 か ら第一次大

戦 が始 ま ります 。す なわ ち,ド イ ッは戦 争 に

間 に合 った とい うこ とです 。そ れは偶然 だ っ

た ようです が,連 合 国側 は ドイツへ の火 薬供

給 を止 め よう として,チ リ硝 石 の対 独全 面禁

輸 に踏 み切 ります 。 ち ょう ど第 二次 大 戦 中,

アメ リカが 日本へ の石油 の禁輸 に踏 み切 った

と同 じよ うな処置 が とられ たわ けですが,ド

イッは一向 にへ こたれ ませ んで した。 ア ンモ

ニ アを酸 化 させ る こ とで ,硝 酸 を製造 し,火

薬 を作 って いたか らです 。そ の結果,第 一 次

大 戦が大 変長期 に続 くこ とにな り,多 くの人

命 が失 われる ことにな りま した。

図2

♂
虜

プ リ ッ ツ ・ハ ー バ ー(1868～1934年)

1918年 ノ ー ベ ル 化 学 賞 受 賞

図3カ ー ル ・ボ ッ シ ュ(1874～1940年)

1931年 ノ ー ベ ル 化 学 賞 受 賞
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連 合 国側 に どう して も理解 で きなか った こ

とが1つ あ りま した。 ア ンモニ ア を作 る には

空 中窒素 を固定す るだけでは な く,NH3のH3,

つ ま り水素 が必 要で す。 その水素 を ドイツが

どうや って作 って い るの か とい うこ とです。

国土 が平坦 で,水 力発 電所 はつ くれ ないの で

す が,ド イ ツは既 に石 炭 ガス化技術 を開発 し

て水 素 を作 ってい ま した。 ア ンモニ ア合 成 の

話 に なる と,空 中窒素 の 固定 の ことばか りが

語 られ ます が,同 時 に これは水素 製造技術 の

開発で もあったわけです。

ハーバー とボ ッシュの その後

ア ンモ ニ ア合 成 に大 変貢献 したハ ーバ ー は

カール スルー 工大学 の教授 で したが,や が て

カイザ ー ・ウ ィルヘ ルム研 究所(現 マ ックス

プラ ンク研 究所)の 所 長 とな って,塩 素 ガス

を使 った毒 ガスの 開発 に努力 しま した。ハ ー

バ ーの奥 さんは ご主 人が殺 人兵器 の 開発 に力

を貸 す こ とを何 度 も諌 め たのです が,彼 が ど

うして も言 う ことを聞か ないの で,最 終 的 に

は絶望 して 自殺 す る とい うこ とに な ります 。

実 は,ハ ーバ ーはユ ダヤ人 で,そ れが故 に ド

イ ツで大 変 な偏見 を持 た れて苦 しん で いた。

それが この よ うな努 力 を した背景 にあ った と

後 で は考 え られて い ますが,結 局,最 終的 に

はユ ダヤ人追放 の流 れ に乗 って ドイツ にい ら

れな くな り,ス イス に去 って寂 しく死 んで い

きます。

一方のボ ッシュは
,石 炭 ガス化 によって得 ら

れた一酸化炭素(CO),水 素 とアンモニア合 成

で確立 した高温 ・高圧の技術 とを組み合 わせて

メタノール合成 に も成功 します。彼 はこの メタ

ノールを面 白い ことに 自動車の燃料 に使お う と

して,メ タノール 自動車の研 究 を始 めます。や

がて,ベ ルギ ュウスの特許 を得て,石 炭か らの

ガソリン製造 に成功 し,こ れが また第二次大戦

で ドイツがあ ま り石油 がないにもかかわ らず長

期間戦争 を継続で きた原 因を作 ることにもな り

ます。 ボ ッシ ュは この よ うな研究 開発 を続 け,

最終 的には ドイツが国家体制 を維持 するため国

家総動員体制 の もとに作 られ たBASFを 初め全

化学会社が一緒 になった 「IGファルベ ン」社の

社長 となって,ド イツの化学産業 を世界 に冠 た

る化学産業 に育てあげる働 きをなす こととな り

ます。彼 はヒ トラー とはまった く反 りが合 わず,

ドイツの暗い将来 を予言 しなが ら寂 しく死去 し

た と言 われ ます。

「アー ク法」 のため に開発 され た ノル ウ ェ

ー の水 力発 電所 はやが て重水 を作 る ように な

り,こ れが原 子爆 弾 に使 わ れる こ とにな りま

す。一 方,テ ネシー渓谷 で石灰 窒素 の ため に

作 られた発 電所 は,石 灰 窒素法 の競争 力が 失

われ ま したので無 駄 にな り,大 量解雇 が続 き

ます。それ を何 とかす るため に生 まれたのが,

フラ ンク リン ・ルーズ ベル ト大 統領 が行 った

ニ ューデ ィール政 策の 中心 となったTVAプ ロ

ジェク トです。

水素製造技術は最先端技術ではない

ハ ーバ ーや ボ ッシュ とい う極 め て優 れ た化

学者 の生涯 を紹介 す るのが 目的で この ような

こ とを申 し上 げ てい る わけ で はあ りませ ん。

水 素 の製造 方法 か らメ タノールの 開発,メ タ

ノー ル 自動 車,そ して石 炭 の液 化 とい っ た

諸 々の技 術,今 日話題 に なって いる技 術 のす

べ てが,既 に100年 前か ら存在 し,あ ま り形 を

変 えない ままに今 日に至 ってい る とい う事 実

を申 し上 げたいか らです。

水 素が注 目されて燃料 電池 が騒 がれ る よう

にな り,関 連技術 が あたか も最近 生 まれた最

先端技 術 であ るかの ように語 られる こ ともあ

る ようですが,既 に100年 の歴 史 を有 し,必 ず

しもうま くい って いない技術 で あ る。 まだ ま

だ地道 な努 力 が必 要 な技術 であ る とい うこ と

をわか ってい た だ きたい と思い,こ の ような

話 を したわけであ ります。

ボ ッシュは,ま だ高温 ・高圧 にふ さわ しい材

料 がまった くない時代,し か も水素 ガスを通す

ことで水素脆性 が容易 に起 こるような材料 しか
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一41一



精製

翻

石油

石油回収の拡大 地中隔離

図4FutureGenの 概 略

ない時代 に,こ ういった諸問題 を解決す るため

に天才的なアイデアを散 りばめた反応塔 を考 え

てい ます。ボ ッシュ とい うのは まさにプロセス

開発 の天 才 と しか言 い ようが ない と思い ます 。

水素エ ネルギーの開発のために もボ ッシュの よ

うな天才科学者が少 な くとも3人 ぐらい は必 要

なのではないか と思 う次第です。

水素社会実現に向けた欧米のプロジェク ト

存 在 す る石炭 か ら水 素 を製造 す る ことが極 め

て重 要で ある とうた われて い ます 。 このため

に,"FutureGen"と 称 す る石炭 利用 プロ ジェ

ク トが提唱 され てい ます。石 炭 ガス化 は,水

素 を得 る と同時 にCO2を 作 る ことで もあ るわ

けですが,CO2を 地 中 に固定 した り,石 油 の

高次 回収用 の ガス として利用 す る こ とに よっ

て,水 素 製造 がCO2の 発 生 を伴 うこ とには な

らないんだ とい う 「ク リー ンな水 素開発計画」

を きちん と考 えてい ます。

CO2固 定 も 考 慮 し たFutureGen～ ア メ リ カ

アメリカでは,水 素経済実現のために水素

の位置づ けが極めて明確に示 されてい ます。

アメリカは中東石油の大 きな輸入国です。最

近では,天 然 ガスも国産が不足気味 とい うこ

とで,サ ハ リンの天然 ガスを液化天然 ガス

(LNG)と いう格好で輸入する計画が進められ

ています。すなわち,政 情不安な中東の石油,

そ してごく数年前 まで敵国であったロシアの

天然ガスに依存す ることになるわけで,ア メ

リカの国家の安全が極めて脅かされる場面 に

なるとい う状況 を避けるために自国に豊富 に

風 力利用 によ るク リー ンな水 素製造～EU

欧州連 合(EU)で も水 素エ ネルギーの意義

が 明確 に論 じられ てい ます 。 こ こで は,再 生

可 能エ ネル ギー,と りわけ風 力 の大幅 な利用

に よる水 素製 造 の重 要性 が謳 わ れ てい ます 。

EU諸 国,と りわ け ドイ ツの風力 エ ネルギ ーの

開発 は非常 に活発 で,現 在で も既 に1万3,000

基 の風 力 が 稼 動 中 だ と言 わ れ て い ます し,

2010年 には風 力発 電 の総 量が エ ネルギー総量

の約10%を 占め る とい う計 画 が進 め られ てい

ます。 す なわ ち,風 力 か ら水素 を製造 す る こ

とが確 か な もので あ る とい うこ とを保 障す る

だけの計 画が進 め られてい るわけです。

一42一
季報 エ ネルギー総合工学



日本における開発動向と課題

「サンシャイン計画」から始まった技術開発

水 素がエ ネルギー として 日本で最初 に注 目さ

れ たのは,石 油 危機の時 です 。「水 素エ ネルギ

ーシステム」確立の一有力手段 として ,水 電解

で水素 を得 るので はな く,「 熱化 学分解法」 で

直接 的に水素 を得 る方法 があ ります。 この技術

開発 を中心 に,「 サ ンシャイ ン計 画」 の一環 と

して水 素エネルギーの研究 開発が進め られ,そ

れがWE-NETに 引 き継 がれま した。 ところが,

「サ ンシ ャイ ン計画」の後,結 局 化石エ ネルギ

ーの逼迫 はなさそ うだ とい うこ とにな り,水 素

に関す る人々 の関心 も急激 に薄 れて い きま し

た。それが今 また地球環境 の悪化 でCO2排 出量

の増大が憂慮 され ることにな り,CO2排 出抑制

の観点か ら,カ ーボンフリーの水素が究極 の ク

リー ンエネルギーであ るとい うことで再び脚光

を浴びています。

水素使用側の燃料電池プロジェク トに偏重

日本の水素開発計画は,燃 料電池実証プロジ

ェク トに偏っています。図5に 示すように,燃

料電池を開発することで家庭用燃料電池,燃 料

電池車 をこの ようなに大幅 に導入する計画が進

め られています。 自動車 のための水素供給 ステ

ーシ ョンの実験 も実施 されてい ますが
,水 素製

造 については,ガ ソ リンやLPGの 改質 な ど何 で

もあ りで,ま た,水 素 を得 る時 に否応 な く排出

されるCO2の 問題 は全 く無視 され てい ます。 ひ

たす ら 「燃料電池車 はク リーンである」 と言い

ます。確か に,燃 料電池 その ものは クリー ンで

す。 しか し,そ の燃 料 となる水 素 を作 る時 に

CO2が 排 出 されるこ とを誰 も論 じよう としない

とい う不思議 な状況 にあ ります。

コン ビナ ー トで製造 されている水素

水 素 は現在,メ タノール,ア ンモニ ア等 の

合成 に必要 な化 学工 業原料 として,あ るい は,

石油 の脱硫,半 導体 材料 の精 製等 に必要 な原

料 と して使 用 されてい ます。

今,コ ンビナー トをエ ネルギ ー利 用 の観 点

か ら見 直 そ う とす る 「産業 問連携 プ ロジ ェク

ト」 が実施 され よう として い ます が,図6を

見 る と,多 くの コ ンビナ ー トの石油 精 製業,

あ るい は製鉄 所 の高炉等 か ら既 に大 量 に水 素

が作 られ てい る ことが分 か ります 。大部分 は

コ ンビナ ー トの 中で消 費 されてい ますが,一

部半 導体用 の水 素 とい う格好 で外販 に も回 っ

て い ます 。 さ らに,水 素製造 の ため にプ ラス

チ ック等 を投 入 す るこ とに よる溶 鉱炉 の積 極

第28巻 第1号(2005)
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19,7億m3/Y

図6

65.oeSra3rs'36・seSm39Y 渡〉数値は暫窟殖

(出所:千 代 田化工建設株式会社提供)

産 業 間 連 携 コ ン ビ ナ ー ト地 域 の 水 素 発 生 量(平 成13年 度)

的利用 とい った こ とは十 分 に可 能 です。少 な

くとも当面 の 自動 車用 の水素 は コ ンビナー ト

か ら得 られる水素 で十分 賄 える状況 にある と

い っていい と思い ます。

ただ し,将 来の水素 とい うことを考 え る と,

よ り資源量 が確 か な もの を使 うこ とを考 え る

必 要が あ ります 。 日本 に とって一番 手近 な と

こ ろで大量 に得 られ るの は石炭 で す。 中 国,

オース トラリア,イ ン ドとい った近隣諸 国の

石炭 を使 った水 素製造 が考 え られて しか るべ

きです が,今,石 炭 は最 もCO2を 排 出す る

「汚 いエ ネルギ ー源」 である とい うことで ひた

す ら敬遠 される傾 向にあ ります。

景観規制で進まない風力開発

「サ ンシャイ ン計画」の時 に取 り上 げられた

熱化学分解法の1つ として,私 が長年研究開発

して きたUT-3熱 化学分解法 を下 に示 します。

4段 階の化 学反応 を進行 させ るこ とで,水

か ら酸 素 と水 素が作 られ ます 。 この反応 の進

行 の ため に必 要 なエ ネルギ ーは,太 陽エ ネル

ギ ーある いは工場廃 熱 を利 用 す るこ とで十 分

に得 られ ます。 この よ うなこ とを実 施す る こ

とで,CO2の 排 出 を伴 うこ とな く,ク リー ン

な形 で水 素 を十分 に製造 す る こ とがで きるわ

けです。 そ うなって初 めて,水 素 が非枯 渇の

CaBr2(s)+H20(g)
1170K

→CaO(s)+2HBr(g)

760K
CaO(s)+Br2(9)→CaBr2(s)+1/202(9)

430K
Fe304(s)+8HBr(g)→3FeBr2(s)+4H20(g)+Br2(g)

(1)

(2)

810K
3FeBr2(s)+4H20(g)→Fe304(s)+6HBr(g)+H2(g)

(3)

(4)

(s:solidg:gas)
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表1新 エネルギー導入実績 と目標

2000年 度 2010年 呂標 2010/2000(*)

太陽光発電 8.1万kI

(33万kw)

118万kl

(482万kw)
約15倍

太陽熱利用 89万k} 439万kl 約5倍

風 力発電 5.9万ki

(14.4万kw)

134万kI

(300万kw) 約23倍

廃棄物発電 1筍 万k1

(103万kw)

552万kl

(頃7万kw>
約5倍

その他 、廃 繁物熱 利用 、バ イオ マス発電 な ど

合 、計

(1次)エネルギー総

供給に占める割合

722万kl

(t2%)

1,910万kl

(3%)
約3倍

(*>2010年 度の邑標値の2◎00年度末実績嬉に対する比率。
出典:総 合資源エネルギー調査報欝書等より作成。

エ ネルギー ,ク リー ンなエネルギー源 として,

わが 国で 意味 を もつ こ とに な る と思 い ます 。

この よ うな形 の研 究 を十分 に進 めて い くこ と

が必要 だ と思 います。

クリー ンに水素 を得 ようとす る と,風 力等新

エ ネルギーの利用 を積極 的に考 える必要があ り

ます。 「総合 資源エ ネル ギー調査 会」 のわが国

の太 陽光発 電や風 力発 電の導 入 目標 を見 ます

と,表1の ようにそれぞれ15倍 にする,23倍 に

するな ど,倍 率 を見る限 り大幅 に増 える ような

印象 を受 けますが,実 質 的に考 えます と,一 次

エネルギーに占める割合 は3%に なるに過 ぎま

せ ん。 ドイツの ように10%に す るといったよう

な努力 目標か ら見る と実 に情 けない状況 にあ り

ます。

わが 国が風 力に恵 まれないのか とい うと,決

してそんなことはあ りません。私 は,箱 根の十

国峠 に風 力発 電所 を建て るために色 々 と風況調

査 を しま した。十 国峠 は極めて風力発電 に適 し

た場所 であ りますが,国 立公 園で あるが故 に,

建築が認め られませ ん。 しか し,既 に レス トラ

ンや大駐車場 が作 られて環境破壊が行 われてい

ます。それ なのに風力発電所 を建 ててはいけな

い とい うのは,私 には全然理解がで きないわけ

です。 また,伊 豆大 島にも風力発電所 を建て よ

うと努力 してい ます。新エ ネルギー産業技術総

合 開発機構(NEDO)か ら風 況調査 の予算 をも

らいま したが,そ の調査 にす ら環境省か ら 「待

った」の声がかか りま した。 しか し,こ れは さ

すが におか しい ということで,経 済産業省が私

た ちの努力 をサポー トして くれ,取 りあえず風

況調査 だけは実施で きました。私たちが風況調

査 を行 った場所 には,重 要 な動物 はい ませ ん。

猿 が少 しとマムシがいるだけです。重要なのは,

椿,い わゆる植物 です。 したが って,風 力が 自

然環境 に悪影響 を及 ぼす可能性 は何 らないわけ

です。 に もかかわ らず,国 立公 園であるとい う

ことで,風 力発電所建設の見通 しが立 たない状

況 にあ ります。 このような状況 がある限 り,日

本 では風 力がなかなか先へ進み ませ ん。少 な く

とも,日 本は,オ ラ ンダ,デ ンマークなどと同

じように海岸 に風力発電 を立てるこ とが十分に

可能です。 しか し,そ れがつ まらない規制のた

めに進 まない という状況 にあ ります。 これ を何

とか しなければい けない とい うことは強 く申 し

上 げてお きたい と思います。

水素経済実現に必要な莫大な投資

歴 史 を振 り返 って み ます と,新 しいエ ネル

ギ ーが使 われ る ようにな ります と,産 業 や経

済活動 に大 きな変化が生 じます 。わが国で は,

ち ょう ど1960年 を境 に,エ ネル ギー の うち,

石炭 が 占め る割合 が石油 に とって代 わ られ て

い ます。以 来,石 油,あ るい は天然 ガスが わ

が 国 の主 要エ ネルギ ー源 とな って きま した。

これが 「エ ネルギー の流体化」 と呼 ばれるエ

ネルギ ーの転換 です 。 この転 換 のため に,大

変 な投 資 の も と,石 炭置 場 を石油 ター ミナル

に変 える,新 設 をす る,あ るい は天 然 ガスの
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パ イプ ライ ンを作 る等 々の整備 が実施 され て

きた わけです 。そ れ に伴 って,わ が 国で は重

化 学工 業 が大 き く進 展 をす る と ころ とな り,

所 得倍増 が実 現 し,エ ネル ギー転換 のた めの

色 々な投資 が回収 で きたわけです。

これ か ら水 素経済 を実現 しよう とす るな ら,

今度 は 「エ ネルギーのク リーン化」 とで も呼ぶ

エネルギ ーの転換 を実現す るこ とにな ります。

このためには,水 素供給網の整備,水 素 のパ イ

プラインの設置等,改 めてイ ンフラの整備 を進

める ことが必要 とな ります。水 素は無輝炎です

か ら,放 射伝熱量が まった く変わ って きますの

で,ボ イラーその もの も全部入れ換 える といっ

た ことが必要 にな ります。全 てに莫大な投資 を

必要 とします。水 素経 済が実現す ることで,私

たちが環境上,極 めて クリー ンな生活を楽 しめ

るとい うことは確 かですが,エ ネルギーの転換

の時の所得倍増 と同 じくらいの直接 的な利益が

何 であるか見 えて きませ ん。

目下,高 齢 化社 会が 急激 に進行 して きてい

て,「 年金 が もっと欲 しい。福祉 設備 が,医 療

設備 が もっ と欲 しい」 とい う要求 がい よい よ

大 き くなって い ます。 国際競 争力 を維持 す る

ため には,ナ ノテ クノ ロジー,あ る いはバ イ

オテ クノロ ジー等 々の技 術 開発 を進 める こ と

が必 要 であ り,こ の ため には技 術 開発 に もっ

と予 算 を投 じる必 要性 もまた強 く叫 ばれてい

ます 。 その一方 で,整 備 新幹 線,熊 しか歩か

ない ような高速 道路 の建設 とい った無駄 な投

資 も依然 と して続 くわ けで す。 こういった 中

で,莫 大 な投 資 を必要 とす る水素網 の整備 を

本 当 に進 め るこ とが で きるのか。 そ の必 要 性

を本 当 に皆 が納得 してい るのか,極 めて曖昧

な状況 にある と言 わざるを得 ませ ん。

メタノール燃料利用のための研究開発の経験

わが 国 で はか つ て ク リー ンな燃料 と して,

メ タノール燃料 の利用 が何度 も計 画 され,進

め られ て 来 ま した 。 そ こ に は 第1次 の 波

(1970年 代 前半),第2の 波(1980年 代 前半),

そ して第3の 波(1990年 代)が あ りました。

第1の 波 は,メ タノール とLNGと の経 済性

の比 較 とい うこ とで,最 終的 に はLNGが 優位

とい うこ とで消 えま した。

第2の 波は,い わゆる石油危機 の後です。メ

タノール をやは りク リー ン燃料 として積極 的に

利用 しようということで色 々考 えられま した。

一番大 きか っ たのは第3の 波 です。1990年

代 に電気事 業 審議会 が メ タノール発 電所(50

万kWh)を 作 る計画 を発表 しま した。そ の結

果,当 時の 日本 の メタノー ル需 要が 一挙 に約

30%増 える見 通 しとな り,そ のた めに燃料用

メ タノー ル を安価 に大量 に作 れ る新 製造法 の

開発 プロジェク トが急 いでス ター トしました。

私 は このNEDOの メ タノ ール製造技 術 の 開発

委 員会 の委員 長 を して い ま したの で,プ ラン

トの適 地 を探 して,カ ター ル,オ マー ン とい

っ た中東 の 国 々 まで行 った ことが あ ります 。

しか し,電 力 業界 が 「や っぱ りや めた」 と言

った途端,す べ ての話が御 破算 となって,燃

料 開発 も,メ タノール 自動 車 の話 もあ っ とい

う間に消 えてい きま した。本 当 にあ っ とい う

問で,私 も今 更なが ら驚いてい ます。

今,日 本で進め られている水 素の話 は,ト ヨ

タ,ホ ンダ等の 自動車 メーカーが牽 引役 となっ

て進 め られている と言 って良い と思い ます。今,

日本 の産業 はすべ て 自動車 によって引 っ張 られ

ている とい っていい状況 にあ ります。 その自動

車業界が水素 を引っ張 ってい るだけに,燃 料 電

池の開発 はまさに一 日も新聞やテ レビで報道 さ

れぬ ことが ない と言っていいほどの状態が この

数年続 いてい ます。 しか し,自 動車業界が 「ハ

イブ リッ ド車*で いいんだ」と言 ったとすれば,

メタノール自動車 と同 じよ うに,水 素 の開発,

水素へ の関心が また一挙 に萎 んで しまう危険性

を有 していると痛感 しています。それでいいの

か,皆 でよ く考 えるこ とが必要 で しょう。

*ガ ソリンエ ンジンと電気モ ーターの動力 を組み合 わせ た低公害車。現在主流 のガソリ ン車 より二酸化炭 素(CO2)な どの

排出量が少 ない上、燃費が優れて いる。(編 集部作成)
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日本に欠けているもの

[資源の観点 か らの議論]

わが 国 は第 二次大 戦 の時 に,ゼ ロ戦 とい う

大 変優iれた戦 闘機 を開発 しま したが,そ の一

方 で,石 油 の確 保,ハ イオ ク タン燃料 の製造

技術 の開発 とい った重要 な事柄 を怠 る とい う

大 きな過 ちを犯 しま した。今 また,燃 料 電池

だけが 出来上 が って,い ざ使 う段 にな って燃

料 た る水 素が ない とい った過 ちが起 こ る可 能

性 が十分 にあ ります 。水 素の確保 を どうす る

のか。少 な くとも現在 は天 然 ガス を使 うこ と

で 十分可 能で す。 しか し,天 然 ガス は一方 で

ク リー ンだ と言 わ れてい ます。 その ク リー ン

な天然 ガ ス を分解 して,水 素 を作 る時 にCO2

を発 生 させ るわ けです。 こんな馬鹿 な こ とに

本 当に妥 当性が あるので しょうか。

CO2を 固定 す る プロジ ェ ク トが当然 そ の末端

につ な げ られ て,電 力 が得 られ る と同時 に

CO2も 固定 される とい う格 好 で技術 開発 が な

されて然 るべ きです。 これが全部個 々別 々 に

行 われ てい る。 これ が また極 め て大 きい問題

を生み出 します。

さい ごに

[確立 すべ き水素 エネルギー確保の シナ リオ]

水 素 は今使 うエ ネル ギ ーで は あ りませ ん。

石油 生産 が ピー クを迎 える,化 石燃料 が使 え

な くなって初 め て意味 を持 つエ ネルギ ーです。

そ うなった時 に,一 体何 か ら水素 を取得 す る

の か。 改 め て,風 力等 新 エ ネルギ ー の利用,

あ るい は熱 化学分 解等 の 開発 とい った ことの

重 要 性を認 識 し,水 素 エ ネルギ ーの確保 を ど

うす るのか十分 に検討 してい くこ とが必 要 だ

ろう と思 います。

また,将 来の水 素 とい うことを考 えた場合,

近 隣諸国 の石炭 を原料 に水素 を製造 す る こ と

が考 え られ て しか るべ きで す。最 もCO2を 排

出す る 「汚 いエ ネルギー源」 として敬遠 すべ

きで はあ りませ ん。

[再考 を要 す関連技術開発 の実施体制]

燃 料電 池 の開発 はNEDOが 行 い,石 炭 利用

開発 は石炭利用 開発 セ ンター(UCC∫)が 行 う,

CO2の 分離 固定 は地 球環境 産 業技術 研究 機構

(RITE)が や る とい った よ うに個 々別 々 に行

われ てい ます 。石炭 ガス化 複合 発電(IGCC)

を実 行 す る の で あれ ば,そ こか ら出 て くる

私 た ちは高度成 長 を追 求す る経 済か ら持 続

可能 な社会 を追求 す る経 済へ の転換 を 目指 し

て いる わけです 。 このため の有力 なエ ネル ギ

ー のあ り方 と して水素 を提案 し
,そ れ を基礎

とした経済社 会 を水素経 済 と総称 したい と思

い ます。 この ため には,ク リー ンなエ ネル ギ

ー シス テム を確 立 す る
,CO2の 排 出 を抑制 で

きる社会 を実現す ることが重要です。

水素 経済 の実現 は長 い 目で考 える必要 があ

ります し,そ のため に,絶 えず,競 合す るエ

ネルギ ーの コス ト,供 給 の安 定性 とい った情

報,そ れ に加 えて大気 汚染 や気候変 動 の度 合

な どの 「エ ネ ルギーの外 部 コス ト」 の情報 も

あ わせ て,産 業界 のみ な らず 消費者 に絶 えず

与 える こ とに よ り,水 素転換 へ の理解 を深 め

てい く努 力が求め られてい ると思い ます。

水素経 済 の実現 に向 けて膨 大 な手 間 と資 金

を要す るわけです が,そ れ を十分 に国民 に納

得 させ るだけ大局観 の あ る国家政策 の樹立 が

必 要 であ る とい うこ とを訴 えてお きたい と思

い ます。

繰 り返 しますが,今,私 たち に求 め られ て

い るの は,水 素 が本当 に必要 な のか。必 要 な

らば,ど の ような政策 の もとに実現 してい く

のか,十 分 な議論 を尽 くし,全 国民 が納得 す

る政 策 を打 ち立 て るこ とで あ る とい うこ とで

す。 それ を強調 して,私 の話 を終 わ りたい と

思 い ます 。 どう もあ りが とうご ざい ま した。

(拍手)
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[講演]

日本列島をめ ぐる領土 と資源エネルギー*

芦 田 譲(景灘 難 科教授)'

履 姥

は じめに

今 日は,わ が国 をめ ぐる領土 と資 源エ ネル

ギー につ いてお話 し します。 まず,世 界 のエ

ネルギー事情 につ い て概 説 します。 次 に,私

の専 門で ある物理探査 につい てそ の手 法 や最

近の動 向 につい て解 説 し,最 後 に,わ が 国の

資源 エ ネルギ ー,大 陸棚 延伸 に係 わ る課題 を

紹介 したい と思い ます。

〔略歴〕

1967年 京都大学 理学部地球 物理学科 卒業。 同年 石

油資源 開発㈱ 入社。1986年 京都 大学講 師。1996年 京

都大学工 学研究科 資源開発工 学講座教授 。現在,探

査計測 システム講座 を担当。

日本 学術 会議 第5部 会員 。㈹ 物 理探査 学会 理事 。

資源 エネルギ ー庁 国内基礎調 査実施検討 委員会委 員

世界の エネルギー事情

ピークを過ぎた石油生産

世界の石油発見の ピークは数年前 に過 ぎ,

さ らに石油 生産 の ピー クは2004年 に過 ぎた と

い う説 もあ ります。北 海油 田 の減 退が予 想以

上 に激 しい うえ に,サ ウジア ラ ビアの油 田 も

水 を圧入 して生 産す る状況 に至 って いるか ら

です 。 他 方,中 国,イ ン ドの近代 化 に よっ

て急 速 に石油需 要が伸 びてい ます 。石 油 は ま

だ無 くな らない に して も生 産量 は減退 して い

きます。 です か ら,需 要 と供 給 のバ ラ ンス か

ら石油価格 の値 上が りは避 け られ ませ ん。恒

常 的 に50ド ル/バ ー レル を維持 す るだろ う と

い うのが大方 の予想 です。

原漁可採球数
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図1世 界の原油の残存確認可採埋蔵量 と可採年数
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嬢油甕産慧 く輿

*本 稿 は、昨年11月1日 の 日本 学術 会議 第5部/肚)日 本工学ア カデ ミーエ ネルギー基本戦略部会他/(助 エ ネルギー総合工学

研究 所共催 の公 開シ ンポジ ウム 「日本のエ ネルギー に未来はあ るか一 有限の地球 に生 きる一 」 におけ る講演 を本誌掲載用

にテープ起 こしした ものです。
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(ドル/バ レルノ

23456ア89
(兆バ レル)

(撮萌1第 唾飼鷺給離会(平 戒15年12月8鋤 配{,t資料t日?tl.T.ネルキ 経済研究所)

図2在 来 ・非在来資源と原油価格の関係

現在 まで に,大 油 田 はほ とん ど発見 し尽 く

した と言 って も過言 で はあ りませ ん。図1で

見 る と,世 界の石油 の可採 年数 は約41年 です。

41年 前 も 「後41年 で石 油が無 くなる」 と言 わ

れ ま した。 それか ら41年 た った今,ま た 「41

年 で無 くなる」 とい うのは敷彷 して考 えれば,

「41年たって もまだ41年 あ る じゃないか」 とい

う議論 が立 ち ます 。 しか し,こ れ は明 らか に

間違 いです。41年 前 の石油探査 技術 は現在 に

比 べ れば大 した こ とが なか った し,ア クセス

し易 い所 しか探査 しませ ん で した。今 は高 度

に進 んだ技術 で深 海か らジ ャングル まで地 球

上の あ らゆる所 を探 査 して い ます 。手 をつ け

て ない所 は南極 ぐ らい で はな いで し ょうか。

この状 態 での後41年 とい うの はかな り厳 しい

状 況 になってい る とい うわけです。

進まない非在来石油資源の開発

オイル シェールは,石 油 がで きてその まま移

動 しないで泥岩 の中に染み込んでいる状態の も

のです 。地下1,000～2,000mの 地下 にあるオ イ

ルシェール を採 り出すの は,鉱 山開発 と同 じく

らい コス トが かか ります。 こんな もの は50ド

ル/バ ー レルで 開発 で きるわ けが あ りませ ん。

これは まだまだ無理であると考 えています。

石油代 替エネルギーは何 か。石油の用途 とし

て,発 電 と工業原料があ ります。発電 について

は太陽光やバ イオマス,風 力,原 子力 などで代

替すれ ば良い。 しか し,工 業原料 としての炭化

水素 を安価 にどこか ら持 って くるか と言 うと,

これ は残念 なが ら化石エ ネルギー しかあ りませ

ん。 ですか ら,我 ・々の方 策 と して は,「 発電 は

他 の もので賄 い,化 石エ ネルギー しか使 えない

もの はそれ を有効 に長 く使 お うじゃないか」 と

い う選択 になってきます。

物理探査 とは

図2は 「経済産業省総合資源エ ネルギー調査

会需給部 会」 で配付 された資料 です。問題 は,

オイルサ ン ド,オ イル シェールが入 っている こ

とです。非常 に よくまとめ られた図ですが,タ

イムスケールが欠 けてい ます。例 えばオイル シ

ェールが,い つになれ ば開発可能 なのか分か り

ませ ん。今,原 油価格 は50ド ル/バ ー レルです

が,ま だコス ト的に見合 わず,オ イルサ ン ドや

オイルシェールの開発はで きません。

物理探査の手法

物理探査というのは,地 球,地 層,あ るいは

岩石の持つ物理的特性 を利用 して,非 破壊で,

要するに井戸 を掘 らないで,地 表及びその近傍

から地下の構造及びその構造内の物性値を把握

し,石 油,天 然ガス,石 炭,金 属,地 熱,地 下

水などの各種資源,あ るいは断層や破砕帯の存

在などの各種情報を得るための技術です。

表1の ように,色 々な手法で地下を調べます。

物理探査法の中でも反射法地震探査は,世 界で

一番多 く使われている手法です。石油のための

物理探査の9割 方が反射法地震探査です。これ

は,図3の ように人工地震を起こして波 を発生

させ,地 下の地層境界で反射 してきた波 を地表

で受振 し地下の構造を調べるというものです。

我々の仕事は,地 下構造のデータを取得 して

地球記録断面を作ること(順 問題)と,そ れを

解釈 して地下構造を再構成すること(逆 問題)

第28巻 第1号(2005)
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表1物 理探査技術 とその立脚する物理現象

地震探査法 弾性波の反射 ・屈折

電気探査法 比抵抗 ・分極現象

電磁探査法 電磁誘導現象

重力探査法 密度

磁気探査法 磁比率

放射能探査法 γ線,ラ ドン等 の散 乱 現 象

地温探査法 地温勾配,熱 流量,放 熱量等の地熱現象

物理険層 坑井を利用した物理探査

ジオ トモ グ ラ フ ィ 地表一坑井一坑井間の物理探査

震源

反酎s驚

彗 1受 儒器

図3反 射法地震探査の模式図

表2物 理探査技術の動向

3次 元調査の普遍化

S波 地震探査(3成 分受振 ・発震)の 導入

会話形式による処理 ・解釈

各種探査技術の有機的結合

物性解釈 ・総合解釈

4次 元調査(モ ニタリング)の 導入

バーチャル ・リアリティの普及

新 しい物理 ・数学的概念の導入

です。順問題で,問 題 になるの は信号 を大 きく

してノイズ を小 さくす ることです。逆問題 では,

分解能 の向上が鍵 になって きます。 これ らに対

応す るため,最 近 では表2の ような動 向があ り

ます。

精度を高める3次 元調査

図4は,若 い女性 に も老 婆 に も見 え ます 。

もと もと3次 元 の もの を2次 元 に閉 じ込 め た

ものです か らそ うなって いるの です。 これ に

「回転情報」 を与 え,3次 元 的 に見 るこ とが で

きれ ば,ど ちらか一 目瞭然 にな ります。

図4 若い女性か老女か
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図5と 図6を 用 い て2次 元 と3次 元探 査 の

方法 と3次 元探 査 の メ リ ッ トを紹 介 します。

図5に 示す よ うに,2次 元調査 とは直線 上 に

震源 と受振器 を配置 して調査 を行 うこ とか ら,

鉛 直の2次 元 断面 と しての記録 が得 られ ます。

それ に対 し,3次 元調査 で は震源 と受振 器 を

面的 に配置 す る ことか ら,現 実 に生 じてい る

3次 元 的 なデ ー タを とる こ とがで きます 。例

えば,図6(a)の ような地 下構 造 に対 して2

次元 の反射 法地 震探査 を行 った時 のLine6に

お ける記録が 図6(b)に な ります。2次 元調

査 で は,横 か ら反 射 して きた波 も真 下 か ら来

た もの と思 って しまうわけです。 「マ イグ レー

シ ョン」 とい う地 下 を再構成 す る技術 が あ り

ます が,2次 元 デ ー タだ として処理 す る と,

図7(a)の ように偽像が 出て きます。 これを

3次 元的 に処理 します と図7(b)の ように正

しい形 が 出て くるの です。 です か ら,正 確 な

地下構 造 を求め る には,3次 元で デ ー タを取

り,処 理 しなけれ ばい けない のです。

現 在は3次 元デー タを解釈す るこ とで,よ り

正確 に地下 の構造 が分か る ようにな りま した。
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図62次 元地震探査のデータ

(a) 2Dマ イ グ レー シ ョン

(b) 3Dマ イ ク レー シ ョン

騨r＼'●

図7マ イ グレー ション処 理 したデ ータ
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アメ リカの石油会 社BP・AMOCOの 資料 に よ

る と,2次 元 探 査 をや っ てい た20年 前 に は

14%だ った油 田の発見 率が3次 元探 査 をや る

よ うになった10年 前 には49%に 上 が り,現 在

で は75%に なって い ます。 す なわ ち,今 は4

本掘れ ば3本 当 たる時代です。

3次 元物理調査船の必要性

3次 元調査 に欠かせないのが3次 元物理調査

船です。3次 元物理調査船 は,図8に ある よう

に,受 振 器 を25～50m間 隔 で50～100個 ぐらい

内蔵 した浮揚 性 のあ る長 さ6～8kmの ケ ーブ

ル を,最 大20本 引 っ張 って一挙 に3次 元物理調

査 を行 う船 です 。震源 はエ ア ガ ンです。2次

元 ・3次 元 の物理 調査 船が世界 に170隻 あ りま

す。韓 国が4隻,中 国が12隻,マ レー シアが6

隻,シ ンガポールが4隻,日 本 は何故 か0な の

です。私 は,地 下 を調べ るため には当然調査船

が必 要だ とい うことで,経 産省 に3次 元物理調

査船 を建造す る予算 を付 けるよう要望 して きま

した。や っと,経 産省 か ら財務省 に概算要求す

る方 向で動いて もらってい ます。**

実 は,2年 前 な ら百数 十隻 もの物 理調査 船

が売 りに出 され てい ま した。 石油探査 の ため

の物 理調 査 船 は石 油価 格 と連 動 します か ら,

石油価 格が低 か った当 時,船 を持 って いる会

社 が売 りに出 したのです 。 あの時 な ら50億 円

で3次 元物 理調査 船 を買 え ま した。現在,物

理調査 船 は70隻 ぐらい にな りま した。 そ こに

きて今,石 油価格 が上 が り,探 査 の需要 が増

えて きま したか ら,「3次 元調 査 をや りたい。

船が欲 しい」 と言 って も,そ う簡単 には調達

で きませ ん。船 を借 りて きて調査 すれ ばいい

だ ろうとい う時代 で はないのです。

8,000ト ンぐ らいの物 理調査 船 自体 は200億

円 を投 じて2年 ぐらい で建造 で きる と思 い ま

す。 問題 は,日 本 に3次 元探査 の ソフ トウエ

ア として の調査 技術 が ない ことです 。3次 元

物 理調査 船 とい うの はハ イテ ク工場 です。50

～100m間 隔で受振器 を内蔵 した長 さ6～8km

の ケーブル を最大20本 も絡 まな い ように引 く

の は相 当の技術 が 要求 され ます。残念 なが ら

日本 にはそ うい う技術 は この20年 ほ とん ど育

ってい ませ ん。売 り手 が 「船体 は売 るけれ ど,

探査 装置 は売 らない。 自分 たちで 開発 す れば

いい じゃないか」 と言 われた らそれまでです。

金 さえ出せ ばい い とい う時代 で はないんです。

やは り,ち ゃん とした技術 は 自分 で持 た なけ

れば駄 目です。

毛認 ㌔『煽

/

～ ㌔'卸 、 、

幅 ψ㍉

㍉

図83次 元物理調査船

**平 成17年 度予 算で3次 元物理調査船の建造のため に247億 円が計上 され た。
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日本列 島にお けるエネルギー資源探 査

油 ・ガス田の探査

図9は 日本 の油 ・ガス 田の分布 図 です。新

潟 や山形,秋 田県,最 近 で は北 海道 の千歳空

港 の南,勇 払 とか で見 つ か ってい ます 。太平

洋側で は磐城沖 ガス田が見つ かってい ます。

今 まで 日本 は大陸棚 の水深200m以 浅 に限 っ

て調 査 をや ってい たのです が,石 油,ガ スは

水深 に関係 な く存 在 します 。 ブ ラ ジルで は,

水深2,000m,3,000mの 所 か ら出 てい ます。

図10は 三陸 沖で の地震 探鉱 断面図 です。私

が委 員長 を してい る 「資源 エ ネルギ ー庁 国 内

基礎調査 実施検討 委員会」 が水 深900mの 所 に

あ る背斜構造 に坑井 を掘 り,40万m3/日 の天

然 ガス を発 見 しま した。 その天然 ガス は石炭

起源です。

石炭層 は,図11の ように磐城沖か ら三陸沖,

勇払 沖,サ ハ リンまで伸 びてい ます。 ですか

ら,こ のエ リアが石炭起 源 の天然 ガス の探 鉱

エ リア にな って くる と思 い ます。勿論,北 海

油 田の よ うな大 ガス 田 にはな らない と思 うの

です が,エ ネルギー セキ ュ リテ ィーの面 で非

常 に大 きな意味 を もって くるので は ないか と

思 い ます。
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図11磐 城沖からサハリン沖にかけての炭層の拡がり

領土関連問題

急がれる大陸棚限界画定のための調査

1982年 に国連 海洋法条 約が採択 され,1996

年7月20日 に わが 国 に対 して発 効 しま した。

海 洋 法 条 約 で 排 他 的経 済 水 域***(EEZ:

ExclusiveEconomicZone)1よ 領海の基線(低 潮

線)か ら200海 里(約400km)と 決 め られ ま し

た。 ただ し,200海 里 を超 えて伸 びる大陸棚 に

つ いて,あ る条件 を満 た していれ ば,沿 岸国

の主権 的権利が及ぶ こ とになっています。

海洋法条約 との関連で,1999年5月,「 国連

大陸棚 限界 委員 会」 の科学 的 ・技術 的 ガ イ ド

ライ ンが採 決 され ま した。 この ガイ ドラ イ ン

を批准 した沿岸 国が低 潮線 か ら200海 里 を超 え

る大 陸棚 の限界 に関す る報告 書 を同委員 会 に

提 出 し,「 国連大 陸棚 限界委員会」が審査 を行

い勧 告 を出 します。 そ れに基づ い て設 定 され

た大陸棚 の限界 が最 終 的に画定 す る とい うこ

とになってい ます(国 連 海洋 法条約第76条8)。

日本 は ガイ ドライ ンを1999年5月 に批 准 しま し

たか ら,そ れ か ら10年 後 の2009年5月 が報 告

書 提 出 の期 限 です 。後5年 しか あ りませ ん。

ブ ラジル は既 に申請 しま した。 オース トラリ

アは2004年ll月19日 に提 出 します(ll月16日

に提 出 した一 編集部 注)。 ニ ュージー ラン ドも

や ります。 日本 は,去 年 か らや っ と調 査 して

い る段 階です 。後5年 しか あ りませ んの で早

く調査 を進 めていただ きたい と思 ってい ます。

ガイ ドライ ンに よる と,堆 積 岩 の厚 さが大

陸斜 面脚部 までの最 短距離 の1%で あ る地点,

または大陸斜 面脚部 か ら60海 里 の地点 の どち

らか遠 い地点 を長 さ60海 里 の直線 で結 んだ線

が大 陸縁 辺部 の外縁 とな ります(国 連海洋 法

条約第76条4(a)(1)(2))。 大 陸斜 面脚部

***沿 岸国は,① 海底 とその下 にあ る生物や非生物の天然資源の探査,開 発 などの権利、②海水 や海流 または風 か らのエネ

ルギー生産の ような経済的利用の権利、③ 人工 島な どの設置や利用,科 学 的調査,環 境保全 につい ての管轄権,を 持つ。

他方,す べ ての国 は漁業 な ど資源利用権 はないが,陸 地部分であ る領土 に隣接す る領海 と異 な り,沿 岸 国の同意な しに,

航行,上 空飛行 など交通通信権 を保持す る。沿岸国の沿岸か ら200海 里 までについて,排 他 的漁業水域 と大 陸棚 の概念

を結合 し発展 させた制度であ る。(編 集部作成)
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全
2segraの 簿潔線 ▼

堆積層の厚 さが大陸斜面脚部

までの距離の 蓬%と なる線

が 鶴霧

陸

① 低潮線か ら200海 里 の線

② 大陸斜面脚部か ら60海 里 の線

③ 堆積層の厚 さが大陸斜面脚部 ま

での距離 の1%と なる線

④ 大陸縁辺部 にあ り低潮線 か ら350

海里の線

⑤ 大陸縁辺部 にあ り2500m等 深線 か

ら100海 里 の線

図12大 陸棚の定義(平 面 図)ヘ ッ ドバー グ線

とは,大 陸斜面 か らの傾斜 の最大 変化 点です

(国 連海洋 法条 約第76条4(b))。 ただ し,大

陸縁辺部 は,低 潮線 か ら350海 里,ま たは,水

深2500mの 等深線 か ら100海 里 を超 えて はな り

ませ ん(国 連海洋法条約 第76条5)。

具体 的 に図12で 説 明 します 。漁業 や海底資

源採 掘 な どに主 権 的 な権利 を主張 で きる大 陸

棚 の限界 を一一番 太 い線 で示 してあ ります。 こ

講
.影

の線 は定義の異 なる5種 類の線で構成 されて

います。すなわち,① 低潮線から200海里の線,

②大陸斜面脚部か ら60海里の線,③ 堆積層の

厚 さが大陸斜面脚部 までの距離の1%と なる

線,④ 大陸縁辺部にあ り低潮線から350海 里の

線,⑤ 大陸縁辺部 にあ り2500m等 深線から100

海里の線です。

ですか ら,我 々は大陸斜面脚部 を決めて,

噸鍼隔鰯雛
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図13大 陸性地殻と海洋性地殻
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堆積層の厚 さ,水 深 について科学的な調査 を

しなければいけないわけです。

地殻が沈み込 む日本のようなところは,大

陸斜面脚部があちこちにあ ります。 どこを取

るのかとい うことになりますが,こ うい う場

合,国 連は図13の ように海洋性地殻 と大陸性

地殻の境界か ら60海 里を大陸棚の限界 と定め

ています。海洋性地殻は玄武岩,大 陸性地殻

は花商岩,安 山岩で構成 されていますか ら,

岩石サ ンプルも採 らなければいけません。そ

の分,調 査項 目が増えることにな ります。

説得力あるデータの取得が必要

わが国の主張通 りに大陸棚 限界が画定 された

場合,図14に 示す ように,領 土 と同 じような権

利が及ぶ範 囲が約65万km2拡 大 する と予想 され

てい ます。 これは現在 の国土の約1.7倍 と言 わ

れてい ます。 つま り,戦 争 をしないで主権 を及

ぼせ る範 囲が3倍 になる とい うのです。

2001年,ロ シアが 「国連大 陸棚 限界委員会」

に大陸棚 延伸 の申請 を行 い ましたが,却 下 され

ま した。データ不足 が理 由だと言 われてい ます。

「国連大 陸棚 限界委員会」 に申請 を認め て もら

うには,国 際 的に説得 力のある科学的 ・学 問的

なデー タを示す ことが大事だ と思 います。

日中,日 韓の大陸棚限界画定問題

国連は,「 向いあっているか又は隣接してい

る海岸を有する国の間における大陸棚の境界

画定の問題」には関与 しない と言 っています

(国連海洋法条約第76条10)。 ですから,日 中,

日韓の大陸棚境界 は両国間で決めて くれとい

うわけです。中国は物理調査船を持 っていま

すから,日 本周辺で多 くの調査 を行 っていま

す。「科学調査」 と称 しているのですが,「 科

学調査」は事前通告 し,結 果 を公表 しなけれ

ばな りません。 しか し,中 国は事前通告 も公

表 もしません。中国は,沖 ノ鳥島を 「島では

なく岩だ」 と言っています。多分,そ こを係

争地域 にして国連の関与がないようにしたい

のだと思います。中国は基本戦略 をちゃん と

持って行動 しているのです。

日中,日 韓の大陸棚の限界確定交渉では,場

合によっては,日 本の主張が通らず大陸棚の資

源に対する権利を失 う可能性があ ります。二国

間で交渉する時,先 方は3次 元物理調査船で得

た沢山のデータを持 っているからです。「国連

大陸棚限界委員会」に認めてもらうには,誰 も

が認める方法で精密な調査をして交渉しない と

いけません。そのために,3次 元物理調査船が

必要だと私は繰 り返 し言ってきたのです。
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図15日 中,日 韓中間線付近の油 ・ガス田

日中 ・日韓 中間付近 の油 ・ガス田

平湖 ガス田 は中間線 か ら西へ20kmぐ らいで

す か ら,こ れは 中国の もので し ょう。今 もめ

てい るの は春 暁 ガス 田です。 日本が 主張す る

EEZの 中間線 か ら西 へ4～5kmし か離 れてい

ませ ん。 と ころが,こ の中 間線 はまだ確定 し

てないのです。

春 暁 ガス 田 は今,石 油 を試 掘 してい ます 。

日一 日 と櫓 が大 き くな って ゆ き ます 。多 分,

天然 ガスのあ る構造 は 中間線 に またが って 日

本側 に も続い てい るので,日 本 は調査 を して

ク レーム をつ け なけれ ば駄 目で す。 そ う しな

い と,資 源 を全部 中国に取 られて しまい ます。

水平掘 りとい う坑井掘削技術 があ ります か ら,

中国側 か ら掘 って 日本 のEEZ内 にあ る資 源 を

取 るこ とが可能 なのです。

それか ら,中 国 は,沖 縄周 辺 海域 で水 深調

査 を してい ます。水 深1,000mで は全地 球測位

シス テム(GPS)の 電波 は届 きませ ん。水深

1,000mを 航 行す る原子 力潜水艦 が太平 洋 に展

開で きる よう,沖 縄周 辺海域 の海底 地形 を調

査 し,地 形 で 自分 の位 置 を確 認 しなが ら航行

しよ うとい うわけです。

さ らに,日 韓の 中間線周辺のGoraeガ ス田は,

2004年4月 か ら生 産 を開始 してい ます 。残念

なが ら,日 本 も30年 ぐらい前 か ら,東 シナ海

に堆積 盆地が3つ ある ことは知 ってい ました。

日本 の会社が 鉱 区の 申請 を したの ですが,当

時の通 商産業省 が認 め ませ んで した。今,こ

こ にイラ ンの油 田に相 当す る ぐらい の量 の石

油 があ る と言 う人 もい ます 。可 能性 はあ りま

す か ら,ち ゃん と調査 を しない といけ ませ ん。

さいごに

日本 で は,エ ネル ギー に関す る基 本戦 略が

欠如 してい るので はないか と思 い ます。 皆 さ

んの ご協力 を得 て何 とか,エ ネルギ ー基本 戦

略 を立 てるた めの働 きを してい きたい と考 え

てお ります ので,ま す ます の ご支援 をお願 い

い た します 。 どう もご静 聴 あ りが とうご ざい

ま した。(拍 手)
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総 括 とア ピー ル*

秋 山 守(㈹ 日本工学アカデミーエネルギー基本戦略部会副部会長働エネルギー総合工学研究所理事長)

本 日の公 開シ ンポ ジウムの総括 とア ピールの言葉 を述べ させて頂 きます。総括 に入 る前 に,若 干,

本 シ ンポジ ウムの経緯,趣 旨 につ きま して述べ させて頂 きたい と思い ます。

これ まで本 シンポ ジウムの主催組織 を中心 に,着 実 に関連活動 の実績 を積み重ね,提 言 を含 めて

報告書 を作 成 し,公 開 し,ア ピール も行 って まい りま した。

本 シ ンポ ジウムの開催趣 旨は,特 に21世 紀 に入 りエ ネルギー ・環境 問題が一段 と深刻化 して きてい

るこ とを背景に,地 球 は有 限であるとい う認識 を広 く共有 し,産 業社 会 と生活への影響 を的確 に把握

しなが ら,未 来に向けた 「戦略 的な」取 り組み を進めてい くことです。

本 日の シンポジウム を総括 いた します。樹 木 にた とえれば,強 い幹 を支 える根 の部分 は,基 礎 科

学,基 本的 な思想,ま たそれ を支え る価 値観 倫理観 であるわけです。その上で,根 か ら幹へ広 が

ってい く取 り組みの根 幹 をなすの は,哲 学,理 念,戦 略 です。

その次元 において,本 日は内 田先生 か ら 「新 しい文 明へ の移行」 と題 す るご講演 を頂 戴 しま した。

さらに,そ れか ら派生す る様 々な政策があ ります。 これに関 して は,秋 元先生 か ら内外 のエ ネルギ

ー ・環境政策 に関す るお話 を頂戴い た しま した。

これ に基づ き,今 度 は幹か ら枝 へ と展 開 してい く,つ ま り,具 体的 な計画 を立案 し,実 施 してい

くこ とにな ります。 ここでは,化 石燃料資源 の問題 があ ります。化石燃料 はわが 国のエネルギ ーの

根 幹 を支 えて きた ものです し,今 後 も大い に期待 される ものです。 その中で も特 に使 いやす く便利

な石油資 源 につ いては,「 安 く豊か な石油 時代 が終 わる」 とい う認識 の もとに,石 井先生 か ら貴重

なご講演 をいただ きま した。 さらに,化 石燃料 な ど海底 資源 を入手 してい く上 での前提 と して,わ

が国 の領土 を確保 す るこ とが必要 で,そ うした観 点で,領 土 と資源エ ネルギーの問題 について,芦

田先生か らご講演 をいただいた ところです。

また,将 来 の クリー ンエ ネルギ ー として期待 されてい る水素エ ネルギーについては吉田先生か ら

ご講演 をいただ きま した。

この ような構成 の中で焦眉 の急は,枯 渇 してい く石油資源,「 安 く豊か な石油時代が終 わる」 こ と

を どう認識 してい くか とい うこ とです。 それが終われば,20世 紀 に栄 えた石油文明が衰退 してい く

わけです 。その中で資源争奪が起 こ り,価 格が高騰 し,貧 富 の格差 も世 界的 に拡大 してい くと予想

され ます。 さらにそれが広が る と,食 糧危機,化 学工業原料 の不足 な どに よる産業の危機,さ らに

は,燃 料 が足 りない ことか ら輸送の危機 に陥 るこ とになるで しょう。 これ らの問題 が,資 源,外 交,

軍事,経 済,文 化 な どを含 めた総合 的な国力,な い しは地位 に照 らした格差 とあわせ,わ が 国に と

って 「二重 の」将来 的な懸念材料 となる,こ うい う認識 を持 つべ きだろうと思い ます。

[講演1]安 く豊かな石油 時代 が終 わ る一"石 油 ピーク"の 意味す るところ一

石井先生 か らは,石 油 資源の入手 に係 る問題 で,「 高 く乏 しい石油時代 が来 た」 とい う趣 旨の も

*本 稿 は、昨年11月1日 の 日本学術 会議 第5部/(社)日 本工学ア カデ ミーエ ネルギー基本戦略部会他/(財 エ ネルギ ー総合工学

研究所 共催 の公 開シ ンポジウム 「日本 のエネルギーに未来はあるか一 有限の地球 に生 きる一 」 におけ る総括 とアピールに
つ き本誌掲載用 にテープ起 こ しした ものです。
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とに,世 界最大 と言 われるサ ウジア ラビアの ガワール油 田では水 圧入等 によ り噴 出圧力が維持 され

ている状 況の紹介があ りま した。

石油資源 につ いて量 だけでな く,質 につい て も考 える ことが大変重要です。資源 が"濃 縮"さ れ

て,し か も経済的 に入手 で きる とい う観点での基盤 は質 です 。それ を今後,定 量的 に評価 してい く

ための指標が 出力エ ネルギー と入力エ ネルギーの比(EPR:EnergyProfitRatio)で す。今後未 来の

エ ネルギー供給 を考 え,浪 費型の社 会か ら何 とか脱却 してい く長期 の戦略 を整 えてい く際 の視 点 と

して,EPRに よって評価す るこ との重要性が指摘 されま した。

[講演2]エ ネルギー政策 をめ ぐる諸問題

秋 元先生か らは,国 際エ ネルギー一一tl2関(IEA)の 『エネルギ ー ・ア ウ トル ック2004』 の ご紹介 か

ら始 ま り,エ ネルギ ーの内訳,そ して中東依存度 が極め て高 いわが 国に とっての 緊急 課題 として,

タンカーの航路 の安 全確 保,タ ンカーその ものの確保の問題 をご指摘 いただ きま した。

省 エ ネルギーが叫 ばれる一方 で,民 生部門のエ ネルギー消費 が増 えてい ることを背景 に,エ ネル

ギー政策基本法,基 本計画,需 給見通 し等,最 近の動 きにつ いて,そ の受 け とめ方 はいか にあるべ

きか とい う大変示唆 に富 んだお話 で した。そ の中で,特 に 自給率 向上の面での原子力 の役割 も的確

にご紹介 いただ きま した。

[講演3]新 しい文明への移行一"人 類 と地球"の 世紀

内田先 生のお話の主題 は,新 文 明 に移行 すべ き時であ る とい うことで した。 これ まで文明 は,技

術 と資源 エ ネルギ ーを大 きな原動力 と して進歩 して きま した。石炭 か ら石油文明へ の移行 と技術基

盤 のお話 は大変印象的 です。今後 は,人 口問題,化 石資源浪費 の問題,特 に中国,ロ シアの動 向 を

に らみなが ら的確 にエネルギー,環 境 の問題 を視 野 に入れてい く必要があ ります。

輸送用 エネルギー につい ては,自 動 車の技術 開発 の 中で の見通 しの問題 があ ります。 さ らに,エ

ネルギー と食糧の問題,あ るいは気象,海 流の変化 とエ ネルギー使用 との相 関が現実 に現 れて きて

います。講演 の最後 に,未 来へ の航 海の海図 を描 くことの必要性 を強調 され ま した。

[講演4]水 素エネルギーの展望 と課題

吉田先生か らは水素エネルギーの特徴 を踏まえ,こ れまで約100年 にわたる開発が戦争 などを含

めた現実的で生臭い状況の中で進められてきたこと,し か し,ま だまだこの分野では残された課題

も多いといった内容のご紹介があ りました。

そして,水 素経済実現への重要課題 として,長 期的視点,エ ネルギー価格の推移,外 部コス トの

影響評価等 を考慮 した戦略性,さ らに具体的には,イ ンフラの整備,個 別の取 り組みか ら脱却 した

総合的な推進体制が肝要であるというお話で した。

[講演5]日 本列島をめぐる領土と資源エネルギー

領土と資源エネルギーについて,大 変含蓄に富み,ま た力強いメッセージを頂 きました。海底の

地下探査の意義 と緊急性,こ れは第一義的には領土を確保するということですが,あ わせて地下資

源 を確保 してい く意義 も大 きいわけです。物理探査の最前線について,正 確 に,ま た速 く経済的に

探査する技術 に関する分か り易いご説明があ りました。海底の資源エネルギーの展望 についても,

適切な内容 をご紹介いただきました。
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最後に,大 陸棚境界画定へのわが国としての行動 を今後急いで進めてい く必要性が高いというご

指摘でした。

以上 を総括 しますと,極 めて有意義な見解が述べられ,現 状の理解,今 後の厳 しい課題への考え

方につき数多 くの貴重な示唆を頂戴いた しました。有限の地球に生 きることの実感が深まるととも

に,エ ネルギーの未来について私たちがなお一層理解を深め,か つ連携 を深めなが ら問題解決に努

めてい くことについて,本 日ご参加の会場の皆様の共通 した認識が強まった思います。

最後 にア ピール です が,今 回の公 開シ ンポジウムの内容 を踏 まえ,特 に問題 の改善 に向けた これ

か らの基本姿勢,取 り組み方 について,意 見,要 望 を社会 に打 ち出 してい くことが極 めて有意義 であ

る と思 います。そこで,次 の2つ の点 について急 ぎア ピールを整え,広 く国民 に向け,ま た政界,産

業界,学 界,官 庁 などの方 々に向けて公 開 して まい ります。

[ア ピール1]

全地球規模 でのエネルギー ・食糧 ・環境 の問題解 決 に向け,必 要な情報 を自主 的 に収 集 し,分 析,

評価,体 系化 し,国 民 ・産 ・学 ・官 ・政 ・メデ ィアに提供 してい く基盤 を構 築す ること。

[アピール2]

国連への2009年 の申請提出期限を念頭に置 き,適 切 な司令塔の下に,領 土および地下資源の確保

のための国家百年の大計に則 った基本戦略を早急に構築すること。

ご報告 は以上 です。 あ りが とうご ざい ました。(拍 手)
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懸
[寄稿]

省 エ ネル ギ ー に向 け た

ヒー トカス ケ ー ド空調 技 術 の展 開*

秋 澤 淳(東 京農工大学大学院共生科学技術研究部助教授)

難

1.は じ め に

過去20年 の民生部門におけるエネルギー需要

の動向を図1に 示す。1980年 の需要に対する比

率で表すと,最 も増大 しているのは冷房負荷で

ある。民生部門のエネルギー消費は堅調に増大

しているため,地 球温暖化抑制にとって有効な

対策が求められている。事務所 ビルの一次エネ

ルギー消費量の半分は空調用であるので,空 調

用熱源として排熱や未利用エネルギーを利用す

ることが重要である。すなわち,熱 を多段階に

利用する技術体系を取 り込み,空 調分野におい

て合理的な熱エネルギー利用を実現することが

不可欠になると予想 される。

本稿ではヒー トカスケーディングの枠組み

の中に位置づけられる熱駆動 ヒー トポンプ技

術について解説する。熱駆動 ヒー トポンプ技

術 としては,現 在広 く普及 している吸収冷凍
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機,吸 収冷凍 機 よ りさ らに低温 熱源 を利用 で

きる吸着 冷凍 機,吸 着冷 凍機 と同様 に吸着材

を用 いて除湿 を行 う点 に特 徴 があ るデ シカ ン

ト空調 につ い て紹 介す る。 これ らは コージ ェ

ネ レー シ ョンや工 場排熱 な ど,一 度利 用 され

てか ら排 出 され た熱 を有効 利用 で きる技術 で

あ り,ヒ ー トカスケ ーデ ィ ング(熱 の多段 階

利 用)を 構成 し,冷 熱 を発 生 す る役割 を担 っ

て いる。特 に シ リカゲ ル を用 い た吸着 冷凍機

は低 品質 の熱 を再 活用す る ヒー トカス ケーデ

ィングの最 終段 と して期待 で きる。

2.ヒ ー トカ ス ケ ー デ ィ ン グ

(1)ヒ ー トカスケーデ ィングの考 え方

ヒー トカス ケーデ ィ ング とは小 さい滝が連

続的 に連 なる よ うに,高 温か ら環境 温度 に至

る まで熱 を繰 り返 し利用す るこ とを意味す る。

0

1975198◎19851990199S200◎2005

年 度

図1民 生部門のエネルギー需要動向

*本 稿 は、昨年11月26日 開催 の当所 月例研 究会(229回)で ご講i演頂 いた もの を,昨 今注 目され る省エ ネルギーの技術動向

を扱 ったテーマで もあ り,改 めてご寄稿頂 いた ものです。
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温度

15◎◎℃

工
工クセル

ギー損央

〈従来システム〉

1◎◎℃

15◎◎℃

傷 参玄スケ鎌 ング〉

図2ヒ ー トカスケーデ ィングの概念

す なわ ち,燃 料 を燃 焼す るこ とに よって得 た

1500℃ 以 上 の熱 を蒸 気 ター ビ ン発 電 に用 い,

そ こか ら出 る排 熱 をプ ロセ ス加 熱 に用 い る。

さらに排 出 され る熱 を蒸気 製造 に使 い,温 度

が 低下 したその排熱 を空調 用 に用 いて,最 終

的 な排熱 は環境 に放 出 され る。 熱 は利 用す る

(熱交換 す る)に したが って温度が低下 する性

質 を持 って いるの で,温 度 軸 に沿 って熱負荷

を並 べ,順 番 に使 って い くこ とによ り,最 初

に投 入 され た熱 エ ネル ギーの持 っ てい るポテ

ンシャル を総 て使 い尽 くす 考 え方で あ る。高

温 の熱 を低 温 の熱負荷 に消 費す る と,熱 交換

に よって大部分 のエ クセ ルギ ー(熱 か ら動力

を生 み 出す能力)を 損 失 して しまう。 熱力学

的 にい えば,ヒ ー トカス ケーデ ィング とはエ

クセル ギー損 失 を最小化 す る よ うな熱 の利 用

法 を意味 して いる。 図2に ヒー トカス ケー デ

ィ ングの模 式 図 を示す 。発 電 プロセス とボ イ

ラをつ ないで電力 を生 産す れば,従 来 シス テ

ム で損 失 して いるエ クセル ギー を無 駄 に しな

くてすむ こ とが わか る。電力 の よ うに高 質 な

エ ネルギ ー を生産 す る には高 温の熱 ほ ど有 利

なの で,熱 利 用 はエ クセル ギー を利 用 した後

にする方が よい とい える。

(2)NEDOに よるケースス タデ ィ

ヒー トカスケーデ ィングの実効性 について,

NEDO(新 エ ネル ギー ・産業 技術 総合 開発 機

構)の 調査 研 究が な されてい る。東京 湾岸 地

域 には多数 の大規模 工場 が立地 してい る。 調

査 はそ れ ら工場 間 での熱利 用や熱 融通 の合 理

化 による燃料消 費削 減効果 の推定 を 目的 とし

てい る。 各工場 内 での熱利 用形 態 に関す る詳

細 な調査 を踏 まえ,ピ ンチ テク ノロジー を活

用 して熱 利用 方 法 の見 直 しを行 っ た と ころ,

22%も の省 エ ネルギ ー効 果が見 込 まれ る との

結 果で あ った。 これは 国内原油 消費量 の一 日

分 に相 当す る量 で あ り,ヒ ー トカス ケー デ ィ

ングが大変効果 的である ことを示唆 してい る。

3.熱 駆動空調技術

家庭用 エ ア コンや ビルマルチ な どの空調方

式 は電力 駆動 であ り,高 質 な電 力 を用 い る こ

とによって高 いCOP(成 績係 数=冷 熱 出力/

入力 エ ネルギ ー)を 実現 してい る。一 方,熱

駆動 の空調 方式 は必ず しもCOPは 高 くないが,

低質 な熱 エネルギ ーで冷房 で きる特徴 を持 つ。

また,太 陽熱 やバ イオマ ス燃 料 な どの再 生可

能エ ネルギーを利用す るこ とも可能 である。

(1)吸 収ヒー トポンプ

電力駆動の圧縮 ヒー トポンプと吸収 ヒー ト

ポ ンプの違いを図3に 示す。冷熱 を得る仕組

みの基本は冷媒の蒸発 にある。圧力 を下げる

ことによって蒸発器内で冷媒が蒸発 し,蒸 発

熱を奪 うことによって冷水が発生す る点はど

ち らも同 じである。圧縮式では冷媒蒸気 をコ

ンプレッサで昇圧 して凝縮器 に送るが,吸 収

式では冷媒蒸気 を吸収溶液に吸い込 ませ,そ

の溶液 を加圧 して再生器 に送る。再生器で加

熱 して冷媒を追い出してや り,凝 縮器 に送る。

凝縮器

蒸発器

〈圧縮 ピー一トポンプ 〉

再生器 凝縮器

ポンプP

吸収器 蒸発器

〈吸収 ヒー トポ ンプ 〉

図3圧 縮/吸 収 ヒー トポンプの動作比較
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どち らの方 式 も冷媒 を低 圧側 か ら高圧側 に送

る点 に変 わ りはな く,違 い は冷媒 を凝縮 器 に

送 り込 むの に吸 収式 では熱 を利用 す る点 で あ

る。凝 縮器 で冷 却 されて液化 した冷媒 は蒸発

器 に戻 り,再 びサ イクルを繰 り返す。

吸収 ヒー トポ ンプの作 動媒 体 には臭化 リチ

ウム水 溶液 一水,あ るい は水 一ア ンモ ニ アが

用 い られ てい る。水 もア ンモニ ア も天然 に存

在す る自然作 動媒 体 であ り,温 暖化 や オ ゾ ン

層破壊 を もた らさない好 ま しい冷媒 で あ る こ

とも大 きな特徴 である。

既 に普及 してい る吸収 冷凍 機 には単効用 機

(COPO.6～0.7程 度)と 二重効用機(COP1.0～

1.35)が ある。 近年,吸 収 冷凍 機 の三重効 用

化が進 め られ,実 機 が市 場 に投 入 され る段 階

まで きてい る。 三重効 用 とは,再 生器 を3つ

(高温用,中 温用,低 温用)持 ち,冷 媒蒸気 の

凝縮 熱 を2回 再利 用す るこ とに よ り,高 温用

に加 えた熱 エ ネルギ ー に よっ て3回 蒸気 を発

生 させ る ことを意味す る。 そ の結 果,よ り多

くの冷 熱 を得 る こ とが で きるため,COP1.6と

い う高 い変換効 率 を実 現 して いる。 これ は圧

縮 ヒー トポ ンプの シス テムCOP(発 電 の一次

燃料 か ら冷 熱 までの変換 効率)と ほぼ同程 度

で ある。比 較的高温の排熱(240℃ 程度)が 利

用 で きる場 合 には,空 調 の省 エ ネル ギー化 に

極め て有効 な技術 となる意義 を持 っている。

〈吸着ヱ穫〉

〈脱着工程〉

シリカゲル

脱 着 一一〉

冷水

ゆ
(冷房用)

(低潟排熱琴彌 〉

図4吸 着冷凍サイクルの動作

繍
⇒

(2)吸 着 ヒー トポ ンプ

① 吸着冷凍 サイ クル

吸収 冷凍機 が臭 化 リチ ウム水 溶液 あ るい は

ア ンモニ ア水 溶液 な どの吸収 溶液 を使 うの に

対 し,吸 着 冷凍 機 は固体 の 吸着 材 を用 い る。

吸着材 と して はシ リカゲル,活 性炭,ゼ オラ

イ トな どが使 われ る。 一方,冷 媒 と しては シ

リカゲル には水が,活 性 炭 には メ タノールが

使 われ る。 シリカゲ ルは比較 的低 温(80℃ 以

下)で 吸脱着 す るた め,低 温排 熱利 用 に適 し

た材 料であ る。

図4に 吸着 に よって冷 熱 を得 る基 本 的 な動

作 原理 を示 す。 シ リカゲル槽 を冷却 す る こと

によって冷媒 蒸気 が吸着 される。 その際,蒸

発 器で潜熱 を奪 うため冷熱が生 じる。その後,

シ リカゲ ル槽 を加 熱 す る と冷媒 は脱 着 され,

蒸気 は凝縮 器 に移 行 して液化 される。 これ を

くり返す こ とに よって冷却効果 を発 生 させ る。

脱着 している間は冷却効果が得 られないので,

実機 で は2つ の シ リカゲル槽(吸 脱 着器)と

蒸発器,凝 縮器 か ら構成 され,吸 脱 着器 を交

互 に運 転す るこ とに よって連 続的 な出力 を得

る仕組 み となってい る。 なお,吸 着 冷凍 機 に

は吸収 冷凍機 にあ ったポ ンプす らな く,バ ル

ブの切 り替 えのみ によって運転 され る。

この基本的 なサ イクル を,後 に述べ る多段型

サ イクルに対比 して単段型サ イクル と呼ぶ。単

段型 は加 熱温度70～80℃ でCOPは0.6程 度 と,

単効用吸収冷凍機 とほぼ同様 の効率 を持 つ。課

題は設備 のサ イズが大 きいこ と,バ ッチ運転 で

反応 器の加熱 ・冷却 を くり返す ため,顕 熱 的な

エ ネルギー損失 の発生が避 け られない ことがあ

げられる。

なお,こ の単段 型 吸着冷 凍機 は 日本 で商用

化 され てお り,デ ィーゼ ルエ ンジ ンの ジャケ

ッ ト冷却水 排熱(70～80℃)を 利 用 した冷房

用 な どに応用 されている。

② 多段吸着冷凍機

熱駆動冷凍機の大 きな課題の1つ は駆動熱

源の低温化である。一般的に低温になるほど

第28巻 第1号(2005)
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図5二 段型吸着冷凍サイクル

排熱源が多い と考えられるので,よ り応用範

囲が広が ると予想 される。 シリカゲルは比較

的低温に向いているため,よ り環境温度 に近

い温度域で動作する吸着冷凍サイクルが研究

されている。具体的には,吸 脱着器ペアを多

段に積み重ねることによって,熱 源の低温化

を図ることができる。二段化することによっ

て,熱 源温度 を60℃ レベルに低下 させること

がで き,さ らに三段 にすれば50℃ レベルの排

熱を使 って冷水製造が可能 となる。図5に 二

段型吸着サ イクルの装置構成 を示す。下段の

吸脱着器が蒸発器か ら吸着 した蒸気は,再 生

工程で上段の吸脱着器 に吸着される。 さらに,

上段から再生 された蒸気が凝縮器で液化 され,

蒸発器に戻ってサイクルを繰 り返す。

多段 にす るほ ど反応 器の数 が多 くな り,顕

熱 ロスが増加 す るため効 率が低 下 す る と同時

に容積 が大 き くな る難点 が ある。多段 化 に し

たが って反応 器 の数 が増 えるため,コ ンパ ク

ト化 が大 きな課 題であ る。

図6に 単段 ・二段 ・三段 型 の実験 に よる吸

着材単位 質量 あた り冷凍 能力の比較例 を示 す。

熱 源温度 が低 温 にな るに したが って冷 凍能 力

が低 下 し,55℃ 以下で は三段 型が,55-65℃ で

は二段 型 が,70℃ 以 上 では単段 型が最 も出力

が大 きい こ とが見 て取 れ る。三段 型 のCOPは

実験機 で0.1程 度 であ るが,低 温 にな るほ ど排

熱 は豊富 になるの で,COPが 低 い こ とは大 き

な問題 にはな らない と考 え られる。

12◎

璽婁 紛◎

)

鋸80
翼

寒6◎

毒

綴4◎

藁20

◎

4◎5c 6◎7◎8◎gc

温水温壌(驚)

一x一 蕊段型

一鐵一二段型

剛○一単段型

図6多 段型吸着サイクルの冷凍能力
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(3)デ シカン ト空調

① デシカント空調サイクル

デシカン ト空調 とはシリカゲルなどの吸湿

材 に空気を触れ させ,湿 分を物理的に除去す

る方式である。前述の吸着冷凍機が クローズ

ドなサイクルであったのに対 し,デ シカン ト

空調はオープンサイクルであ り,湿 分除去 に

重点をおいている点に特徴がある。

図7に 空気線図上での空調方式の違いを図示

した。従来のエアコンでは空気を露点以下に冷

却 して湿分を取 り除き,加 熱 して室内に送 りだ

している。一方,デ シカント空調では吸着メカ

ニズムによって除湿 し,吸 着熱で温度が上昇 し

た空気を冷却 して所望の温度 ・湿度状態を作 り

出す。言い換えれば,従 来の空調では湿度制御

は温度制御のみによる一自由度系であるのに対

し,デ シカン ト空調では温度制御 と湿度制御の

二自由度を実現する技術である。湿分を吸着に

よって物理的に除去するため過度 に冷却するプ

ロセスを省 くことができるとともに,比 較的低

温の熱で駆動できる長所 を持つ。

② システムの基本構成

外気を除湿 ・冷却 して室内に供給する全還気

型のシステム構成 を図8に 示す。シリカゲルを

表面に塗布 したハニカム状の構造 を持つデシカ

ントロータにまず湿度の高い空気 を通す。除湿

の際に空気 は吸着熱 によって温度が上がるた

め,次 いで顕熱交換ロータを通 して熱回収 し温

度を下げる。湿度を下げた低湿空気を必要な温

度に冷却して室内に供給する。この時,蒸 発冷

却器を用いれば追加的な冷却用エネルギーを投

入せずに温度を下げられる。室内で顕熱負荷 と

潜熱負荷を受け取 った空気は加湿による蒸発冷

却によって温度を下げ,顕 熱交換機で暖められ

る。次いでヒータで80℃程度に加熱 され,デ シ

カントロータを通過する際に吸着材 を熱するこ

とによってそこに含 まれていた湿分を脱着 させ

る。湿度の高い空気は外気に放出される。なお,

室内空気で再生するのではな く外気を用いる形

式,室 内空気 を排気せず循環させて除湿 ・冷却

する形式もある。

シリカゲルを脱着 させる温度 レベルである

ので,駆 動熱源 には太陽熱やコージェネ レー

〈従来型空調〉 相対灘度

過辮な濤…鄭による除湿10◎%

如
〈デシカン ト震調〉

級着

塁 による

除灘

温度

図7デ シカン ト空調の除湿方式
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撫 熱水 分 デ
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排 出 葭…タ 臨

撲気
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さ謬

冷却

図8デ シカン ト空調システムの構成
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図9デ シカ ン ト空調 の除湿性能 ・COP(1)

シ ョン排熱 が十分 利用 可能 であ る。排熱 温度

は若 干高 めで あるが,マ イ クロガス ター ビ ン

の排気 で直接 デ シカ ン トロー タを再 生す るシ

ステムが実際 に商業化 され ている。

③ デ シカ ン ト空 調の性能

デシカ ン ト空調 のCOPを 外気 と室 内 に吹 き

出す除湿 空気 のエ ンタル ピー差 に対す る再生

用 加 熱 量 の 比 で 定 義 す る。 再 生 温 度 と除湿

量 ・COPの 関係 の一例 を図9に 示す(1)。 再生

温度 が高 くな るほ ど除湿性能 は大 きくなるが,

COPは 低下す る。

④ デ シカン ト空調 の効 果

現在,デ シカ ン ト空調 は スーパ ーマ ーケ ッ

ト,病 院,屋 内 プー ル,冷 蔵 ・冷凍倉 庫 な ど

へ の導 入が図 られてお り,200件 以上 の実績 が

報告 されて いる。湿 度 を下げ る こ とに よって

冷凍 庫 に霜 がつ くの を防 げ るこ と,空 気 が加

熱 され るため滅菌 効果 が ある こ となどの導入

理 由があげ られ る。

売 場 面 積1,600m2,シ ョー ケ ー ス エ リア

450m2の 大 型店舗 の事例 において,デ フロス ト

運転 のため の電力 が削減 され た報告例 を紹 介

する(2)。 シ ョーケースでは20分 ～30分 に一回,

霜 取 りのた め にデ フロス ト運 転が な され る。

デ シカ ン ト空調 によ ってシ ョーケー ス前 の湿

度 を下 げた結果,夏 季 お よび 中間季 におい て

約17%(冬 季 は5%)の シ ョー ケース消 費電

力の低 下 につ なが ってい る。 また,こ の事 例

で はデ シカ ン ト空調 駆動用 にガス エ ンジ ンヒ

ー トポ ンプの排熱 が利用 され てお り
,さ らに

省 エネルギーが促進 されている。

4.お わ りに

ヒー トカス ケー デ ィングの考 え方 は熱 エ ネ

ルギーの適材 適所 へ の利 用 を図 ろ う とい う も

の であ る。 高質 なエ ネル ギー は高 質 を必 要 と

す る需 要 に,低 質で よい需要 には低 質 なエ ネ

ルギ ー を供給 す る仕 組 み を具体 的 に作 り出す

ことが必 要 であ る。今 回紹介 した熱 駆動 ヒー

トポ ンプ ・冷 凍機 は低 質 な熱 エ ネルギー か ら

高付 加価値 な冷熱 を得 る技 術 であ り,今 後 の

省 エ ネルギ ーへ の貢献 が期待 され る。 これは

同時 に質 の高 い電力 エ ネルギー の無駄遣 い を

省 くこ とを求 めてい る とも言 える。「熱でで き

るこ とは熱 です る」 ことを実 行す る社会 シス

テ ムの形成が課題であ る。

参 考 文 献

(1)吉 田,デ ジ カ ン ト空 調 の市 場 動 向,太 陽 エ ネ ル ギ ー,
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(2)佐 溝,上 村,池 本,デ シ カ ン ト空 調 機 導 入事 例(ス
ーパ ーマ ー ケ ッ ト)

,太 陽 エ ネ ル ギ ー,Vol.27,No.2,

2001
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[寄稿]

最近の省エネルギー対策の動向*

佐 藤 文 廣(撫 鑛 一センター)
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1.は じ め に

巨大台風,集 中豪 雨,森 林火災な ど近年異常

気象 に よる自然災害 の報告が後 を絶たず,そ の

最 た る原 因に地球温 暖化が挙 げ られてい ます。

国 連 環 境 計 画(UNEP:UnitedNations

EnvironmentProgram)は,昨 年 の異常気象 によ

る 自然災害で の損失 は900億 ドルに上 り,一 昨

年 の650億 ドルを上 回 り過去最大 になった と報

告 してい ます。地球温暖化問題 は身近 な問題 と

して具体的 に認識 されつつあ るようです。折 し

も,ロ シアの京都議定書批准 によ り今年2月16

日に議 定書が発効 しました。 この こ とに よ り,

わが国 は1990年 を基準年 に して,地 球温暖化ガ

ス排 出量 をそれ よ り6%削 減す る義務 を国際的

に正式 に負 うこととな りま した。この削減 目標

については,妥 当性や実現性 についてこれ まで

原400mu
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様々な議論がなされてきたところですが,国 は

議定書の発効を受けて前向きに対応 していこう

との立場を明確にしています。

京都議定書の目標 を達成す る方法 として,

省エネルギー対策は益 々重要な課題 と認識 さ

れ,そ の成果 に大 きな期待が寄せ られていま

す。ここでは,主 として国の審議会で行われ

ている議論 を中心に,最 近の省エネルギー対

策の動向を紹介することとします。

2.最 近 のエネルギー を取 り巻 く情 勢

(1)最 近の国内外の情勢

わが国のエネルギー問題 は,過 去2度 に亘

る石油危機 を契機 として大 きな転換を迫 られ

ました。図1に わが国の最終エネルギー消費

の動向を高度成長期の1965年 から今 日までの
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わが国の最終エネルギー消費の動向
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*本 稿 は、昨年11月26日 開催 の当所 月例研究会(229回)で ご講演予 定であった ものが,都 合 によ り実施で きなか ったこと,

お よび昨今注 目される省 エネルギーの取組 み動 向を扱 ったテーマで もあ り,改 めて ご寄稿頂いた ものです。
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図2主 要国の一次エネルギー消費の動向 と予測

推移 として示 しましたが,石 油危機がわが国

のエネルギー消費の動向に大 きく影響 した様

子が分か ります。一方,近 年現実味 を帯びて

きた地球温暖化現象は,国 際的解決課題 とし

てその対策が求められてお り,温 暖化ガスの

主要発生源が化石エネルギーの使用 によるこ

とから,わ が国のエネルギー問題は再度の転

換が迫 られています。 しか しなが ら,図 で見

る通 り,わ が国の最終エネルギー消費は京都

議定書の基準年である1990年 以降引 き続 き上

昇傾向にあ り,特 に民生,運 輸部門において

一方的上昇が続いてきました
。

また,冷 戦の終結 と共に大 きな経済成長を

遂げつつある中国,イ ン ドを始めとするアジ

ア圏のエネルギー需要は,年 々急激 な上昇を

続けてお り,こ れまでの世界のエネルギー供

給バ ランスを大 きく変 える勢 になっています

(図2)。 さらに中東での戦乱 は見通 しの得 に

くい状況 とな り,石 油の安定供給 に不安 を投

げかけています。

この様なエネルギーを巡る国内外の状況の

変化 に対応するためには,エ ネルギー問題 を

京都議定書の約束達成 といった短期的視点に

立つだけでな く,よ り長期の視点 に立った上

で,現 状の対策 を見直すことが必要と考えら

れます。 この様な視点か ら近年国の関係する

審議会においてエネルギー対策の検討が進め

られています。

(2)国 の審議会 での検討経緯

わが 国のエ ネル ギー需給 に関す る基 本 問題

に対 応す る ため に,2002年6月 「エ ネル ギー

政策基本 法」 が成 立 しま した。 この基本法 に

基 づ き,10年 程度 を見通 した 「エ ネルギ ー基

本計 画」 が2003年10月 に策定 され ま した。 し

か し,前 節 で述べ た近年 のエ ネ ルギー を取 り

巻 く急 激 な変化 に対応 す る形で,2003年 末 よ

り 「総合 資源 エ ネルギ ー調 査会」 と 「産業構

造 審議 会 」 の合 同会 議 の場 で,よ り長 期 の

2030年 頃 を見通 した需給 予測 の検討 が進 め ら

れて きま した。検討 は複 数の シ ナ リオ を想 定

し,比 較基準(レ フ ァレンス)ケ ース に対 し

エ ネルギ ー技術 の進展 ケー ス,原 子 力発 電の

導入が 変化 した ケース,経 済成 長 や原油価 格

が変動 したケ ース等 につい て具体 的 な検討 が

な され,2004年10月 に最終 と りま とめが行 わ

れ てい ます 。 この と りまとめ にお いて,省 エ

ネルギー進展 ケ ース と して試算 され た2030年

の 炭酸 ガス(CO2)排 出量 は,こ れ まで進 め

て きた省 エ ネル ギー対 策 が十 分浸 透 す れ ば,

1990年 の基 準値 以下 にす る こ とが 可能 との数

値 を導 き出 してい ます。(図3)

この試算では,消 費者の消費性 向が どの程度

現実 的に予測 されたのか,費 用対効 果 を踏 まえ

た対策 の実現 性 は どうか等 に疑問が 残 る もの

の,他 のケース に比べ て省エ ネルギーの実践が

極 めて効果的である ことを示 した点で意義深い

一68一
季報エ ネルギー総 合工学



34◎

33◎

32◎

310

3◎◎

?
薄go
演280

279

26◎

25◎

24◎

317

i建

i聾

　 じ

r--324-↑

鯖}一 一}7

286_嚇

層

峯

T

こ

…x蹄 戯袴越
撰 砺 鍛

.蟻

鞠へT「「一}一'""
v'凱

r

r

一

一

ー分歎塞攣
讐

π郵織
称甑

…

-
◇
…
T

省エネ進展ケース
L

'傘
盗"諜=転蟻… 漸披婿分

甑 る
.漏桜

護 /

311

、

275

258

書99◎2◎ ◎◎201◎2◎2◎2◎3◎

年 度

茎生:従来技徳分にはヒー トポンプの効果を、籍技衛分には燃料鷺池&轍 型の効衆をそれぞれ禽む 〈レファ

レンスで反鋏 している分の効集は除 く〉。
出断:需給部会「2◎3◎年のエネルギー一一as給展墓」

図3エ ネ ル ギ ー 起 源CO2排 出 量 の 見 通 し(省 エ ネ ル ギ ー 進 展 ケ ー ス)

ものが あ ります。 この検討で は,京 都議定書の 表1

達成 目標年度であ る2010年 の姿 は,2030年 に向

けての通過点 として考え られてい ますが,2010

年の予測 について はよ り身近 な問題 と して最新

の経 済成長 の見通 しを加 味す る等 して試算 さ

れ,2030年 の見通 しと若干異 なった予測値が示

され てい ます。 この見通 しを受 けて,「 総合資

源エネルギー調査会省 エネルギー部会」 におい

て具体 的追加対策の検討 がな され,昨 年6月 に

中間 と りま とめがな されま した。

(3)京 都議定書目標達成計画

京都議定書の成立を受けて,国 は過去2度 に

亘 り 「地球温暖化対策推進大綱」を著 し,京 都

議定書目標達成に向けて具体的な行動目標を作

成 してきました。この大綱は京都議定書の発効

を受けて,「 京都議淀 書 目標達成計画」 と名称

を変更 して近々とりまとめが行われることにな

っています。この計画に向けて,各 委員会の最

終とりまとめがこの2月 か ら3月 初めにかけて

行われましたが,こ れまでと大 きく変わった点

は,代 替フロンとメタン等の発生量が大幅に抑

えられる見通 しとなり,エ ネルギー起源の炭酸

ガス発生量に対する削減目標は相当程度緩和 さ

れる結果となったことです。即ち,エ ネルギー

起源炭酸ガスについては59百 万t-CO2の 追加対

2010年 における温室効果ガス排出量見通 し

基準 年総 妻非出量(1,23フ 蒼フ5t)比

環行大網の
霞標

現行対策ケース 追加対策ケース

1.團 内温塞魏桑ガス ▲α5% 礁 ◎髭
▲◎.5覧

(t231蕎 箔t)

○エネルギー趨源CO2 ▲2.0% ÷5.4瓢 昏◎、6%

・エネルギー需i妻薄策

懸 疑努力

・革i翫的技術

〈止◎覧)

〈▲ 壌。嬬)
'貼 ㌔

(▲O.6%)

御

}

下nヤ

…

}

○代替フ藏ン等3ガス +2.◎% や麟% 季α偶

○雰エネルギー起源C◎2 ▲ ◎.5瓢 ▲ ◎.8瓢 ▲ 重.2%

2.森 林畷駁源 ▲3.9% 鼎 ▲3.9嚇

3.そ の他(京都幼ニズム等) ▲1.6% … ▲t6弘

出断;第26園 地球磯境小委員会資撃

策 を講 じる ことで,2010年 度の排 出量 を基準年

総排 出量比+0.6%(大 綱 の 目標▲2.0%)ま で

抑制で きれば,温 室効果 ガス全体で大綱の 目標

で ある▲05%の 削減 を達 成 し得 る見 通 しが示

され ま した。(表1)

3.省 エネルギー対策 とその評価

(1)対 策の評価方法

現行大綱 に示 される省エネルギー対策の効

果の有無 と,こ れまで効果があ り今後 どの程

度の効果 を見込めるか を評価することは,今

後の対策をたてる上で極めて重要なことです。
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表2排 出量の評価方法(2010年 度見通 し)
罰
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国で は これ までの対 策 を評価 し,2010年 度 の

目標 見込み を推定 してい ます。

一般 に
,あ る部 門 にお ける炭酸 ガス の排 出

量 は,エ ネル ギー消費1単 位 当 た りの炭 酸 ガ

ス排 出量,エ ネルギ ー消 費原 単位,そ れ にそ

の部 門 を代 表す る活動量(生 産量等)を 掛 け

て求め られ ます。

炭酸ガス排出量=炭 酸ガス排出原単位 ×エネ

ルギー消費原単位×活動量

この活動量は,例 えば産業部門であれば鉱

工業生産指数(IIP),業 務部門では床面積,

家庭部門では世帯数,運 輸部門では輸送量等

が考えられます。活動量の増減はその時点の

経済状況や社会状況によって変わって きます

ので,工 場な どで省エネルギーを実践する場

合には,生 産量当たりのエネルギー消費原単

位 の削減を目標 にする事が一儀 とな ります。

国で行 われる評価で も,原 単位改善の見通 し

に2010年 度 に向けて想定される人工,世 帯数,

経済成長率等の諸要素の動向を見込 んだ活動

量の推計値 を掛けることにより最終エネルギ

ー消費 と炭酸ガス排出削減量を出しています。

(表2)

(2)各 部門毎のこれまでの対策の評価

① 産業部門

産業部門では,経 団連環境 自主行動計画に

基づ く省エネルギー努力,高 性能工業炉,高

性能ボイラー等,省 エネルギー設備の導入促

進などの取 り組みが行われています。

出漸:第26園地球環境小委黄会資料

動
量
の
単
位
ご

と
に
玲
類

「経 団連環境 自主行動計画」については,

「産業構造審議会 ・総合エネルギー調査会自主

行動計画フォローア ップ合 同小委員会」にお

いて,進 捗状況のフォローアップが行 われて

います。その結果,自 主行動計画は目標達成

に向けて総 じて順調 に進んでいるとされてい

ますが,実 質GDP(国 内総生産)成 長率 を見

直 したことから削減 目標量は当初計画よ り大

幅に縮小 される結果になっています。。

省エネルギー設備の導入促進では,高 性能工

業炉の導入に対する補助金,高 性能ボイラー等

の普及に対する支援等の措置により順調に導入

が進んでいるとみられ,特 に高性能ボイラーの

加速的導入が続 くものと考えられています。

② 民生家庭/業 務部門

民生部門では,家 電製品 ・OA機 器等のエネ

ルギー消費効率の改善,住 宅 ・建築物 の断熱

効率の向上,エ ネルギー管理の促進 などの取

組が行われています。

機器のエネルギー消費効率の改善は,ト ッ

プランナー基準により効率の改善が図 られて

いますが,新 規製造/輸 入される トップラン

ナー対象機器 は,着 実に基準 を達成 してきて

お り,機 器の買い替 えに伴い改善が見込 まれ

ると評価 されています。

新築住宅 ・建築物のエネルギー性能の向上

については,「平成11年 省エネ基準」 に適合 し

た住宅 ・建築物が着実に増 えてお り,今 後 と

もこの傾向が続 くものと考えられています。

高効率給湯器の普及については,ヒ ー トポ

ンプや潜熱回収型給湯器およびガスエ ンジン
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給湯 器等 に よ り,給 湯 器の エ ネルギ ー消 費量

が約15～30%改 善 改善 され る と してい ます。

高効 率給湯 器の導 入 を促 進す るた めに,2002

年度 か ら支援措 置 を講 じてお り,導 入 の加速

化が今後 も続 くもの と想定 されてい ます 。

情 報技術(IT)を 活用 して住 宅 お よび業

務 ビル のエ ネルギ ー を管理 す る シス テムで あ

るHEMS(HomeEnergyManagementSystem)

とBEMS(BuildingEnergyManagementSystem)

につ いて は,現 在普 及促進 に向 けた実 証実験

や普及 支援 が行 わ れてい ます 。HEMSに つ い

て は検 証段 階 に あ りますが,BEMSに つ いて

は実用化 段 階 にあ り,今 後 か な りの程 度普 及

してい くもの と考 えられてい ます。

③ 運輸部 門

運輸部 門の対 策 と して は,「 トップランナー
　

基準」 に よる 自動 車の燃費改 善,ク リー ンエ

ネルギー 自動車 の普及促 進,交 通 シス テム の

改善 な どの取組が行 われています。

新規 製造/輸 入 され る トップラ ンナー対 象

自動 車 は,基 準 を達成 す る 自動車 が着 実 に増

えて きてお り,2010年 度 にか けて も引 き続 き

増加す る と見込 まれてい ます 。

電気 自動車,ハ イブ リッ ド自動車,天 然 ガス

自動車等の クリー ンエ ネルギー 自動車 について

は,補 助制度,税 制上の優遇措置等 の支援措置

が講 じられ てお り,2010年 度 にお いて約189万

台程度の普及が見込 まれる とされてい ます。

交通 流 の円滑化,物 流 の効 率化 な どの交 通

シス テム の改 善効 果 につい ては,国 土交通 省

との最終的 な調整が行 われ てい ます。

4.今 後の省 エネル ギー対策(省 エネル

ギー部会最終 とりま とめか ら)

(1)基 本的 な考 え方

2030年 に向けたエ ネルギー需給 展望の 中で,

わが 国の省 エ ネル ギー政策 の 目標 と して,「 他

国 のモ デル となる世界 に冠 た る省 エ ネルギ ー

国家 を 目指 す」 こ とが言 われ てい ます 。 この

考 え方 を受 けて,今 回の追 加的 エ ネルギ ー政

策 の基本 的方 向 は,国 民,製 造事 業者,国 等

が 一体 とな って活動 で きる環境 を醸成 し,最

終 需要家 の努力 を引 き出す こ とが必要 とされ

ま した。 このため に,国 民 へ の正 しい情報 の

提供 と技 術 開発 に よる具体 的選択 肢 の提供 が

必 要 であ り,ま た,対 策 強化 を必要 とす る民

生 ・運輸 部 門 につ いて は,最 終需要 家の努 力

を求 め る こ とが強調 され て い ます。 さ らに,

取 り組 み に際 しての公 的部 門の率先 垂範 を述

べ る とと もに,産 業 部 門 にお け る民 生 ・運 輸

部門へ の取 り組みが必要 と してい ます。

次 に,具 体 的対 策 につい て部 門毎 に概 要 を

紹介す るこ とに します。

(2)2010年 に向けた今後の省エネルギー対

策のあり方

① 民生部門

まず取 り上げられたのが,民 生部門におけ

るエネルギー管理の徹底です。エネルギー消

費量の大 きなオフィスビル等の総点検の実施,

比較的小規模 な業務用分野の需要家のエネル

ギーの使用状況を把握 させるための仕組み作
**

り,ESCO(EnergyServiceCompany)事 業

の活用促 進(公 的部 門での率先 的導 入),IT

を 活 用 し た エ ネ ル ギ ー 管 理 の 徹 底

(BEMS,HEMSの 普及促 進 を含 む),さ らには

複数建 物 を一括 したエ ネルギー管理 の促 進 の

*エ ネルギー消費機器 の製造 または輸 入の事業 を行 う者に対 し、機 器の省エ ネ性能(エ ネルギー消費効率)の 向上 を義務

付 けた基準。現在 の対象 は以下 の18品 目。

[対象 品目]

乗用 自動車,エ ア コン,蛍 光灯 器具,ビ デオテープ レコー ダー,テ レビジ ョン受信機,複 写機,電 子計算機 磁気 デ ィス

ク装置,貨 物 自動 車,電 気 冷蔵庫,電 気冷凍庫,ス トーブ,ガ ス調理機器,ガ ス温水機器,石 油温水機器,電 気便座,自

動 販 売機,変 圧器

**工 場や ビルの省エ ネルギー に関す る包括的 なサー ビス を提供 し,それまでの環境 を損 な うこ とな く省 エネルギー を実現 し,

さらにはその結果得 られ る省エ ネルギー効果 を保証す る事業。
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必要性や重要性が挙げられています。

次 に挙げ られているのが,消 費者への省エ

ネルギー機器提供の促進です。 トップランナ

ー基準 の対象拡大 ・強化や高効率給湯器等の

加速的普及に向けた支援が必要 としています。

さらに,省 エ ネルギー性能の優 れた建築

物 ・住宅の普及促進,消 費者に対する省エネ

ルギーに関する情報提供の徹底 を促進するた

めの施策が必要とし,情 報の徹底 を図る方法

の一つ として,エ ネルギーのエキスパー トで

ある事業者(エ ネルギー供給事業者,家 電な

どの販売事業者)と 消費者 との連携 を促す仕

組み作 りが必要としています。

② 運輸部門

まず,燃 費の優れた自動車の供給 を進める

対策が上げ られ,ト ップランナー基準の対象

範囲の拡大,ア イ ドリングス トップ車やハイ

ブリッド車の導入促進が必要としています。

次に燃費の優れた自動車 を消費者が より選

択 し易 くするための対策が挙げられ,省 エネ

ルギーラベルによる表示制度の導入,販 売事

業者による消費者への情報提供 を行 う仕組み

作 りが必要 としています。効果の上が らない

場合は新たな手法の検討 も必要としました。

さらに,省 エネルギーに配慮 した自動車の

利用促進 を図るため,エ コ ドライブについて

の情報提供を進めると共 に,ア イ ドリングス

トップ条例の全国的拡大に期待 しています。

そのほか,燃 料対策 として,低 硫黄石油系燃

料の導入促進,バ イオマス燃料の検討,交 通

流 ・物流の円滑化,高 度道路交通システム等

の早期導入 ・展 開に向けた研究開発や標準化

などの実施や,荷 主 と運輸事業者 との連携強

化の必要性などが挙げられています。

い くこ とを第一義 と してい ます。 また,各 地

にお け るコ ンビナー ト等 の産 業集積 地 におい

て,工 場排 熱 を複 数事 業者 間で融通 す るな ど

の取 り組み を進め る事が必要 としてい ます。

④ 部 門横 断的対 策

省エ ネルギー技術 開発 の推進 を図 るため に,

「省 エネルギー技術 開発 プログラム」 を策定 し,

よ り投資効果 の高い技術 を重点的 に推進する こ

と。 また,こ れまであ ま り表 に出て こなかった

エ ネルギー関連 デー タの収集 ・集計の必 要性が

上げ られ,必 要 な統計 の整備検討 を進める こと

としてい ます。 その他 分散型電源,公 的部門の

率先的取 り組 み,広 報 ・教育 ・学習,地 方公 共

団体 ・非営利組織の役 割,サ マータイム制度等

についての課題が挙 げ られてい ます。

(3)省 エネ法の抜本改正の内容

前節の対策を具現 してい くために,国 は省

エ ネ法の抜本改正を検討 してお り,今 国会に

提出 し今年中にも改正法を発効 させる予定で

す。その主たるもの として以下の5項 目が挙

げられています。

① 工場や事業上におけるエ ネルギー管理 の徹底

近年熱電併給設備(コ ー ジェネ)な ど熱 と電

気 を同時に供給す る機器が普及 して きた事等 を

背景 に,こ れまで熱 と電気 を別 ・々に管理 し届 け

出 を義務づ けて きた工場や事業場 に対 し,熱 と

電気 を合算 して規制する一体管理方式へ変更 さ

れ ます。 規制値 と して は重 油換算 で第 一種:

3,000kl/年 以 上,第 二種:1,500kl/年 以上 とす る

ことが考 え られてお り,こ れによ り省エネルギ

ーの義務 のある工場数は約1万 か ら約1万 数千

カ所 に増加す ることとな ります。

③ 産業部門

産業部門については,こ れ まで と同 じく経

団連 自主行動計画を中心 とした取組,お よび

省エネ法 に基づ く措置 と共 に,工 場総点検に

基づ く自主行動計画のフォローア ップをして

② エネルギー機器(ト ップランナー機器)の

普及に向けた家電の販売事業者等 による表

示の促進(新 設)

これまで省エ ネルギー機器へのラベ リング

添付 については販売事業者の任意 としてきま
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したが,省 エネルギー製品 を消費者の問に広

く普及 させ るため,家 電や 自動車等の販売事

業者 に対 し,店 頭 において省エネルギー性能

(年間消費電力,燃 費等)を 消費者にわかりや

す く表示することを制度化するものです。

③ エネルギー供給事業者による省エネルギー

に関する取組の推進

電力会社やガス会社に対 して,高 効率機器の

普及促進やエネルギー使用状況の情報提供など

省エネルギー促進事業の実施,お よび実施状況

の公表を求めることを制度化するものです。

(4)政 策資源の集中投入

省エネルギー対策を効果的 ・効率的に実施

するために,支 援策の重点化 を行い予算投入

の費用対効果を上げようとしてい ます。平成

17年 度の予算 より以下の事項 に重点化 を図 り

支援策を講 じることとしています。

① 産業分門の費用対効果の高い事業。

② 民生 ・運輸部門については,支 援方策の制

度改革を行う事業。

5.お わ りに

④運輸分野 における省エネルギー対策の強化

(新設)

一定規模以上の運送事業者および荷主(製

造事業者等),一 定規模以上の旅客運送事業者

に対 し,省 エネルギー計画の策定 とエネルギ

ー使用量等の定期報告を義務づけるとともに,

公共交通機関の利用促進等について旅客事業

者の協力を制度化するものです。

⑤ 住宅 ・建藻 物分野 にお ける省 エ ネルギー対

策 の強化

2,000m2以 上 の建築物 と住宅 について,新 築

また は,改 修 時 に所管 行政 庁へ届 け出 を義務

づ ける ものです。

省エ ネルギーに対す る期待 と要求 は益 々強 く

なることが考 え られ ます。抜本 的な対策 を考 え

る時,技 術 開発 に大 きな期待 が寄せ られ るわけ

ですが,そ の方 向 として 「点」 か ら 「面」への

対策 の広が りが言われてい ます。エネルギーの

効率 的使用 はこれ まで個別機器,設 備 に対 して

考 え られることが多かったわ けですが,一 層の

省 エネを考 えるとき,企 業間あ るいは業種 間の

垣根 を取 り除 き,複 数主体 による対策が考 え ら

れています。 これ を進めるには,エ ネルギーに

関す る情報の整備 と情報 の活用技術 の開発が重

要 になって くるもの と思 われ ます。

ノ
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[事業計画]

平成17年 度 事業計画

(財)エ ネルギー総合工学研 究所

1.基 本的 な考 え方

(1)エ ネルギ ー資源の大部分 を海外 に依存 し,

エ ネル ギー大量 消費 国で あるわが 国 は ,長 期

的 かつ総合 的観 点か ら,技 術 開発 を含 む体系

的 なエ ネルギ ー政策 を立案 し,そ れ を実 施 し

てい くことが必要であ る。

エ ネル ギー技術 は,エ ネルギ ーの安定供 給

の確 保,エ ネル ギ ーの効 率 的変 換 及 び利用,

地球環 境 問題 へ の対応,廃 棄 物 の処 理 ・リサ

イクルの確 立等 内外 の諸 要請 に対 して有効 な

解決策 を与 える もの と期待 されてい る。

(2)当 研究所 は,わ が国 のエ ネルギー工 学分

野 の中心的 な調査研 究機 関 と して,エ ネルギ

ー に係 る技術 開発 ,供 給,利 用 に係 る諸 問題

につ いて,産 ・学 ・官 の緊密 な連携 の下,各

技 術分 野 にお ける専 門的 な知見 を集 め,技 術

的側面 か ら総 合的 に研 究 を行 い,そ の成果 の

普及 に努 める。

(3)本 年2月,温 室効果ガス排出削減 目標 を

定めた京都議定書が発効 したが,そ の目標達

成 は容易ではなく,そ の達成のためには国民

各界各層が最大限の努力が要請 される。わが

国の高い水準の技術力は,こ の地球環境問題

に対 して有効な解決策を与 えるもの と期待 さ

れ,経 済と環境の両立 との原則の下,わ が国

は,革 新的な技術 開発 を強力に推進 して行 く

ことが喫緊の課題 となっている。

当研究所は,地 球環境問題の解決 には技術が

果たす役割が極めて大 きいとの認識の下,エ

ネルギー各分野 における先進的な技術 を広 く

活用 した技術的挑戦を行なう。

同時 に,エ ネ ルギー技術 と社 会 との イ ンター

フェー ス に係 る問 題 は重 要性 を増 し,ま た,

地球環境 問題 やエ ネル ギー分 野で の国際協 力

な ども求め られ る状 況 にあ り,こ れ らの状 況

に適切 に応 え るよう,調 査研 究 を実施す る。

(4)当 研究 所 は,次 の ような点 に留 意 して,

調査研 究事 業 を行 なう。

① 石油や天然 ガスに係る資源制約や地球環

境問題等の環境制約の顕在化が,21世 紀 中

にも予見 される中,問 題の長期性から21世

紀 というタイムスパンを念頭 に置 く。

② デー タベースの整備,国 内外の諸機関 と

の連携強化等 により,適 確な政策形成や技

術 開発の企画立案 に資するエ ネルギー技術

情報基盤の整備 を図る。

③ 技術 と社会 との係わ りを考慮 して,学 際

的研究や異分野の調査研究機関との連携等

による総合的アプローチを一層進める。

④ 国際化が進展す る中,

で調査研究を推進する。

グ ローバ ル な視 点

⑤ 調査研 究活動 の推進 に不可欠なコンプラ

イアンス,人 材育成,経 営基盤の強化等を

図る。

2.各 エネルギー分野における調査研究テーマ

以 上の ような基 本 的な考 え方 を踏 まえ,平

成17年 度 にお いて は,以 下 の調査研 究 を実施

す る。
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(1)総 合的な見地からの調査研究

① エネルギー技術開発の総合的戦略に関す

る調査研究

21世 紀中に も石油や天然 ガスに係る資源

制約や地球環境問題等の環境制約の顕在化

が予見 される中,超 長期の視点か ら,こ れ

らの制約の克服 に資すると期待 されるエネ

ルギー技術 を摘 出 ・体系化す るとともに,

これ らの技術 に関 し技術開発 ビジョン及び

ロー ドマ ップ策定に係る調査研究を行なう。

② エネルギー技術情報基 盤の整備

資源制 約及 び環境 制約 の克服 に資す る有

望 なエ ネルギ ー技 術 に関 し,関 連 す る情 報

を収 集 し,技 術 的 見地 か ら分 析 を行 ない,

技術 評価,技 術 開発 戦略 の企 画 立案等 に資

す る よ うに体系 化 したエ ネル ギー技術情 報

基盤の整備 を図 る。

このため,同 情報 基盤 に関 し,広 範 なユ

ーザ ーが イ ンターネ ッ トを通 して
,簡 便 に

検索 ・運用 で きる ように,デ ー タベ ースの

設計 を行 なう。

③ エ ネルギー技 術 開発動 向及 びその将来性評

価 に係 る調査研 究

今後 の開発 が期待 され る,時 のエ ネル ギ

ー技 術 を選 び
,最 新 の技術 開発 の動 向,エ

ネルギ ー供 給 や環境 問題緩和 に係 るポテ ン

シ ャル,経 済性,社 会 的受 容 性等 の 評価,

それ らを踏 まえ た将 来展望 につ い て調査 研

究 を行 う。17年 度 にお いて は,次 の2テ ー

マ を対象 と して実施す る。

1)バ イオマスエ ネルギー

2)燃 料電池

④ エネルギーシステムの評価手法開発 に係 る

調査研究

エネルギー需給の将来想定や新 しいエネ

ルギーシステムの導入影響評価のツールで

あるエネルギーモデルに関 し,新 しい分析

手法について検討評価を行 ない,従 来の手

法では評価が難 しかった問題への適用可能

性について検討を行なう。

⑤ エネルギーに関する公衆の意識調査研究

エネルギーに関する公衆の意識に関 し,ア

ンケー ト調査により定期的に調査 ・分析 を実

施す る。

(2)原 子力関連

原子力は,実 用的な非化石エネルギー源で

あ り,世 界の今後の経済成長 を担 う上で重要

なエ ネルギー として開発利用が見込 まれる。

一方
,放 射性廃棄物処分,安 全確保,核 拡散

に係る懸念等原子力の開発利用 を取 り巻 く環

境は厳 しい状況にある。

17年度は,現 行の原子力発電システムについ

て,高 度化,将 来型軽水炉コンセプ トの開発,

合理的な安全規制等に係る調査研究 を行なうと

ともに,主 要な命題であるプル トニウムのリサ

イクル,放 射性廃棄物処分等の中長期的課題 に

関し調査研究を実施する。また,社 会科学系の

調査研究機関との連携により,社 会 と原子力の

テーマに対 しても取 り組むこととしている。

また,17年 度から,革 新的な原子力技術の

提案公募型研究開発事業の一元的管理業務 を

実施する予定であ り,こ れにより,最 新の原

子力技術 に係 る情報収集 を効率的に実施す る

とともに,評 価能力の向上を図る。

(ア)塗 世代原子炉技術開発等に関する調査研究

⑦ 軽水炉技術開発のあり方に係る調査研究

② 第4世 代原子力システム開発 に関する国際

研究協力

③ 高温ガス炉プラン トの位置づけ ・可能性 に

関する調査研究

(イ)厘 子力発電システム評価に関する調査研究

④ 原子力発電 システムのライフサイクル分析

に係る調査研究

⑤ 原子力に係る長期エネルギーシステム評価

に係 る調査研究

(ウ)弦 燃料サイクルに関する調査研究

⑥ 核燃料サイクルのシステム評価に係る調査

研究

(エ)放 射性廃棄物の処理 ・処分に関する調査

墜

⑦ 高 レベル放射性廃棄物処分の安全規制動向

に係る調査研究

⑧ 放射性廃棄物処分におけるリスク情報に基

づ く意思決定に係る調査研究
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⑨ 放射性廃棄物処分における安全確保の合理

的体系化に係る調査研究

⑩ 放射性廃棄物処分の社会的合意形成に係る

調査研究

(オ)原 子力安全に関する調査研究

⑪ 国内外の原子力安全確保 における自主保安

体制と運用実態に係る調査研究

(カ)将 来に向けた原子力技術に関する調査研究

⑫ 革新的実用原子力技術開発 に係る提案公募

事業の運営管理

⑬ 原子力システム研究開発 に係る提案公募事

業の運営管理

⑭ 原子力システム研究開発 シーズに係 る調査

研究

(3)化 石エネルギー関連

エネルギー供給の大宗 を占める化石エネル

ギーについては,資 源量が豊富な石炭関連で

は,環 境保全 を念頭に,一 層の効率的利用の

拡大,水 素やクリー ンな液体燃料への転換技

術 に係 る調査研究に取 り組むこととしている。

17年度 においては,石 炭乾留ガスを触媒によ

り改質 しクリー ン燃料 とする技術 に係 る調査

研究,利 用が十分 に行われていない褐炭等の

低質炭化水素エネルギー資源の改質利用技術

に係 る調査研究 を実施す る。石油関連では,

合理的な規制確立 に資す る観点か ら,輸 送用

燃料に関 し環境負荷の面か ら調査研究に取 り

組 む。 さらに,廃 水 を処理する際に発生す る

汚泥をスラリー化 し,石 炭 ボイラーで燃焼 し

熱回収する技術に関 しても調査研究を行 なう。

(ア)石 油系エネルギーに関する調査研究

① オフロー ドエ ンジンか ら排出される環境汚

染物質の測定法標準化 に係る調査研究

(イ)石 炭の利用技術に関する調査研究

② 石炭乾留ガス改質技術の開発に係る調査研究

③ 褐炭のスラリー化等の改質による利用技術

に係る調査研究

④ 下水汚泥の混焼による熱回収技術 開発に係

る調査研究

(4)新 エネル ギー ・エネルギー システム関連

新 エ ネル ギー は,資 源賦 存 に地域性 が大 き

く,ま た,利 用 形態 も分散 型 エ ネルギー,系

統 電力へ の併 入,熱 電併給 等多様 であ り,エ

ネ ルギ ー供給 シス テ ムの 最適 化 を図 りつつ,

長 期 的な視点 か ら技術 開発 を推 進 してい くこ

とが必 要であ る。

17年 度 にお いて は,分 散型 の新 エ ネルギー

技術 開発,新 エ ネルギ ー に係 る熱利用 に係 る

調査 研究 を実 施す る とともに,新 エ ネル ギー

に よる分 散型 電力 と系統 電力 との調和 が とれ

た電力 ネ ッ トワー クの あ り方 につ いて調査研

究 を実施 す る。省 エ ネルギ ーに関 して は,特

定 の コ ンビナー トを対象 に企業 間連携 に よる

省 エ ネルギ ーの方 策,連 携 の あ り方等 につい

て検 討 す る。新 しい二次 エ ネルギ ー と して期

待 される水素 エ ネルギ ー につ いて は,関 連技

術 の実用 化 に関 し調査 研究 を実 施す る。 さら

に,電 力 ・ガス分野 にお け る総 合的 な技 術 開

発戦 略立案 について調査研 究 を行 なう。

(ア)新 エネルギー に関する調査研 究

① 下水汚泥の高効率 ガス変換発電システム開

発に係る調査研究

② バ イオマスエネルギー技術 に係 るロー ドマ

ップ策定に係る調査研究

③ 廃棄物,バ イオマス,未 利用エネルギー及

びコージェネレーションに係 る熱利用の実

態に係る調査研究

④ 廃棄物発電施設及び廃棄物変換 ガス変換導

入普及に係る調査研究

(イ)省 エ ネルギーに関す る調査研 究

⑤ コンビナー トを構成する企業間連携による

省エネルギーの可能性及び対応案に係 る調

査研究

⑥ コンビナー トにおける産業間連携のあ り方

に関する調査研究

⑦ 小型貫流ボイラ発電システムに係る調査研究

(ウ)水 素エネルギーに関する調査研究

⑧ 水素安全利用 に関する基礎物性に係る調査

研究

⑨ 水素シナリオ策定に係る調査研究

⑩ 水素エネルギーの革新的技術に係る調査研究

⑪ 水素エネルギー技術に係る国際協力研究
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(エ)電 力システム等に関する調査研究

⑫ 電力 ・ガス総合技術開発戦略に係る調査研究

⑬ 系統安定に資する電力系統関連設備形成等

に係 る調査研究

⑭ 新電力ネットワーク技術 に係る総合調査研究

⑮ 風力発電電力系統安定化等技術開発の整合

性評価に係る調査研究

(5)地 球環境関連

地球環境問題は,17年2月 の京都議定書の

発効 により,現 在,対 応が最 も急がれている

課題であ り,各 エネルギー分野からの対応が

必要とされている。エネルギー技術全般 に関

し専 門的な知見 を有する当研究所 としては,

地球温暖化対策技術に関する調査 とその技術

の導入効果の評価,エ ネルギー予測モデルを

用いたシミュレーション等 に係る調査研究を

実施する。 また,地 球環境問題に係 る国際的

な動向調査 を実施 しつつ,わ が国の対応 につ

いて調査研究を行なう。

③ エネルギー総合工学シンポジウム,月 例研

究会等の開催

4.そ の他

(1)産 ・学 ・官の緊密 な協力体制 の下,エ ネ

ル ギー技 術 上 の諸 問題 につ いて,関 係 各分 野

の専 門家 に よる情 報交換 と共有 を実施 す る場

を提供 し,適 宜,エ ネルギ ー技 術 開発 の あ り

方 について提 言 を行 なう。

(2)海 外 の調査研 究機 関 との交流 ・連携 を深

め る とと もに,国 際 プ ロジェ ク トへ の参 画等

によ り,国 際協 力の一端 を担 う。

(3)当 研究所に関 し,時 代に即 した適切 な調

査研究テーマを発掘 ・企画立案する能力及び

情報発信能力の向上を図る。

地球温暖化対策技術等に関する調査研究

① 二酸化炭素回収 ・隔離技 術の政策的位置付

けに係る調査研究

② 地球温暖化問題 に対する国際的な対応策 ・

政策に係る調査研究

3.調 査研究成果に係る情報発信

(1)前 号 の事業で得 られた成 果の うち,技 術

情報 と して有用 度 の高い もの を編 集 し,情 報

提供 を行 な う。 これ らの調査 研究 に係 る活動

内容や成 果 は,寄 稿 ・投稿,講 演会,学 会発

表,ホ ーム ペ ー ジへ の掲 載 等 に よ り公 表 し,

広 く利用 に供す る こととする。

(2)当 研究所では,下 記の手法により,調 査

研究成果に係る情報発信 を行なう。

① エネルギー技術に係る情報 を編集 した冊子

(新エネルギーの展望シリーズ等)の 作

成 ・配布

② 定期刊行物(季 報エネルギー総合工学)の

刊行
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研究所のうごき
(平 成17年1月1日 ～4月1日)

◇ 第21回 評 議 員会

日 時:3月4日(金)11:00～12:00

場 所:経 団連 会 館(9階)901号 室

議 題:

第 一 号 議 案 役 員 の 一部 改 選 につ い て

第 二 号 議 案 平 成17年 度 事 業計 画 お よび 収 支 予 算

(案)に つ い て

第 三 号 議 案 そ の他

◇ 第64回 理 事 会

日 時:3月11日(金)ll:00～12:05

場 所:経 団連 会館(9階)901号 室

議 題:

第 一 号 議 案 平 成17年 度 事 業計 画 お よび 収 支 予 算

(案)に つ い て

第 二 号 議 案 役 員 の 一部 改 選 に つ い て

第 三 号 議 案 評 議 員 の 一部 交 替 に つ い て

第 四 号 議 案 そ の他

◇ 月例 研 究 会

第231回 月例 研 究 会

日 時:1月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階701・702会 議 室

ア ー マ.

1.東 京工業大学21世 紀COEプ ログラム

ー世界の持続的発展を支える革新的原子カー

((助エネルギー総合工学研究所 研究理事

松井 一秋)

2.『 原子力専攻』と 『国際専攻』の構想

(東京大学 原子力研究総合センター

助教授 小佐古 敏荘 氏)

第232回 月例研究会

日 時:2月25日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階701・702会 議室

ア ー マ.

1.日 ・米 ・欧の水素エネルギーロー ドマップ

比較

(働エネルギー総合工学研究所 プロジェク

ト試験研究部 主任研究員 岩渕 宏之)

2.燃 料電池用水素製造技術の開発

(東京ガス㈱R&D本 部 水素ビジネスプロ

ジェクトグループ 技術開発チームリーダ

安田 勇 氏)
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第233回 月例 研 究会

日 時:3月25日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館7階701・702会 議 室

ア ー マ.

1.「 変革期のLNG戦 略」

(大阪ガス㈱資源事業部 課長

奥田 浩二 氏)

2.「 ピークオイルはやって来るのか?」

((独)石 油天然ガス ・金属鉱物資源機構

石油 ・天然ガス調査グループ 主席研究員

本村 真澄 氏)

◇ 主なできごと

1月7日(金)

14日(金)

20日(木)

21日(金)

25日(火)

2月1日(火)

2日(水)

4日(金)

8日(火)

9日(水)

10日(木)

15日(火)

18日(金)

22日(火)

23日(水)

・第1回 原子力LCAに 関する委員

会

・第1回 長期エネルギーシステム

評価に関する委員会
・第1回 「原子力発電の技術開発

の在 り方」研究会

・第3回 電力 ・ガス総合技術検討

WG幹 事会

・第2回 リスク情報検討会

・原子力水素研究会

・第4回 電力 ・ガス総合技術検討

WG

・第4回 高温ガス炉プラン ト研究

会

・第3回 超長期エネルギー技術研

究会

・第3回 電力 ・ガス総合技術検討

会

・第3回 水素の革新的技術 に関す

る調査 ・研究委員会

・第1回 電力ネットワーク技術総

合調査委員会
・第1回 品質別電力供給システム

総合調査委員会

・第3回 分散型電源と系統安定に

関わる技術検討会
・第1回 原子力法制度検討会

・第3回 リスク情報検討会

・第3回 風力発電電力系統安定化

等技術開発実行委員会

・第2回 オフロー ドエンジンから

排出される未規制物質測定法の

標準化に関する調査研究委員会

・第4回 エネルギー経済環境予測

検討委員会

・第2回 「原子力発電の技術開発
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2月24日(木)

28日(月)

3月5日(土)

7日(月)

8日(火)

9日(水)

10日(木)

11日(金)

14日(月)

15日(火)

16日(水)

17日(木)

18日(金)

23日(水)

25日(金)

28日(月)

の在 り方」研究会

・第2回 水素技術動向調査委員会

・第3回 水素基礎物性に関する委

員会

・第10回 革新的実用原子力技術開

発提案公募事業 審査委員会
・第2回 バイオマスエネルギー導

入システムおよびロー ドマップ

等 に関する調査委員会

・第4回 リスク情報検討会

・第4回 木質系バイオマスによる

小規模分散型高効率ガス化発電

システムの開発推進委員会

・第10回 革新的実用原子力技術開

発提案公募事業 審査委員会

・第4回 水素の革新的技術に関す

る調査 ・研究委員会

・第4回 分散型電源 と系統安定に

関わる技術検討会

・第2回 電力ネットワーク技術総

合調査委員会
・第1回 ソーラーフユーエル研究

推進委員会

・第2回 品質別電力供給システム

総合調査委員会

・第5回 電力 ・ガス総合技術検討

WG

・第2回 原子力LCAに 関する委員

会
・第2回 新エネルギー熱利用対策

調査委員会
・第2回 水素シナリオの研究委員

会
・第3回 「下水汚泥の高効率ガス

変換発電システムの開発」技術

開発推進委員会

・第2回 長期エネルギーシステム

評価に関する委員会

・原子力水素研究会

・第4回 電力 ・ガス総合技術検討

会

・第3回 核燃料サイクル関連技術

調査委員会

・第4回 超長期エネルギー技術研

究会

◇ 人事異動

01月31日 付

(出向解除)

原 猛 プロジェクト試験研究部 主任研究員

02月1日 付

(出向採用)

半田卓己 プロジェク ト試験研究部 研究員

02月28日 付

(出向解除)

大島哲仁 プロジェクト試験研究部

主任研究員

03月1日 付

(出向採用)

田村隆之 プロジェク ト試験研究部 研究員

03月24日 付

(出向解除)

曽ケ端賢治 プロジェク ト試験研究部

主任研究員

03月25日 付

(出向採用)

三部貴之 プロジェク ト試験研究部

主任研究員

03月31日 付

(出向解除)

奥田誠 プロジェク ト試験研究部

主管研究員

03月31日 付

(退職)

森山 亮 プロジェク ト試験研究部

嘱託研究員

04月1日 付

(出向採用)

横田英靖 プロジェク ト試験研究部

主管研究員

04月1日 付

(採用)

横尾友美 事務局勤務
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産業間連携による省資源 ・省エネルギーの方策
一コンビナー トの国際競争力強化について一
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将来自動車用燃料 とパワー トレイン技術の動向
トヨタ自動車㈱ 第1材 料技術部 燃料 ・油剤室

シニアスタッフエンジニア

地層処分の意思決定に関する調査研究
一事例調査に基づ く考察一

プロジェクト試験研究部 部長

エネルギーに関する公衆の意識調査
エネルギー技術情報センター 主管研究員

平成16年 度 事業計画の概要(財)
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【巻頭言】 長期的かつグローバルな視点に立った

エネルギーの安定供給

中部電力株式会社 代表取締役副社長

【理事長対談】 エネルギー,環 境,経 済の調和
一世界に先行する日本モデルー

国際問題評論家

(助エネルギー総合工学研究所 理事長

【寄稿】 これからのエネルギー文明学一人間 と社会からの発想一
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チームリーダー
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【内外情勢紹介】 炭層へのCO2隔 離 とECBM

プロジェクト試験研究部 副部長

【調査研究報告】 産業間連携による省エネルギーについて

プロジェクト試験研究部 主管研究員

【行事案内】 第20回 エネルギー総合工学シンポジウム
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栗 原 史 郎 …22

藤 冨 正 晴 …32
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【新任挨拶】 新任のご挨拶 (財)エネルギー総合工学研 究所 副理事長 並 木 徹 …1

〔バ イ オ マ ス エ ネル ギ ー特 集 〕

【座談会】 バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー の利 用 に つ い て
一 バ イ オ マ ス ロ ー ドマ ッ プの 成 果 を踏 ま え て一

【寄稿】

【寄稿】

筑波大学大学院 システ ム情報工学研究科 教授

経済産業省 資源エ ネルギー庁

新エ ネルギ ー対策課長

農林水産省 大 臣官房環境政策課

資源循環室長

(独)新 エ ネルギ ー ・産業技術総合 開発機構

環境技術 開発部 主任研究員

司会 働エ ネルギ ー総合工学研究所
エ ネルギー技術情報 セ ンター長

内 山 洋 司

荒 木 由季子

藤 本 潔

田 島 正 喜

ノ」、JII糸 己一 良区 …3

森林バイオマスの全面的利用の可能性
一木質資源との付きあい方 を考 えよう一

東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授 鮫 島

木 質 バ イ オ マ ス の 利 用 技 術 の動 向
バ イオエ ネルギー ・コ ンソーシアム運営委員長 城 子

正 浩 …21

克 夫 …30

【調査研究報告1 木質系バイオマスによる
小規模分散型高効率ガス化発電システムの開発

プロジェクト試験研究部 主管研究員 奥 田 誠 …40
」
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一中小工場における蒸気 ・排熱の有効利用 を目指 して一
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【講演 】
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【講演 】

【講演 】

【講演】

【講演】

【総括 と閉会挨拶】

【研究所のうごき】

【編 集 手麦言己】

(財)エネルギー総合工学研究所 理事長 秋 山 守…1

経済産業省大臣官房 審議官(資 源エネルギー庁担当)名 井 肇…4

2030年 へのエネルギー展望と当研究所の技術戦略

働エネルギー総合工学研究所 副理事長 並 木 徹 …6

化石燃料 から水素等次世代燃料への技術開発展望

日揮株式会社 プロジェクト事業推進本部 副本部長 岩 井 龍太郎 …20

米国における水素等の次世代燃料製造への取 り組み

米国ペンシルバニア州立大学教授 宋 春 山 …30

高温 コークス炉ガスの ドライガス化法による水素製造

働エネルギー総合工学研究所 主管研究員 橋 本 孝 雄 …44

オース トラリアにおける褐炭の有効利用技術

一次世代燃料製造に向けて一

豪州褐炭クリーンパワー共同研究センター・プロジェクトリーダー アラン・チャフィー…55

グリーンフユーエル製造プロセスの開発成果(1)

東京工業大学 炭素循環エネルギー研究センター教授 玉 浦 裕 …66

グリーンフユーエル製造プロセスの開発成果(2)

働エネルギー総合工学研究所 研究理事 片 山 優久雄 …75

飼エネルギー総合工学研究所 専務理事 荒 井 行 雄 …85
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編集後記

4月 初め,原 油価格が過去最高値(4月

4日NYMEXで のWTIは 初の$58台/bbl)

を記録 しました。昨年同時期の約2倍 と

な り,今 後 の動向次第では折角回復 しか

けた国内景気,さ らに製油所 の能力不足

が指摘 されるアメ リカの景気への影響が

懸念 され ます。

ところが,こ の ような高値であ って も,

1973年 の第1次 石油危機iに比べ る と,世

界で も日本で も比較的冷静 に受 け止 めら

れている感 じであ ります。当時 は,中 東

紛争を背景 とした供給不安 もあ り トイ レ

ッ トペ ーパ ーの買 占め という社会混乱 と

狂乱物価 を招 きました。今 回の上昇は,

アメリカあるいは中国等新興諸国 を中心

とした需要の急増 に対す る供給不足 ある

い は投機的要因 も挙 げ られてい ますが,

この ような時期であればこそ,海 外依存

率が極端 に高い 日本のエネルギー問題 を

改めて考 えることは誠に時宜を得た もの

と考 えます。

本号の 「巻頭言」は,小 平信因資源エ

ネルギー庁長官 に寄稿い ただ きました。

本号 の特集テーマ とは無関係 に自由な視

点か らの随想 をお願 い した ものですが,

期せず して 日本のエ ネルギー問題 と今後

の方向について簡潔なが ら行 き届いた文

章で解説 され,同 氏が本問題へ寄せ られ

る思 いの一端 を伺 うことができました。

次 に本 号の 中核 となるのが,当 所 と

(社)日 本工学 アカデ ミー他の共催 で昨

年11月 に開催 した公開シンポジウム 「日

本 のエ ネルギー に未来 はあ るか」 の特

集 であ ります。各分野 の権威 で ある各

講 師が思 いを込 め て語 られた内容 はお

読 み頂い た通 りですが,そ の基調 とし

ては 「石油 ピー クは,一 般 認識 よ り早

く到来す るであろ うこ と」,し たが って

「その備 えを早急 に開始す る必要がある

こと」 につ きるのではないで しょうか。

それが軸 となって,「 評価指標」,「長期

視 野」,「戦 略性」,「人類 と地球」,「領

土」,「情報 」等 のキー ワー ドが紹介 さ

れたと考 えられます。

ところで 「石油 ピーク」 の到来時期

に関 しては,種 々の意見があ りますが,

遅 くとも今世紀 中到来へ の異論 はない

ようです。今年 生 まれ た子供 が長生 き

した ら遭遇 す るこ とになるわ けで,今

か ら準備 を進 め るこ とは決 して無駄 に

はならないで しょう。

さて,お 気づ きの通 り本号 よ り当誌

のサ イズ はA4版 と致 しました。従来

よ り読みやす く,特 に図表等 を大 き く

見 やす くす る ことを狙 った もので あ り

ます。 また,こ の機 を期 して昨今 のエ

ネルギ ー問題 の重要性 に鑑 み,読 者 の

興味 と関心 に応 えたテーマ選定 と内容

充 実 を図 る所存 であ りますので,今 後

とも本 誌 に対 し,ご 指導 ・ご鞭漣 とと

もに,ご 協力 をも賜 りた く紙 上か らで

はあ りますが編 集事務局 を代 表 してお

願いする次 第です。

編集責任者 小 川紀一郎
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